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未利用統計情報の活用 とデータベース化

に関する調査研究報告書

平 成2年3月

財団法人 デ ー タベ ー ス 振 興 セ ン タ ー

》



この報 告 書 は,日 本 自転 車 振興 会 か ら競輪 収 益 の一 部 で あ る機 械

工 業振 興 資 金 の補 助 を 受 け て平成 元 年 度 に実 施 した調 査 研 究 事 業 の

一 環 と して と りま とめ た も ので す 。 1







は じ め に

昨今のパ ソコンは16ビ ッ ト機iから32ビ ッ ト機に代わろ うとしてお り,ま た,ワ ー クステー

ションの普及 も進 んで参 りま した。OSもMS-DOSか らOS/2やUNIXの 時代 にな

ろうと してお ります 。

このよ うにハー ド・ソフ トが秒進分歩す るときに,数 値統計 データベースが利用 され ない,

利用が進 まな いとい う理 由は幾 つかあると思います。現在の数値統計デー タベースの情報で

は,わ ざわ ざデータベースにア クセ スしな くて も,総 合統計書 にあるデー タを引き写せ ばよ

い とい うことがあ ります。 しか し,も っと詳 しく大 きな分析をす る場合 は,公 表 された統計

書で は満足のい く分析 はで きません。 そのためには,統 計調査 の個票がそのままの形で利用

で きますな らば,色 々な意味で利用価値が多いと思われ ますが,プ ライバ シーその他の問題

で簡単に は認 め られ ません。 アメ リカでは,分 析用の個票利用 システムがあ りますが,わ が

国で作成す ることは非常に難 しい ことのよ うであ ります。

数値統計情報の活用 とデータベ ース化の ために,現 在,原 理的に利用可能な情報源で,そ

れ程利用 されていない情報が どこにあるかを考えます と,各 省庁や研究機関等で分析 す るた

めに加工 した統計表 や再編成 した情報が数多 くあ ります。 これ らは本来の性質か ら公表 で き

ない もの は少な く,公 表 して も良 い とい うことだと思 います。なぜ な らば,そ れ等を用 いた

報告書 はほとんどの場合が閲覧で きるか らであ りますが,し か し,そ のよ うな報告書 が存在

す ることを知 らない場合があ ります。 白書など広 く公表 された もの に再編成 した多 くの統計

データがあ りますが,こ れ等 も誰 かが所在を覚えていなければ広 く使われ るには至 らないこ

とにな ります。十分利用可能 であ りなが ら,ほ とんど利用 されて いな い統計 データを掘 り起

こ し,組 織 的にデ ー タベー ス化す ることがで きれば,そ れは統計デー タの未利用資源 を大い

に活用す ることにな ると思 います。

そ こで,こ れ等 の未利用統計情報 を利用で きるようにす ることを 目的 に,財 団法人統計研

究会 に調査研究を委託 し,報 告書 と して取 りまとめ ま した。関係各位の ご参考 になれば幸 い

です。

平成2年3月

財団法人 データベース振興センター

理事長 圓 城 寺 次 郎
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1.調 査 分 析 用 業 務 デ ー タ の 活 用 に つ い て

1.は じ め に

官公庁 よ り公刊 され る統計 には,統 計報告書な どの生の統計 データだけで な く,白 書な ど

に付属す る調査分析用 に編集 ・加工 された統計デ ータもある。 これ らは,そ れぞれの時点の

カ レン トな トピックに対応 してお り,利 用ニーズ も高い ものであ る。

本稿で は,こ の ような調査分析用データに焦点 を当て,そ れ らにどの様な ものが あ り,そ

れ らを一般 に活用で きるよ うにす るためには,ど のよ うにす れば良いか を考察す る。

2.調 査分析用業務デ ータの実情

本節で は,調 査 ・分析を主たる業務 に している経済企画庁 に例 をとり,調 査分析 用業務 デ

ータの実情を述べ る。

(1)調 査分析用業務デー タの種類 と性格

経済企画庁 よ り公表 され る資料で,統 計データを伴 うもの は,概 ね以下 の4種 類 に分類で

きる。

1)白 書類

'
経済 白書,世 界経済 白書,国 民生活 白書,物 価 レポー トなど。

これ らは,過 去1年 の対象分野の分析を 含む ものであ り,使 用 され る統計データの種類が

多 く,モ デルを用いた分析 など高度な加工結果 も多い。 それぞれの年 の特徴的なテーマを取

り上 げて分析 してお り,一 般の利用ニーズ も高 いもので ある。

2)月 例経済報告,経 済見通 し

景気 を中心 とす る経済判断資料であ り,速 報性を重視 して いる。統計データは,景 気 判断

指標に限定 されてお り,主 要系列を一覧で きる。デー タの加工度 は低 い。
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3)経 済計画

数年 に1度 策定 され る経済計画で は,そ の基礎資料 と して,経 済の各分野の詳細 なデー タ

が集め られ る。 中で も,中 期モデル,長 期 モデルのためのデー タは,モ デルの推定 に使用で

きるよ うに各種統計 に概念補正を加え,一 貫性のあ るデー タ群に まとめた ものであ り,実 用

価値 の高 い ものであ る。 これ らの基本 データ,な らびに,モ デルによる予測結果 は,原 則 と

して公開 されて いな い。

4)研 究 レポー ト

経済研究所の研究 シリーズや委託研究 レポー ト。

それぞれの研究 テーマに沿 って集め られ,加 工 されたデータが参考資料 と してつけ られて

いることが多 い。 これ らは,時 間をかけて収集,加 工 された ものであ り,他 より入手す るこ

とは難iしい ものが多 い。

(2)調 査分析用業務デー タの利用ニーズ

上述 のよ うな調査分析用業務データに関 し,デ ータベース ・サー ビス業,シ ンクタ ンク,

企業の調査部,大 学等の研究者よ り,以 下 のよ うな要望が 出されている。

1)公 表数値 をフロ ッピーな どの磁気媒体で入手 したい。

白書,月 例経済報告,研 究 レポー トにっいて。

2)最 新のデータを入れて,ア ップデー トした分析結果が欲 しい。

白書,研 究 レポー トにつ いて。

3)非 公表の基礎データ,推 計デー タが欲 しい。

経済計画のモデル用 デー タ,社 会資本 ス トック ・デー タな ど。

3.調 査分析用業務データの提供要求の吟味

前 節で述べた調査分析用業務データの提供へのニ ーズは,大 きく分 けて以下の2種 類 に分

け られ る。1っ は,公 表値 にかかわ る ものであ り,他 の1っ は非公表値 にかかわ るものであ

る。後者 は,わ が国官公庁の縦割 り行政 に起因す る制度上の問題や情報提供 に関す る感度の

鈍 さな ど,ど ち らか とい うと政治的,文 化的な問題であ る。 この問題 は,本 研究会では別途

論ぜ られるであろ うか ら,こ こでは前者,す なわ ち,公 表値の提供問題 に的を しぼ ることに

一2一



す る。

(1)公 表分析デー タの フロッピー提供

経済 白書 を例 にとって,分 析 データの フロッピー提供の問題を,よ り具体的 に考えてみよ

う。平成元年度の白書 では,図 表の総数 は265で あ り,各 図 について,図 示 されたデータ

は全て巻末の付録 と して公表 されてい る。例えば,参 考1に 示す図は,白 書本文 に掲載 され

た図の1つ であ り・ この図に対応す る数表 と して,付 録 に掲載 された表 は参考2の 通 りであ

る。

参考2の 例か らも分 かるよ うに,白 書 に掲載 されてい る数表は,そ れぞれせいぜ い数10デ

ー タを もっ小 さな もの に過 ぎない
。印刷資料 と別 にこれ らだ けを磁気媒体化す ることの意義

は疑わ しい。

む しろ,印 刷技術の傾向か らみ る限 り,今 後電子出版の方向に向か うことはほぼ確実であ

る。数 表だけで な く,文 書,図 も含めてデ ィジタル化す るPostScriptが 一般化 してい くも

の と思われ る。公表資料その もののフロ ッピー提供は,こ の印刷技術の革新 の一貫 と して考

え る方 が望 ま しいと思われ る。

(2)公 表分析デー タの基礎資料の提供

公表分析 データの フロッピー提供の要望 は,上 述の ような報告書 に載 ったデー タその もの

の提供要求であ ると考 えるのは妥当ではないであろう。参考1に 示 した図で は,そ れ に対応

す るデータであ る参考2の 数値 を,例 え フ ロッピーで入手 して も,利 用者 はそ こに示 された

データ,例 えば,「 世界輸入要因寄与度」な どを,自 分 で延長す ることは困難であ り,ほ と

ん ど利用価値 がない。

これ らの分析結果を導 くためには,そ の基礎 データに遡 らなければな らない。 この基礎デ

ータは,参 考3に 掲げ られた付注にあ る通 り,通 関輸 出指数 などの時系列デー タであ る。 こ

れ らの数値 は,統 計 と して公表 されてい るもので はあ るが,白 書 に掲載 されている ものでは

な い。参考2の 数表のデータは,こ れ らの基礎 デー タを伴 って提供 されて は じめて,利 用者

にとって役 に立つ もの となるといえ る。
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参考1経 済 白書 の本 文 に掲 載 され た図

第1-4-1図 輸出数量増減寄与度とその要因

← 世界輸入要因

実質値

相対価格要因

国内価格要因

14'7101471e1471014
,1`1`'lI51'll}`1
36912369123691236912(,1)

6tr616-6tr-"一 〔年}

(備 考)1.大 蔵 省 「貿 易 統 計 」,IMF"InternationalFinancialStatistics"に よ り作 成 。

2.作 成 方 法 は 付 注1-1を 参 照 の こ と 。

参考2図 に対応するものと して経 済白書 の付録 に収録されて いるデ ータ

第1-4-1図 輸出数量増減寄与度とその要因

(単位:%)

寄 与 度
年 期 実 績 値

世界輸入要因 相対価格要因 国内需給要因

60年1～3月 期 △2.2 3.2 1.6 0.9

4～6月 期 3.1 △1.1 1.3 0.0

7～9月 期 △0.7 △0.1 0.2 0.5

10～12月 期 2.0 2.4 △1.1 0.1

61年1～3月 期 △2.5 1.5 △2.6 0.8

4～6月 期 1.2 4.5 △3.8 △0.5

7～9月 期 △0.7 2.3 △4.2 0.3

10～12月 期 △1.8 △0.4 △3.3 △1.0

62年1～3月 期 2.8 1.1 △1.9 △0.5

4～6月 期 △2.3 1.6 △1.0 △1.0

7～9月 期 0.9 4.6 △0.5 △1.4

10～12月 期 1.4 6.6 △0.9 △0.7

63年1～3月 期 2.4 0.2 △1.5 △0.4

4～6月 期 △2.3 2.7 △1.5 0.1

7～9月 期 4.9 3.3 △1.0 0.4

10～12月 期 1.2 1.7 △0.4 △0.5
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参考3経 済 白書につけられている図の付注

付 注1-1輸 出数 量 関数 の推計 について

① 関数 型

線 型対数 型 とし,必 要 に応 じラ グを用 いた。

lnX=βo十 β11nY十 β21nP十 β31nU

X:実 質 輸 出,Y:所 得要 因,P:相 対価格 要 因U:国 内需給 要 因

た だ し,P=P,/Pd,P,=輸 出物 価(ド ル建 て),Pd=輸 出相 手 国WPI(ド

ル建 て)

推計 期 間 は,50年1～3月 期 か ら63年4～.6月 期

② デー タ

実質輸出X 所得要因Y
相 対価 格要 因

P=Pr/Pd

国内需給要因

u
備 考

通関輸出数量 日本を除く世 P∫ 二通関輸出価格指数 製造工業生産者 コ ク ラ ン ・オ ー

指数 界実質輸入 (60年=100,ド ル 製品在庫率指数 カ ッ ト法 を採用 。

(60年=100) (60年 価 格,10 建て) (60年=100)
輸

億 ドル) P、 二先進6ケ 国WPI
出

加重平均

(60年 二100,ド ル

建て)

③ パ ラ メー ター等一覧

R2 D.W.
β。 β1 β3

β2.` β2=Σ β2.`
■

△3,461 1,520
β,.。 ニ ム0.135

0,424 0,951 2,252

(△3.100) (23.025)
(△8.968)

△0,676 (3.148)

β,.、=△0.203

輸 (△8.968)

出
β,.、=△0.203

(△8.968)

β、.、=△0.135

(△8.968) 一
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(3)公 表分析デー タの延長

公表 された分析データに,そ の後発表 されたデー タを追加 してア ップデー トす る問題 は,

白書類 に関す るもの と,研 究 レポー トに関す るもの とを分 けて考え る必要があ る。後者 につ

いて は,次 項で述べ る。

白書類の場合,利 用者が望む ものは,最 新時点の データで延長 された分析デー タで あ り,

この最新時点が いっかは利用者 ごとに異 なると考え ざるをえな い。従 って ,毎 月最新 データ

に即 して計算 し直 して公表す るか,あ るいは,オ ンライ ンで要求に応 じて再計算す るな どの

方法を考え る必要がある。 いずれにせ よ,分 析 に使用す るデー タの全てを収録す るデ ータベ

ー スと
,一 連の加工分析 プロセ スを容易 に再現 し得 るシステムの存在が前提 とな る。

(4)研 究 レポー トのデー タ提供

研究 レポー ト類 に付属す るデータは,官 公庁の業務用 資料 とい うより,研 究資料 と呼ぶべ

きものであ り,組 織 に帰属せず,属 人的に管理 されて い るケースが大部分であ る。 このよ う

な資料 は,理 工系の場合,UNIXの ネ ッ トワー クな どを通 じて,自 由に流通 して いる。今後 ,

統計 データの分野で も,需 要 の高 いデー タについては,研 究者個人ベースで,パ ソコン ・ネ

ッ トワーク等を通 じて,デ ー タ提供を行 うことが一般化 して い くもの と思われ る。筑波大学

が中心 とな って組織 した多 目的統計デー タバ ンク統計 データベ ース ・デ ィレク トリのパ ソコ

ン ・ネ ッ トワー クは,そ の先駆 けといえよ う。

なお,米 国では,い くっかの研究 レポー トにっいて,そ のデー タをア ップデー トした追加

資料が出 されているケー スがあ る(例 えば,商 務省の研究 レポー ト)。 これは専門職制度 が

確立 し,継 続 的な研究が行われているか らである。 日本の官公庁 では,理 工系 を除 き,専 門

職制度 が確立 していないため,継 続的 な研究が行われてい るケー スは稀である。

4.調 査分析データの活用上 の問題点

前節で述べ たよ うに,調 査分析 データの提供要求 は,具 体的には,分 析の基礎デー タの提

供 と,分 析結果の最新デー タによる延長の問題 に集約 され る。本節で は,こ れ らを実現す る

上での障害を,技 術面,制 度面,慣 行面か ら考察す る。
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(1)技 術上の問題

白書な どに掲載 されてい る調査分析は,今 日では,大 部分 コンピュータを用いてな されて

い る。 このため,そ の基礎データは,デ ータベー ス化 されてい るか,そ うでな くとも,機 械

可読形式 になって いる。

この点か らみると,基 礎 データの フロッピー提供や,最 新 デー タによる再計算 は,技 術的

にみて,極 めて容易であるよ うに見 えるか も知れない。 しか し,こ とは必ず しもそ う単純で

はない。

この種の調査分析 では,最 終的 に採用 される ものは,実 際 に行われた調査分析 の ごく一部

に過 ぎず,多 くの試行錯誤を重ね た結果であるのが普通 である。 このため,そ の結果を,後

にな って再現 しよ うとす ると,試 行錯誤のプロセスを整理 し直す必 要があ り,必 ず しも容易

で はないのであ る。

この問題 は,外 部へのデー タ提供を別に して,調 査分析の担 当部局 にとって も,深 刻な問

題 とな って きている。分析結果の再現が難 しい ということは,人 事異動 に伴 う知識の引 き継

ぎが困難であ ることを意味 してい るか らであ る。

この よ うな事情か ら,最 近,国 土庁で は,分 析 プロセ スをマ クロ化 し,ラ イブラ リーと し

て データベースに収録 し,再 利用 で きる仕組 み一一国土計画支援 ライブラ リー 一一の開発を

進めて いる。 この開発 は,現 状で は,国 土庁の内部の合理化 を目指す ものであ るが,基 礎デ

ータの提供 や分析結果 の延長を容易 にす るためには
,こ のよ うな技術的な基盤整備が重要で

あ る。

(2)予 算制度上の問題

上で述べ たよ うに,技 術的 な改善 の余地があ るとはい うものの,調 査分析 の基礎デー タの

提供や延長再計算 は,一 般的 には手 間のかか る作業を必要 とす る。一次統計 の場合,整 理 さ
)

れ たデ ータをっ くることが担当部局 の主 たる業務であるので,そ の フロッピー等によ るデー

タ提供 は,外 郭団体等 を通 じて,比 較的容易に行 うことがで きる。 これに対 し,調 査分析 デ

ータで は,分 析 プロセスを整理 し,公 表用 に基礎データを まとめる ことは,担 当者以外 には

困難 であ り,そ の手 間や費用 を誰が負担す るかが問題にな る。

ア メ リカの場合,例 えば,商 務省で提供 して いるフロ ッピーで は,は じめの1枚 は$60と

かな り高額である。 日本の場合,官 公庁が 直接データを提供 しよ うとす ると,人 件 費等を 含

まない実費 一ーフロ ッピーによるデー タ提供では,フ ロッピー代 一一 しか取 ることがで きな
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い。余分に必要 とな る手間暇 を少な くす るための機械設備 の導 入やアルバ イ トの費用を,売

り上 げで賄 うことがで きないわけであるか ら,担 当部局がデー タ提供 に消極的になるの も,

あ る程度当然である。

さりとて,予 算 ・定員面 で,フ ロ ッピーによるデータ提供 とい った一部の利用者 向けのサ

ー ビスの面倒をみる ことには,受 益者負担 の観点 か らみて,議 論の余地があろ う。

(3)第3者 提供制限

基礎データのフロ ッピー提供 には,今 一っ,慣 行 に基づ く制約が ある。一般に,調 査分析

は,1省 庁のデータだけでは済 まない。 このため,省 庁間で は,機 械可読形式のデータの交

換を行 っている。 このデー タ交換 に際 し,機 械可読形式の ままで,第3者 に提供す ることを

禁止す る条件 をつける慣行があ る。 このため,調 査分析 の基礎デー タ1式 を機械可読形式 で

外に出せ ないのであ る。経済 白書 の基礎デー タをフロ ッピー等で提供 しよ うとす ると,も ろ

に この制約 に引 っかか ることにな る。

なぜ,公 表 されて いる統計 データにまで,こ のよ うな制約があ るのであろ うか。 データの

有効数字 に責任を もてな い,な どの理 由がっけ られ ること もあるが,実 際 は次の事情が一番

太 きそ うであ る。一般 に機械可読形式のデー タを外部 に出す と,そ の読 み方などの質問が殺

到す る。他所か ら出 されたデータにっいて まで,問 い合 わせが きて はた まらないとい うのが

本音の ようであ る。

民 間であれば,し か るべ き対価を払 うことで,容 易 に解決で きる問題であるが,官 公庁の

場合,そ れがで きないため に無用の制限が加わ ることになる。

5.む す び

本稿では,調 査分析用 業務 データの提 供の問題を考察 した。技術的な点 にっ いては,改 善

の余地 はあるが,現 状で も,技 術的に困難 とい うことではな く,手 間が かか るということに

過 ぎない。む しろ,問 題 は,そ の手間 を受益者 に転嫁で きない現行の予算制度 や,第3者 提

供制限 といった慣行上の障害であ る。

必要なデータが提供 され ないということは,官 公庁 にお いて,デ ータが対価を伴 うもの と

して扱われていないか らであ る。 この点を改善す るためには,行 政における本来業務(今 の
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場合,調 査分析業務)と 付帯サー ビス(同,基 礎 データの提供等)を 分 け,後 者 については,

独立採算 的な考え方 を取 り入れ るな どの制度的な改革 が必要 と思われ る。

デー タが対価を もって交換 され るよ うになれば,第3者 提供制限のよ うな無用の障害を排

除す ることも容易 とな ろう。
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丑 未 利 用 統 計 情 報 の 活 用 と デ ー タ ベ ー ス 化

1.デ ー タベ ー ス産 業 の ビジネ ス ・ トレン ド

(1)米 国のデータベース産業

データベー ス産業の先進 国であ る米国においては,1970年 代の本格 的商用データベースの

出現以前 において,政 府支援 によるデータベース構築がな されていたのであ る。NASAと

か国防省を中心 としてデー タベ ース構築が進め られてお り,こ れ らを取 り巻 く各種研究機関

や大学等 も相前後 してデー タベース構築 に着手 した。更 に官庁統計の電子媒体によ る民間へ

の公開により弾みがっいたのであ る。

表1は 米国"IDPレ ポー ト"の1990年2月16日 号 「オ ンライ ン情報 サー ビス ・ランキ ン

グ」を もとに作成 した ものである。オ ンライ ン情報 サー ビス総合計で は321万 で前年比20,4

%の 伸びとな って いる。上位3社 で100万 パ スワー ドを超えてお り,全 体の3分 の1を 占め

て いるが,1パ スワー ド当た りの月間使用料 を算出 してみ ると上位3社 は月間2～3千 円と

意外 に小額であ る。1990年 度米国産業見通 しでの電子情報サ ー ビス産業 の売上高は90億 ドル

が見込 まれてお り,89年 の75億 ドルに対 し前年比20%の 伸 びであ る。 日本流 に表現す ると1

兆 円産業の仲間入 りした段 階であ る。

図1は オ ンライ ン情 報サー ビスの全体 のユーザー数の推移であ る。1980年 代初頭 の20万 台

か ら90年 の321万 台 まで10年 足 らずで15倍 近 くの伸 びを示 して いる。経済全体が安定成長期

にあ る米国にあ って突 出 した分野 であ る。 しか も10年 間 も高度成長 を持続 してい るのは特筆

ものである。 中で も83年 か ら85年 にかけての20万 台か ら100万 台への垂直的上昇 が際立 って

いる。単純な比較 はで きないが,最 近 の 日本が この段階であ ろう。

米国のデータベースのユーザー層は,科 学技術情報 を中心 と した専 門家向 けの第1段 階を

経て,ビ ジネス分野へ の普及の第2段 階へ,そ して第3段 階のパー ソナルユースの入 口にあ

る段 階ではなかろうか。 日本 に比 べる とか なり進んで いるが,米 国の情報産業関係者 の見解

で は,本 格 的なパー ソナルユ ース時代の到来 はかな り先 になるとみてい るよ うであ る。
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表1 米 国の主要オ ンライ ン情報サー ビス

(1990年1月 現 在)

提 供 企 業 ・ 機 関 名 サ ー ビ ス 名 ユ ー ザ ー数

〈デ ー タベ ー ス検 索 サ ー ビス 〉
(パ スワード数)

CompuServeInc.(H&RBlock) CompuServeInformation 550,000
Service

BT/Tymnet(BritishTelecom) Dialcom 317,500

DowJoneslnformationServiCes1
(DowJones&Co.Inc)

DowJonesNews/Retrieval 305,000

MeadDataCentral(MeadCorp.) Lexis/Nexis/Medis 230,355

ProdigyServicesCo.(IBM/Sears) Prodigy 200,000

GelleralElectricInforlnation
ServicesCo.(GeneralElectric)

GEnie 180,000

DialogInformationServices
(Knight-Ridderlnc.)

Dialog 115,000

QuantumComputerServicesInc.1 Q-Link,AmericaOnline, 100,000
PCLink

〈市況情報〉 (端末機数)

ReutersHoldingsplc Reuters 199,706

QuotronSystelnsInc,(Citicorp) FinancialInformation 100,000
Services

DowJonesInformationServices
(DowJones&Co,)

DowJones90-DayNews/
Retrieval

100,000

TelerateInc.(DowJones&Co.) Telerate/CMQ 80,000

Tota1 3,209,362
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図1米 国 の商 用 デ ー タベ ー スサ ー ビス ・ユ ーザ ー数 推移

万 ユ ーザ ー

400
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0

1981 85 90

(2)日 本 の デ ー タベ ー ス産 業

表2は"日 経 ニ ュー メデ ィア"の 最 新 号 よ り,1990年1月1日 現在 の 日本 の オ ンラ イ ン情

報 サ ー ビスにつ いて上 位10位 を ピ ッ クア ップ した もので あ る。 これ に よ る とデ ィ ス トリビュ

ー タ26社 の合 計 で16万6 ,000と な って お り,米 国 とは大 差 が あ るが,実 体 は これ ほ どの開 き

はな い もの と思 わ れ る。 なぜ な ら米 国 で の カ ウ ン トはCompuServe等 のパ ソ コ ン通 信 プ ラ ス

アル フ ァの サ ー ビスが 加算 され て お り,日 本 の そ れ は オ ンラ イ ン端 末数 レベ ル で あ るの で,
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単純 に 日本 は米国の20分 の1と す る訳 にはいかないであろう。 日本のパ ソコン通信網 も急速

に拡大 してお り,し か もデータベース検索型の ものも増えて きた。 この グループを カウン ト

す ると優 に50万 は超 えてい るであろ う。

ランキ ング(上 位10社)

表2日 本のオ ンライ ン情報サ ー ビス

(1990年1月1日 現在)

提供企業,機 関名 サ ー ビ ス 名 パ ス ワー ド数

QUICK Q田CKビ デ オ ー1,QUICK-10,FF,

指 標 ボ ー ド,マ ネ ー ボ ー ドな ど

41,500

日本経済新聞社 日 経 テ レ コ ン,NEEDS-IR,TS,BULK,

NEXlS,DJN/R,TEXTLINE,LEXIS,

InforGlobe,Mo11eyCenterな ど

29,725

TKC LEX/DB,マ ネ ジ メ ン ト情 報DB,BPS,TPS

DSS88,TKCテ レコム,景 気,投 資,日 興 の

投 資情 報,CAMS/DR

16,033

日本科学技術情報センター JOIS,JOlS-F,STN-International 9,600

日本電気 C&C-VANデ ー タ ベ ー ス

一

9,500

丸 善 DIALOG,QUESTEL/DARC,UTLAS,DIALINE,

NOCS,TONETS,JOIS,医 央 誌 タ イ トル ガ イ

ド,LEGI-SLATE

7,250

平和情報 セ ンター HiNET総 合 デ ー タベー ス サ ー ビス

G-Search

6,944

紀伊國屋書店 KINO-DIAL,DIALOG,HiNET,QUESTEL,

NIC田GAI,ASSISTな ど

6,266

富士通FIP FENICS総 合 デ ー タ ベ ー ス サ ー ビ ス

G-Search

5,500

帝国デー タバ ンク COSMOSNET(COSMOS-1,2,3,CCR) 4,622

合 計 166,170

情報 サー ビスの発展 ステ ップとして は米国 に数年遅れの第2段 階 ビジネスユ ースの本格段

階 とい った と ころであろ う。米国 と違 ってパ ソコ ン普及の遅れ と,パ ソコン通信網 の未整備

が影響 して いるが,フ ァクシ ミリ網の普及 と任天堂の ファミコンの存在 は米国 とは内容的 に

違 った形 態での急速 な展開 も期待で きよ う。
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(3)サ ー ビス提供形態

初期のデータベース ・サー ビスはダム端末(無 手順端末)に よる専門情報の コマ ン ド検索

であ り,出 力 もプ リンターへの印字が中心であ った。情報 の内容 も当然,文 字 ・数字情報が

中心であ り,通 信速度 も300ボ ー前後の低速タイ プで十分で あ った。

それが高速通信網の整備 と,パ ソコン即 ちイ ンテ リジェン ト端末の急速 な発展普及 によ り,

情報の高度活用 が可能 とな って きた。ハー ド面 での急速 な進歩 と相 まって,ソ フ ト面で もメ

ニ ュー方式の採用,豊 富な画像出力,デ ータベ ース技術の進歩等 により様変 りの様相を呈 し

て きた。出力 メディア も多様化 し,デ ィスプ レイは もとより,フ ァクシ ミリとの連動,パ ソ

コンのディス クに直接大量のデータをダ ウンロー ドし,利 用側で必要に応 じて加工編集,内

部 データベースとの ドッキ ング等の高度 な活用が なされ るようになって きた。

データベースサー ビスの提供形態 と して は,

(a)磁 気 テープも しくはフロッピーディスクによる情 報提 供

(b)オ ンライ ン ・タイム シェア リングによる情 報提供

(c)コ ンピュータ間一括伝送サ ー ビス

(d)パ ソコ ンによるオ ンライ ン情報 サー ビス

等があるが,近 年 の ビジネス界ではSIS(戦 略情報 システム)指 向の中にあ って,企 業

内データベ ース構築が本格的 になって きた。
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図2情 報 システムの変化

【集 中処理型 】

メ イ ン フレー ム

コ ン ピュー タ
無 手 順
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コン ピ ュー タ
インテ リジェン ト

端 末

【ネ ッ ト ・ワ ー ク ・コ ン ピ ュ ー タ 型 】

CPUサ ー バ ー

DB・ サ ー バ ー

通 信

サ ー バ ー

ワー クス テー シ ョン

ワー クス テ ー シ ョン
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2.デ ー タベ ー スの 高度 利 用

(1)90年 代のパ ソコン

80年 代のハ イテ クはパ ソコンを大 き く進歩 させて きた。 しか し90年 代に向けては,技 術の

"使 われ方"が 変化す るもの と思われ る
。

主 なポイ ン トを比較す ると,

80年 代 90年 代

・演算装置
16ビ ッ ト 32ビ ッ ト

・OS
MS-DOS MS-DOS,OS/2,

UNIX

・メ デ ィ ア
文字,数 字 マルチ メデ ィア

(文字,数 字 プラス図形,

画 像,音 声)

・環 境 ス タ ン ドア ロ ン ネ ッ トワー ク

(単独利用) (複数連絡利用)

・ア プ リ ケ ー シ ョ ン 機種に依存 機種に依存 しない

a)ハ ー ドウエアー 一 速 く,安 くそ して小 さく,軽 く 一

現 在主流の16ビ ッ トCPUの パ ソコ ンであ るが,90年 半ば には32ビ ッ トCPUで20MIPSを

超 え る性能のパ ソコンが量産品 とな ろ う。演算 ス ピー ドのみで比較 すると,こ の レベルは現

在 の汎用大型機(例 えばIBMの3090やFACOM-380等 々)と 同 レベルであ る。

しか もこういった高性能機が 「ラ ップ トップ型」あるいは 「ブ ック型」に凝縮 されると思

われ る。

b)ソ フ トウエアー 一 使 いやす さに重点 一

現在主流のMS-DOSは 使 いに くいユ ーザー ・インター フェイス,小 さな メモ リー空間,

マルチタスクので きないシステムであ り,そ の古 さが 目立っよ うにな って いるが,ハ ー ドの

進歩 によりこの壁 を乗 り越え るであろ う。

90年 代のOSと してIBMが 中心 とな って開発 したOS/2が 挙 げ られ ることが多 い。確

か に先進的な機能を搭載 して いるが,パ ー ソナルユースとして は,MS-DOSで 十分であ

ると予想す る向きが多 い。 このOS/2が 普及するの は分散指向でLANな どをひ き,ま た

外部情報通信機関 との接続を行 うオフ ィスにおいてであろ う。

一16一



現在エ ンジニア リング ・ワー クステーシ ョン(EWS)上 のOSと して動 いて いるUNI

Xも 機能を絞 り込んだ ローエ ン ド機にお いてかな り普及す るであろ う。

② ワー クステー シ ョンの本格活用

ワー クステーシ ョンはOSにUNIXを 採用 し,高 速処理機能 を持たせるためにRISC

(縮小命令 セ ッ ト・コンピュータ)と 呼ぶ技術 を採用 している。RISCと はコンピュータ

の中央演算処理装置の動作を制御す る命令の数 を減 らす ことで処理速度 を格段 に向上 させた

ものであ る。

草分 けは米アポロコ ンピュータだが,現 在の市場の主導権 はサ ン ・マイクロシステムズに

移 って きた。 この背景 には市場動向が独 自アーキテ クチ ャー ・システムか らオープ ンアーキ

テクチ ャー ・システムに転換 しっっあ るのに,ア ポ ロが独 自路線 を貫 いたためであ る。進退

きわ まったアポロはライバルのHP(ビ ュー レット・パ ッカー ド)に 身売 りを余儀 な くされ

た。 そ して コンピュータ業界の巨人IBMも 最近 いよいよ新鋭機をひ っさげて乗 り出 して き

た。

成長著 しい分野だけに,わ ずかな きっかけで大 きく変 動す る可能性がある業界である。

図3ワ ー クス テ ー シ ョンの性 能 推 移
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(3)デ ータベースとネ ッ トワー クとの接続

商用データベースは公衆網を中心 に発展 してきた。その背景 には利用上の頻度,経 済性の

面,さ らに複数 データベースとの接続の必要性があ った。回線速度 当初の300ボ ーか ら,現

在 は1,200ボ ーが中心であ り,さ らに2,400ボ ーへ と高速化 して きている。

一方企業内データベースで は専用線が 中心であ り,DDX網 も一部 で使 われて いたが,最

近で はVAN会 社の ネ ッ トワー ク活用 も目立 って きた。専用線の場合2,400ボ ーが最 も多 い

が,さ らに高速化の要望が高 まって いる。

企業内データベースは単 なるOA化 業務の一環の ものか ら,昨 今のSIS(戦 略情報 シス

テム)の ためのデー タベー スへ とグ レー ドア ップをはか りっっ あ り,蓄 積 され る情報 も大量

かっ多岐にわた って いる。

SISを 構築 し,適 切な意思決定を支援す るには,内 部情報 だけで は不十分 であ り,外 部

情報(業 界,市 場,経 済および社会等)が 不可欠であ る。 このため,国 内外 の商用 データベ

ー スを利用す るとともに,複 数のデー タベースを組 み合わせて,付 加価値の高い情報 と して

活用す ることになる。

これ まで は大部分の企業 における外部情報の利用 は個別断片的な ものであ った。 この利用

形態な ら統計書で も対応で きたが,SISを 指向す る企業で は大規模 なデータベー ス構築が

不可欠 となる。

3.新 しい デ ータ ベ ー ス と して の 官庁 統 計

前節の 「データベ ースの高度利用 」において展望 したように,ワ ークステー シ ョンを は じ

め とす るコンピュータ ・リソースの急速 な技術進 歩 とネ ッ トワー クの高度化は,必 然的 に官

庁統計 に対する需要 が高 まって こよ う。

デー タベース構築に際 しては,網 羅的な情報収集ではな く,統 計 の選別化が一段 と進んで

こよう。

これまでのデータベース提供者 として,ユ ーザ ーに接 して きた立場か らみ ると,当 面企業

サイ ドで必要 とす る統計 としては,

イ 細分化 した地域情報

ロ 細 目産業統計
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ハ 日次,週 次デ ー'夕の整備

等が まず考 え られ る。

「地域情報」は 日本経済新聞社 において も遠大な構想 の もと10年 にわた
って提供を続けて

きたが,採 算ベースでみた場合必ず しも成功 したとは言 い難 い面が ある。 まず入力 コス トが

膨大 とな り勝ちであ ることと,統 計発表 が遅いので情報の陳腐化が 目立 ち,結 果 と して利用

率が低下す る。 この種の情報 は米国の例 を引 き合いに出す まで もな く,官 庁よ り磁気媒体を

通 じて早 くかつ安 く提供 され る必要 がある。民間ディス トリビューターサ イ ドで は,こ れに

付加価値をっけて商用化 しな ければとて も採算 には乗 らない。

次に産業統計であ るが,こ れ も商用データベースとして要求 され るのは細 目ベースであ り
,

かつハ イテク商品を は じめ とす る新製品に関す る迅速な対 応であ る。各種の業界団体 は,何

らかの形で官庁 と係 わ りが あるので,官 庁指導の もとで こう した業界統計を収集 ・設備すれ

ば産業統計 は飛躍的 に強化 され るであ ろう。当然の ことなが ら膨大 なデータ量にな るので
,

磁気媒体での提供が不 可欠 とな って くる。

以上の 「地域」および 「産業」情報 はこれまで も度 々指摘 された点 であ るので
,今 さらの

感がな きに しもあ らずであ るが,デ ータベースを取 り巻 く環境の好転を とらえてあ らためて

早期実現を要望す る ものであ る。

(1)日 次,週 次データの充実

昨今のマネーゲームの過熱 化に迎合す るっ もりはないが ,市 況情報の分野で脚 の早 い情報

に対するニ ーズはます ます高ま って きている。従来の官庁統 計のあ り方か らしてやむを得な

い面 も多 々あるが,月 次統計で しか も2～3カ 月遅れでの発表 では統計 に対す る価値が低下

せ ざるを得ない。情報 化社会の今 日にあ っては,日 次,週 次での統計整備は さして困難 とは

思えない。国民所得統計類の推計 値や,大 量 データを集計す る貿易統計等 は統計の性格上 や

むを得な いが,生 産 ・流通統計等 は実現可能である。中で も基 幹産業関連の統計 ,

イ 鉄鋼,セ メン ト等素材産業

ロ 自動車の生産 ・登録 台数

ハ エネルギー統計(電 力 ,ガ ス,石 油)

二 輸送統計(幹 線鉄道 ,航 空輸送,高 速道路通行等)

ホ 大型小売店販売統計

等 は情報ニーズが高 く,か っ業界サ イ ドでの情報基盤整備が進んで いるはずであ る。
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図4為 替 レー トの推移
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日経NEEDSで は市況情報 を中心 と して 日次データの整備強化 に努めて きたが ,か な り

の統計 が5年 以上 の蓄積 がなされて きた。 ここまで蓄積が進 む と統計分析 の分野で従来にな

いアプ ローチが可能 とな って きた。 その最 たるものが時系列 モデルの適用 である。かつての

月次統計で は,せ いぜい20年 で300前 後 のサ ンプルに限定 されてお り,し か も トレン ドを含

む非定常性が厄介 な問題であ った。

図4は 「為替 レー トの推移 」を週次 と月次変動で対比 した ものである。当然 であるが週次

変動 は微小な動 きが 目立っが,こ れを図の中段ci示 す よ うに 「対4週 前比率 ・偏差棒 グラフ」

であ らわす と,定 常時系列 タイプで しか もサ ンプル数が大量 になるメ リッ トも活かせ る
。時

系列モデル分析において最 も適用例が多 く,か つニ ーズ も高 いのが対 ドル円 レー トであ る。

しか し月次デー タだ と1973年2月 の変動相場制移行後 を対象 として ,タ イムラグを考慮 に入

れ ると,76年 以 降の計測期間 とな り15年 で200足 らずのサ ンプル しか得 られないの である。

これが週次データを対象 にすれば10年 間で も500以 上のサ ンプル となる。月次 と週次 とでは

単にサ ンプル数の違 いのみではな く,分 析者サイ ドの問題 と して も月に1回 アプローチす る

もの と毎週 アプローチす るので は,い ろん な変動パ ター ンを経験 して得 られ る 「学 習効果」

の蓄積 に格段の違 いが 出て くる。最近実用化が著 しい人工知能(AI)で いうところの 「知

識データベース」の蓄積 は,は か り知れない もの となる。

(3)季 節変動調整法の再検討

日本の官庁等統計 におけ る季節調整法適用の原則が,統 計審議会経済指標部会 によ り1979

年9月 にまとめ られてか ら10年 以.ヒが経過 した。 この原 則 とはセ ンサス局法[(X-11)を

標準 とす るものであ った。

最近の経済情勢を勘 案す ると機械的な季節調整の適用で は,ミ ス リー ドす る危険性 もあ る

やに思われ る。 まず経 済成長 その ものが4%前 後 の動 きであ ることに対 し,月 々の変動が季

節要素以外の制度的要因で動 くことを無視で きな くな って きた。それは 日数調整の問題で あ

る。週休2日 制の導入 によ り,月 当た りの営業 日日数が19～23日 とな って きた。祭 日や土 ・

日の出現頻度 により,最 短の19日 と最長の23日 とでは4日 の違 いであるが,こ の差を比率で

みると21%の 差 となる。生産 ・販売統計等 のフロー統計 で はこの差 は非常 に大 きな もの とな

る。 この差異 は予知で きる ものである。 それ と昨今の 日本 の経済活動では欧米並みに週 間変

動 も考慮す る必要が生 じて きた。 日本の祭 日は月 日固定型であ り,し か も振替休 日制度 も絡

んで いるので複雑であ る。 この制度に対 してセ ンサス局法 タイプの曜 日調整の適用 は危険で
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ある。 日本の実情 にマ ッチ した曜 日調整 と営業 日数調整 を施すべ きであ る。統計審議会 にお

ける再検討 を強 く要・望 したい。

図5は 「日銀券発券高の推移」を週次 と月次を比較対比 した ものであ る。月次変動 につい

て は点線で季節変動調整値 も出力 した。月次で は12月 と7月 の2峰 性の単純 な季節パター ン

図5日 銀券発券高の推移
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であ るが,週 次で年末の最後の2,3週 の動 きを細か くみると年 によ って微妙な変化があ る
。

イ ンハ ウスデータベ ース構築が進み,企 業,官 庁を問わずSIS(戦 略情報 システム)指

向が 高 まれば統計の質 も当然の ことなが ら問われ ることになろ う。
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皿,資 本 ス ト ッ ク ・デ ー タ の 現 状 と 今 後 望 ま れ る 点

1.序 論

よりよい経済 デー タベ ースを考え る場合,2っ の範躊 に分けて接近す ることが便利であ ろ

う。1っ は,既 存のデータを整理 して,そ れへのア クセスに便利 なコンピュー タソフ トウエ

アを開発す ることであ る。 もう1つ は,今 後頻繁 に起 きるであろ う経済問題 との対応 で,ど

のよ うな基礎データが欠けていて,デ ー タベ ースとな り得 ないかを,吟 味す ることであろ う。

日頃計量経済分析 にたず さわる観点か ら,後 者 にっいて若干の展望 を述べてみた い。

今後の経済分析 との か らみで,入 手が きわめて困難な箇所 を3っ あげてみたい。1っ は,

経済の グローバ ル化に伴 う点につ いてであ る。新SNA体 系では 「国際収支表 」が作成せ ら

れ,そ の中に直接投資項 目が,入 って いる。 しか し,そ れ は,我 国か ら海外へ出てい った初

期段階の投資のみを計上す るに過 ぎない。 その投 資が海外で,ど のような設備 とな って,又

どのよ うな雇用を し,又 どのよ うな生産活動を し,利 益 を上 げて,ど の ように再投 資 されて

いるかなど,い わゆ る企業の グローバル戦 略を体系だてて フォローで きるデータは,非 常 に

欠けている。 この点 に着 目 した通産省の 「海外事業活動基 本調査」がある ものの,ア メ リカ

合衆国 と比べ ると,調 査客体のカバ レッジ,回 収率の限界,調 査項 目を考え ると,い まだに,

きわめて問題点の多い ところである。我国企業 の海外事業活動を正確に知 ることは,単 に今

後の輸出入の動 きを予想す るだけで な く,マ クロ全体の動 きの貴重な情報 となろ う。 そ して

場合 によ ってはいわゆ る租税逃避問題 にす ら絡 んで こよ う。今後拡充を望 まれ る点 だ と思 う。

第2は,環 境問題 と経済活動の接 合を知 る経 済デー タが体系づけ られていない点 にあ る。

地球規模での環境問題への関心が,地 球規模 に拡大 してい ることはい うまで もな い。 しか し,

経済成長 と環境破壊防止の共存を考 え る上 で,経 済活動 と環境破壊の リンクをす る資料 は,

きわめて断片的 に存在す るにす ぎない。今後 データベ ースの体系化は望 まれ る分野で ある。

第3の 点 は,こ こで主 と して論ず る点 は資本 ス トック ・データについてであ る。

経済のサイズ,景 気の動向を知 る上で,主 要な需要要因 は,民 間消費支 出,民 間設備投資

住宅投資,輸 出にあ るが,近 年 資産効果が注 目されてお り,そ の意味で も資本ス トック並 び

にその資産価格統計 は重要であろ う。っ ま り,従 来の消費や投資決定要因には,所 得や所得
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の伸びな ど,フ ロー要因で説 明されて きたが近年消費における資産効果や投資における 「q」

効果が注 目されてい る。その意味で もス トック統計の拡充が必要 とされ る局面に きて いる。

又財の供給の側面 か らみて も資本 ス トックは労働 と並 び重要な本源的生産要素である。労働

について は,各 種の統計が多 いが資本 ス トックにっいて は,き わめて稀な ことか ら,供 給サ

イ ドの分析が比較的や りづ らい現状であ る。 資本 ス トックは大別 して有 形資産 と無形資産に

分かれ るが,後 者 につ いて は,そ の情報 は皆無 とい ってよい。 この資本 ス トック ・データに

っ いて現状 を展望す ると共に,我 々の研究室で作成 して きた産業別 資産形態別の資本 ス トッ

ク作成過程 を紹介 しなが ら資本 ス トック統計のど こが欠 けて いるかを展望 してみたい
。

2.資 本 ス トック ・データの現状 につ いて若干の紹介

国全体 をカバーす る資本 ス トック ・データを とりたい場合,先 ず手 にす るの は,「 国民経

済計算年報」における国民貸借対照表 であろう。 それは,非 金融法人 ,金 融機 関,一 般政府,

対家計民間非 営利団体,家 計の5つ の制度部門別 に次の様な表 に示す ス トック項 目(表1)

にっ いて時系列で数値 が入手可能で ある。 又その産業構成を知 りたい場合 ,や はり国民経 済

計算の付帯 資料の 「民 間粗資本 ス トック推計」 に依存せざ るを得 ない。 おそ らく国全体をカ

バーす る同種の統計 は これ等 しかな いといえ る
。 もちろん,個 別部分的 な資料 は,有 価証券

報告書 や,工 業統計表な どにあるものの,そ れ らは残念 なことに ス トックを帳簿価格で記載

されて いる。 いうまで もな く帳簿 価格 は,投 資の時点での時価の累積であ り,生 産の分析や

資産効果の分析の為には,あ まり意味のあ るもの とは思えない。 それ等を全て簿価か ら時価

評価に変換す ること,並 びに基準年の時価 で各年の数値を実質化 した実質資本 ス トックが経

済分析で は不可欠で ある。従 って尾大に存在す る有価証券報告書等の 資本デー タはあまり経

済分析 には使われず,い きおい先の2っ のデー タに限 られて しま うことにな る。 これ ら2っ

のデー タは,そ のよ うな評価の問題か ら経 済分析 につかわれる唯一のデー タともいえ るが問

題 点が ないわけではない。第1は その作成過程が ブラ ックボ ックス化 してお りデータのユ ー

ザーにその信頼度が は っきり しない点 にある。国民経済計算年報が発行 され る度 に毎年 ス ト

ック資料 は追加 されて くるが,そ のベースとな る基礎デー タ 「国富調査」が昭和45年 調査以

来 ス トップ して しま っている。 この基礎であ るベ ンチマーク調査 は,昭 和45年 にス トップ し

て それ と うらはらに,国 民貸借対照表 は毎年作 られるというの はデー タの信頼度か らみて ,
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表1制 度部門別貸借対照表例

1.非 金融法人企業

(1)期 末貸借対照表勘定 (単 位:10億 円)

昭和45暦 年末 昭和46暦 年末 昭和47暦 年末 昭和48暦 年末

項 目
1970 1971 1972 1973

1.在 庫 19,603.0 20,349.2 22,357.0 29,979.0

2.純 固定 資産 48,817.8 58,300.0 71,887.3 100,632.3

3.再 生産不可能有形資産 44,559.1 53,936.6 74,647.3 97,484.0

(1)土 地 41,973.3 51,234.7 70,918.9 93,107.0

(2)森 林 2,206.2 2,276.7 3,321.2 4,139.2

(3)地 下 資源 379.6 425.2 407.2 237.8

4.金 融資産 90,720.6 105,333.2 136,242.1 171,364.5

(1)現 金通貨 497.1 579.7 751.6 887.8

(2)通 貨性預金 9,980.6 14,029.9 16,709.9 18,500.7

(3)そ の他の預金 15,147.2 19,604.6 24,711.1 27,529.9

(4)短 期債券 61.8 189.3 4.7 118.3

(5)長 期債券 918.2 1,053.8 1,169.2 1,293.5

(6)株 式 9,234.6 11,166.0 23,783.3 28,677.5

(7)政 府貸 出金 41.4 41.4 41.4 41.4

(8)生 命保険 139.1 189.5 251.9 332.6

(9}売 上債権 51,582.3 55,163.4 64,601.5 87,961.5

00)そ の他の金融資産 3,118.3 3,315.6 4,217.5 6,021.3

期末資産 203,700.5 237,919.0 305,133.7 399,459.8

5.負 債(株 式を除 く) 130,052.4 152,317.0 204,101.8 252,519.6

(1)短 期債券 1,522.4 1,263.7 891.1 984.0

② 長期債券 9,058.8 10,675.3 11,936.4 14,229.4

(3)市 中借入金 54,344.5 66,998.8 82,394.3 96,150.6

(4)政 府 借入金 9,568.9 11,296.2 13,192.6 16,027.9

(5)一 般政府繰入金 13.0 13.0 12.3 12.3

(6)買 入債務 40,856.2 43,494.6 51,936.6 73,881.8

(7)そ の他 の負債 14,688.6 18,575.4 43,738.5 51,233.6

6.株 式 ・正 味 資 産 73,648.1 85,602.0 101,031.9 146,940.2

(1)株 式 9,265.9 10,108.6 10,734.8 11,609.0

(2)正 味資産 64,382.2 75,493.4 90,297.1 135,331.2

期末負債および正味資産 203,700.5 237,919.0 305,133.7 399,459.8

(参考)非 金融無形資産 54.3 53.1 50.5 42.2

株式(額 面表示) 2,580.8 2,952.3 3,486.7 4,296.4
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きわめて危険な状況 にあるといえ る。 又そのベ ンチマークの国富調査 の 「純勘定を とるか,

粗勘定 をとるかは理論的 に もどち らが妥当かは未決定であ る。 」又産業別資料であ る民間総

資本ス トックでは,政 府関係企業 の生産設備が 入って いない ことも問題点である。

これ等 は資本 ス トックの有形固定資産の側面でみた現状であ るか,無 形固定資産 について

も若干ふれておかな ければな らない。近年研究開発投資が非常 に伸 びてお り,そ の動 向が着

目され るが,こ れに関す る資料 は,は や り限 られてお り,科 学技術庁の 「研究開発調査」 に

多 くを依存 して いる。個別企業の 資料 はやは り有価証券報告書 に無数 にあるが,研 究開発費

の定義が きわめて 自由勝手 であるのであ まり使われていないのが現状である。 この科学技術

庁 の調査が,唯 一の ものであ るが,あ くまで それはフローの側面を と らえた ものである。 そ

れが どのよ うに累積 し,ど のよ うに経済的耐用年数を持 っているか は全 く不確かであ り,従

って無形固定資産 の資本 ス トック ・データは我国にはないとい うことになる。

このよ うに資本ス トック ・データは,そ のニーズが非常 に高 ま って きている反面,サ プラ

イはきわめて貧弱 な状況 にあるといえよ う。

表2資 産 形 態 分 類

法 人 部 門 非 法 人 部 門

民 間法 人 政 府 企 業 民間非法人

/ 1.居 住用建物 居住用建物 ・1.居 住 用 建物

2.非 居住用建物

3.そ の他構築物

償 却 資 産 4.機 械 ・設 備

5.水 上輸送設備 '2
.非 居住用償却資産

6.陸 空輸送設備

、 7.工 具 ・備 品

8.土 地 3.土 地

非 債 却 資 産

9.在 庫 4.在 庫
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表3産 業 部 門 分 割

A産 業部門:30部 門分類

1.農 林 水 産 業 11.化 学 工 業 21.自 動 車 製 造

2.鉱 業 12.石 油 ・石 炭 製 品 22.輸 送 用 機 械 器 具

3.建 設 業 13.ゴ ム 製 造 工 業 23.精 密 機 械 器 具

4.食 料 品 製 造 業 14.皮 革 製 造 24.そ の 他 製 造 業

5.繊 維 工 業 15.窯 業 ・土 石 製 品 25.運 輸 ・ 通 信 業

6.衣 服 製 造 業 16.鉄 鋼 業 26.電 気 ・ガ ス ・水道

7.木 材 ・ 木 製 品 17.非 鉄 金 属 製 品 27.卸 売 ・ 小 売 業

8.家 具 ・備 品 製 造 18.金 属 製 品 工 業 28.金 融 ・ 保 険

9.紙 ・パ ル プ 製 造 19.一 般 機 械 29.不 動 産 業

10.出 版 ・ 印 刷 業 20.電 気 機 械 器 具 30.サ ー ビ ス 業

ここで,産 業分類 は,標 準産業分類 にほぼ準ず る(輸 送用機器 は自動車 その他 に細分割)

ので異論 はないであろ うが,そ れ に して も資産形態の分別 には不満が残 るところであ る。近

年,機 械は,ロ ボ ッ ト等 メカ トロニ クス化 してお り,コ ンピュー タ等を含めて,よ り細分化

した いところであるが,ベ ンチマー クとな る国富調査1955年,'70年 ←→ 途 中年次,補 外

年次を うめる諸 々の設備投 資調査 を考 え ると,こ のよ うに粗 くな らざるをえなか った。

このよ うな分類 にそ くして,資 本 ス トックの時系列推移(1955年 ～1980年)を 行 うわけで

あ るが,そ の推 計方法 につ いて若干 の解説 をす る ことか ら始 め よ う。方 法 は,い わ ゆ る

"D
oubleDecliningMethod"と 呼ばれ る ものである。その方法 はまず,① ある該当項 目,該

当資産形態 の実質資産額を2時 点 とる。(こ こで は'55年,'70年 国富調査 に基づ く)② 中

間年 にっいて は資産残高 はない。かわ りに,そ の期間内の該 当項 目の実質設備投 資を とる。

③ もし,経 済的償却年(economicrateofreplacement)が ゼ ロな ら'55年 の残高 に順次 フ

ロー と しての投資を加えて いけば,期 末'70年 まで各年の残高が計算で きる。④実際 は償却

があ るので期末'70年 残 高にはあわな くな る。そ こで,期 末残高 にあ うよ うに,同 時に経済

的償却年を計算 し,補 間年 の残高 を逆算す る。⑤補外年 につ いて は,そ の償却年を条件 と し

て,実 質投資額をっみま してい く,と い う方法である。(図1)
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図1DoubleDecliningMethodの あ ら ま し

Kl=K〔}(1一 δ)十Il

K2=Kl(1一 δ)十12=Ku(1一 δ)2十Il(1一 δ)十12

KT=K,)(1一 δT)T十Il(1一 δ)T-1十12(1一 δ)T-2十 ・

最後の式をδのT次 多項式とみな しδを計算

その経済的償却年 δとK。 によ り

順 々にK,K2を 推計す る。

Kl=K([(1一 δ)十Il

K2=
、K,(1一 δ)十12

注:サ ブスク リプ トt-・O,…Tは 期間を示す。

又0,Tは ベ ンチマーク期 を示す。

K,1,δ はそれぞれ該 当項 目の実質資産額,投 資額 経済的償却年 を示す。

は観測可能数値を示す。

居住用建物に関す る推計か らは じめよ う。資本 ス トックの基準時 資料 と して,1955年 及 び

1970年 の国富調査 を利用で きる。国富調査 は,1955年 以来,5年 毎 に1970年 まで調査 されて

お り,法 人 ・個人企業,政 府企業別,産 業別,資 産形態別の資産額 を うることがで きる。 し

か し,1960年,1965年 の両年 に関 しては,標 本数が少 な く,他 の2年 と比較 で きるほど資料

の信原性 がないといわれている。 したが って,わ れわれの場 合,1955年,1970年 を推計 の基

準時 に設定す ることと した。

1955年 国富調査では,企 業形態別,産 業別,資 産形態別に,純 資産額 が調査 されている。

一方,1970年 にっいて は,そ れに対応 して純資産額 と粗資産額が調査 されて いる。国富調査

の定義 によれば,粗 資産額 は,取 得価格額 を取得 時と調査時 間の価格上昇率で補正す ること

によって もとめ られて お り,各 資産の調査時の時価 による再評価価格による資産額を推計 し

ていることになる。一方,純 資産額 は,そ の資産 の平均耐用年数 と資産取得時か ら調査時 ま
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てい ることになる。一方,純 資産額 は,そ の資産の平均耐用年数 と資産取得時か ら調査時ま

での経過年数 との比率を もとめて,先 に推計 された粗資産額を割 り引 くことによ って もとめ

てい る。理論的斉合性 か らすれば,資 本 ス トックは,あ る時点の生産能 力,も しくは,資 本

サー ビス量に比例 しなけれ ばな らないか ら,理 論概 念 として は,純 資産額 が望 ま しい。 しか

し,国 富調査における純 資産額が,理 論概念 に即対応す るか どうか は,吟 味すべ き点を残 し

て いるよ うにお もわれ る。 もし,取 得時以来,生 産能力の摩耗分 を補填投資分が連続的に補

って,取 得時の能力が保持 されてい るとす れば,国 富調査での粗資産額が,む しろ理論概念

と しての純資産額 に対応 して いると考 え ることもで きる。逆 に,取 得時か らの経過年数に応

じて,補 填がな されないままに,生 産能 力が低下 している場合には,調 査の純資産額の方 が

適格なサー ビス ・フローの指標 とな りうる。両者の いずれか理論的な意味での純 資産額の対

応物た りうるかを判定す る情報 は,先 験 的に もとめ ることが困難であ る。われわれの場合,

基準時 と して両者の採用の可能性を検討 す る意味で,当 分並列的にすすめ ることとしよ う。

その場合,粗 資産につ いて は,1970年 に調査報告が あるのみで,1955年 には報告 がない。そ

こで,1955年 の粗餐産額 に関 して は,1970年 の純資産額対粗資産額の比率を各資産項 目につ

いて もとめ,そ の比率を1955年 に も適用 して,1955年 の純資産額 を推計す るとい う方法を と

らざるをえなか った。

一方,1970年 国富調査 には,各 資産項 目にっいて,1955年 以来の物価 倍率が報告 されて い

る。 それを用 いて,1955年,純 ・粗資産額 を資産項 目毎にイ ンフ レー トし,1970年 不変価格

表示,1955年 の資産額 を推計 した。

企業形態に関 しては,政 府企業 を法人企業 に合わせて集計 し,産 業別,6項 目の居住用建

物以外の各資産の基準時,資 産額 とし,一 方,個 人企業 にっいては,資 産項 目の細分化資料

がないため,居 住用建物を除 く償却資産 を総計で もとめた。

推計手続 きの第2段 階 は,産 業別,資 産項 目別,企 業形態別の不変価格表示での投資額の

時系列資料 を うることで ある。

民 間企業(法 人 ・個人企業別)の 居住用建物を除 く償却資産 に対す る投 資額の時系列 資料

は,経 済企画庁の民間企業粗資本 ス トック推計の資料 か らうることがで きる。 しか し,同 資

料 の産業分類 は,19産 業分類が もっとも細 かい もので,わ れわれの30部 門には直接対応 しな

い(近 年 は19分 類か ら24分 類 に若干細分化 が進め られた ことに注意 又部門対応 につ いては

表3,4に 示 され る)。
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表3

企画庁19産 業分類 とKDB分 類 との対応表

表4

企画庁24産 業分類 とKDB分 類 との対応表

EPA分 類

1農 林水産業

2鉱 業

3建 設業

4食 料 品

5繊 維

6紙 ・パルプ

7化 学工業

8一 次金属

9金 属製品

10一 舟生機械

11電 気機械

12輸 送機械

13そ の他製造業

14卸 小 売

15金 融 ・保険

16不 動産

17運 輸通信

18電 気 ガス水道

19サ ー ビス

KDB分 類

1農 林水産業

2鉱 業

3建 設業

4食 品製造業

5繊 維工 業

9紙 ・パ ルプ

11化 学工業

16鉄 鋼業

17非 鉄金属

18金 属工業

19一 般機械

20電 気機械

21自 動車

22そ の他輸送機械

6衣 服製造

7木 材 ・木製品

8家 具 ・備品

10出 版 ・印刷

12石 油 ・石炭

13ゴ ム製造

14皮 革製造

15窯 業土石

23精 密機械

24そ の他製造業

27卸 小売 業

28金 融保 険業

29不 動産 業

25運 輸通 信i業

26電 気 ガス水道業

30サ ー ビス

EPA分 類

1農 林水産業

2鉱 業

3建 設業

4食 料品

5繊 維

6紙 ・パル プ

7出 版印刷

8化 学工業

9石 油 ・石炭

9窯 業 ・土石

11鉄 鋼業

12非 鉄金属

13金 属製 品

14-一 －r受機‡戒

15電 気機械

16輸 送機械

17精 密機械

18そ の他製造業

19卸 小売

20金 融 ・保険

21不 動産

22運 輸通信

23電 気 ガス水道

24サ ー ビス

KDB分 類

1

2

3

4

5

9

0

1

2

5

6

7

8

9

0

1

2

3

6

7

8

3

4

4

7

8

9

5

6

0

1

1

1

1

1

1

1

1

2

2

2

2

1

1

2

2

2

2

2

2

3

農林水産業

鉱業

建設業

食品製造業

繊維工業

紙 ・パルプ

出版 ・印刷

化学工業

石油 ・石炭

窯業土石

鉄鋼業

非鉄金属

金属工業

一般機械

電気機械

自動車

その他輸送機械

精密機械

衣服製造

木材 ・木製品

家具 ・備品

ゴム製造

皮革製造

その他製造業

卸小売業

金融保険業

不動産業

運輸通信業

電気ガス水道業

サー ビス
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特 に製造業にっ いて は,木 材 ・木製 品,家 具製造業,石 油石炭製品,鉄 鋼業,非 鉄金属業,

皮革製造業,ゴ ム製造業,窯 業土石製造業,精 密機械等の細分化が必要であ る。 これ らの業

種 の細分化にっ いて は,工 業統計表の粗投 資額 を以下 に述 べ るデフ レータで不変価格表 示に

値 し,そ の系列の産業別構成比 を用 いて,企 画庁資料の産業細分 化を試みた。

この作業 に際 して用 いた産業別の投資財デ フ レ一夕は,産 業連 関表 ベースの商品別デ フ レ

一夕を1975年 の固定 資本マ トリックスの商品別 ウエ イ トを用 いて ,産 業別 に集計す る方法 に

よ って作成 した。固定資本マ トリックスは,1975年 しか利用で きな いため,ウ エ イ トは固定

ウエイ トと して いる。

以上の方法 によって推計 した粗投資額 は,産 業別の粗投 資の合計値であ り,資 産形態別 に

は区分 されていない。そ こで,基 準時の国富調査の資産形態に対応 させて,民 間法人企業 の

償却 資産7形 態に細分化す る必要があ る。法人企業の資産形態別の投資額 は,1974年 まで法

人企業投資実績調査 に報告 されている。標本数 が限 られて いるため,同 調査の投資額 その も

のを用い ることはで きない。 したが って,同 調査か ら産業別 に粗投資 に しめる各資産形態別

投資比率を算定 し,す でに もとめ られてい る産業別粗投 資合計 を資産形態に按分す るとい う

方法 を用いた。 その場合,按 分 は一旦,名 目投資額を用 いて各資産形態の名 目粗投資を推計,

再び,先 の1975年 の固定資本 マ トリックスを用 いて推計 した産 業別,資 産形態別投資財デ フ

レー タで実質化す るという方法 を用 いた。

企画庁の法人企業投資実績調査 は,1975年 以 降調査規模が縮小 され,資 産形態別の粗投 資

額 に関す る情報が欠落 してい る。 そ こで1975年 以降 の粗投資額の資産形態への分割 は,東 京,

大阪,名 古屋の株式上場企業 一製造業964社,農 林水産業,鉱 業,金 融 ・保険業を除 く非

製造業335社 一の貸 借対照表の情報 を用 いて資産形態 に按分 した。有価証券報告書か ら漏

れた上記の産業にっいて は,1974年 の法人企業実績調 査の資産別投資構成比 をその後 の期 間

につ いて固定 して按 分す る方法を とった。

個人企業に関 して は,償 却資産を居住用建物 とその他償却資産 の2分 類 と したため,上 記

のよ うな按分 を行 っていない。

また,民 間法人企業に政府企業 を合算 して基準時 の国富調査 に対応 させ るため,粗 投資額

について も,政 府企業の粗投 資額 を推計 し,産 業部 門に格付 けを行 い民 間法人企業分 に合算

す ることが必要 であ る。

ここで取扱 った政府企業 は,国 富調査 に記載 されている ものであ り,産 業格付対応 は次の

ようにな って いる。(表5)
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表5政 府企業と産業格付け

〈中央政府特別会計〉 産業部門

1.造 幣局 特 別会 計(MintBureau) 18

2.印 刷 局 特 別会 計(PrintingBureau) 10

3.国 有 林 野 事業 特別 会 計(StateForestsandFieldsActivity) 1

4.ア ル コー ル専 売 事 業 特 別 会計(AlcoholMonopolyEnterpriseBureau) 11

5.郵 政 事 業 特 別 会 計(PostandTelecommunicationsActivity) 25

6.簡 易 生 命 保 険及 び郵 便年 金(Post-officeLifeInsuranceandPost一 28

officeAnnuity)

〈中央政府企業〉

7.日 本 専 売 公 社(JapanMonopolyCorporation) 24

8.日 本 国 有 鉄 道(JapaneseNationalRailways) 25

9.日 本 電信 電 話 公 社(NipponTelegraphandTelephonePublic 25

Corporation)

〈地方政府企業会計 〉

10.水 道 事 業(WaterSupply) 26

11.工 業 用 水 道 事 業(WaterSupplyforIndustrialUses) 26

12.交 通 事 業(Transportation) 25

13.電 力 事 業(ElectricitySupply) 26

14.ガ ス 事 業(GasSupply) 26

15.下 水 道事 業(SewageDisposal) 26

16.港 湾 整 備 事 業(Co11structionandRepairofHarbomFacility) 25

17.市 場 事 業(MarketFacility) 27

18.屠 殺 事 業(FacilityforSlaughteringandMeatPreparation) 4

19.観 光 事 業(SightseeingFacility) 30

20,宅 地 造 成 事 業(ConstructionofResidentialSite) 3

21.有 料 道 路 事 業(TollRoad) 25

22.駐 車 場 事 業(ParkillgPlace) 25

23.そ の他 事 業(Others) 30

〈中央政府事業〉

24.日 本 開 発 銀 行(JapanDevelopmentBank) 28

25.日 本 輸 出 入 銀 行(Export-lnlportBallkofJapan) 28

26.電 源 開 発 株 式 会 社(ElectricPowerDevelopmentCo.) 26

27.国 民 金 融 公 庫(People'sFinanceCorpo1'ation) 28

28.住 宅 金 融 公 庫(llousingLoanCorporatioll) 28

29.農 林 漁 業 金 融 公 庫(AgricultureandForestryFinanceCorporation) 28

30.中 小 企 業 金 融 公 庫(SmallerBusinessFinanceCorporation) 28

31,北 海 道 ・東 北 開 発 公 庫(Hokkaido-TohokuDevelopmentCorporation) 28

32.公 営 企 業 金 融 公 庫(FinanceCorporationofLoalPublicEIIterprise) 28
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各政府企業の粗投資額 は,決 算書に報告 されてい る貸 借対照表及 び財産 目録か ら資産形態別

の名 目投資額 を推計 し,前 述の投資財デ フレ一 夕で実質化す る方法を用 いた。決算書の資産

額に評価換えのあ る場 合にはそれを統一基準に修正 して投資額を推計 して いる。

民 間法人及 び政府企業,そ して個人企業 に関す る居住用建物を除 く償却資産 につ いて,以

上述べ た方法 により,基 準時(1955,1970年)の 資産別資本 ス トックと粗投 資系列(1955-

1979年)の1970年 不変価格評価の推計値 を得た。

1955年 一1970年 に関 して,前 節で述べ た恒久棚卸法を適用,30産 業部門別,企 業形態別,

資産形態別の償却率 の推計 を試み ることにな る。

これ までの作成課程 をフ ローチ ャー トで示す とともに,統 計の接合上の問題点を箇条書 き

で示 してお く。

図2非 居住用建物 につ いての作成 フロー1

(法 人 分 につ いて)*

1955年,'70年

ベ ン チ マ ー ク

ス トッ ク 時 価 評 価

「国 富 調 査
」よ り

ベ ンチマ ーク

ス トック実施 化

'70年 国 富 調 査 の

物 価 倍 率 に よ って
'70年 基 準 実質 化

。.。法(時 瓢 ツク)

'70年 基 準 実 質化

1956年 ～'80年

190r24分 類

産 業 別 投 資 額

「民 間 企 業組 資本

ス トック推 計 」よ り

30産 業 別 投 資額

細分化

「工 業 統 計
」投 資額

ウ エ イ ト

政府企業
の追加

産 業 別 資 産

形態別投資額

分
割

資
産
形
態

「決 算 書
」

「法 人 企 業

投資実績調査 」

及 び上場 企業

「有 価証券報告書
J

'75年 国 定 資本

マ ト リ ッ ク ス

延 長 表 高 品 別

デ フ レ 一 夕

注1*個 人 企業 分 の 接 近 は よ り単純 なの で 省 略 。
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問題点

1「 国富調査」粗 勘定,純 勘定利用 の不明確性

2「 工業統計」投 資額 には,小 事業所 が欠如。又法人,非 法人企業 と区別がない。

3資 産形態分別にっいで75年 以 降大企業 の有証 にたよ って いる。投 資実績調査が な く

な ったためであ る。接合の妥当性 が危ぶ まれる。

償却 資産の うち,居 住用建物 についての取扱 いを述べ よ う。すべての居住用建物 は,不 動

産産業 が擬制的に所有 して いるもの と考え る。 この取扱 いは,SNA体 系及び産業連関表の

両者 に共通 してお り,居 住用建物 の帰属家賃 は,す べて不動産産業の付加価値に含 まれ るも

の とされ て いる。企業形態別(法 人,個 人及び個人企業,政 府企業及 び一般政府)の 名 目粗

投資系列 とデ フ レ一夕は,国 民経済計算年 報に報告 されて いる。1955年 及び1970年 の資産額

は,両 年 の国富調査に報告 されてお り,他 の償却資産 と同様,1970年 の不変価格 に修正 した

後,基 準年次の ス トックと して使用 で きる。再 び恒久棚卸法 を用いて,ま ず償却率を推定 し,

その後,ス トックの系列 を うることがで きる。

次の各産業部門の非償却資産,在 庫及 び土地 ス トックの推定手続 きを述べ よう。

昭和45年 国富調査 には,棚 卸 資産 を商品,半 製 品,原 材料,貯 蔵品,そ の他の形態区分別

に,法 人企 業,政 府企業,個 人企業別 に昭和45年 末の残高が報告 されて いる。 まず,法 人企

業分 に関 しては,製 造業中分類への産業細分化を45年 工業統計表 資料を用いて行 う。その場

合,在 庫 形態 は,(1)商 品(製 品在庫),② 半製品(製 品仕掛 り在庫),(3)原 材料,貯 蔵 品,

その他(原 材料等在庫)の3区 分 と した。

政府企業 にっ いて は,国 富の国営及 び公営企業の45年 末残高を上記の3形 態別在庫 につ い

て,産 業格付 けに応 じて,法 人企業在庫残高 に加算 した。一方,個 人企業及 び民間非営利団

体にっ いて は,国 富 の製造業に関 して,か な り集計 されて いるため,そ の30産 業部門別の配

分は,法 人 企業の対応す る産 業別構成比を用 いて按分せ ざるをえなか った。

上記 の各企業形態別の45年 国富調査を基準時 と して,時 系列 の在庫系列を以下の資料か ら

推計 した。

まず,法 人企業,製 造業 に関 して は,工 業統計表か ら,製 品,半 製品,原 材料在庫別に名

目額で在庫増及 び残高を うることがで きる。名 目額の在庫増対残高の比率 を用 いて,45年 国

富調査の残 高をベ ンチ として,国 富調査ベ ースの名目残高の系列を推計 した。 また非製造業
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にっいて は,法 人企業統計年報 に,3形 態別の期末残高が報告 されて いる。その名 目残 高の

成長率 を用いて,45年 国富のベ ンチと して,時 系列残高の系列を推計 した。以上 の方法 で推

計 した形態別,産 業別法人企業在庫残高をSNAの 法人及び政府企業の名 目在庫残高 に コン

トロール ・トータルを合わせ ることによ り,各 期の在庫増 分の名 目額を形態別 に もとめた。

その場合,在 庫形態 の区分 においていない。残高か らもとめ られ る名 目在庫増分 を先の在庫

デ フ レ一夕(形 態別 を法人企業の各形態 をウエ イ トに集計 した もの)を 用 いて,不 変価格表

示 と し,再 び45年 国富 をベ ンチに積み上 げて,不 変 価格表示 の個人企業在庫残高 の系列 をえ

た。

最後 に産業別土地保有量及 びその価格系列の推計 に関 して述べ よう。

昭和30年 の国富調査 は,法 人 ・個人別,産 業別 の地積保有の報告 して いる唯一の統計資料

である。それ故,法 人 ・個人別の推計 に関 しては,時 系列 にその保有の各々を分 けて推計す

る ことはかな り困難で あ り,そ の配分 は,30年 国富 の資料 にた よ らざるをえない部分が多 い。

まず,農 林水産業及 び不動産業 に関 して は,自 治 省の土地概要調書(RealEstateSurvey)

に土地形態別(1.田,2.畑,3.池 沼,4.山 林,5.牧 場,6.住 宅地),法 人 ・個人別 に土 地保

有量が報告 されてお り,土 地形態 の うち,住 宅地 を除 くものを農林水産業,住 宅地の不動産

業 と格付 け し,そ の成長率 を用 いて,30年 国富の両産業の地積を外挿 して求め るとい う方法

を用いた。一方,両 産業の土地価格 に関 しては,日 本不動産研究所の 田畑価格及 び小作料調,

山林 素地及び山元立木価格調,全 国市街地価格指数等 を用 いて加重推計 して もとめた。

製造業各部門 に関 して は,昭 和38年 以降工業統計表用地用水編 にお いて,敷 地 面積,購 入

金額,取 得面積が報 告 されている。 しか し,こ の資料 は,法 人 ・個人の区別 はない。 そ こで

やむをえず,法 人 ・個人両形態 にっ いて,産 業別の成長率(敷 地面積)を 等 しく用 いて30年

国富の面積 を外挿 した。38年 以前 にっいては,直 線 補完によ り,年 率成長率を もとめて いる。

価格 に関 して は,前 述 の地 目別価格指数 を30年 国富の法人 ・個人別地 目別地積 を ウエイ トに

ラスパ イレス指数 を産業別 に作成 した。

残 りの産業については,昭 和30年 か ら49年 までについて は,法 人企業投資実績調査,そ れ

以降 について は,上 場会社の有価証券報告書か ら,そ れぞれ名 目土 地資産額 を もとめ,そ れ

を前述 の方法でえた産業別価格指数 によ り名 目投 資額 をデ フレー トして,土 地の45年 価格不

変価格保有額 を もとめた。 その実質土地保有額 の産業別成長率を法人 ・個人 に等 しく適用 し

て,30年 国富 を外挿す るという方法 により最終結果 をえ た。

以上が,住 宅用建物,在 庫,土 地 に関す る推計の あ らま しであ る。先に示 した生産設備 関
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係の推 計以上 に困難であ り,信 頼度が落ちるか も知れない。特 に土地,在 庫 に関 しては,産

業別資料の入手 はきわめて困難で ある。又,価 格系列の基礎資料 にっいて も多 くの問題点 を

残 したま ま推計を行 ってい る。

以上,我 々の資本 ス トック ・データ作成のあ らま しをのべ たが,「 いかに,ツ ギハ ギの度

合いが大 き く,問 題点 が残 る」ことを理解 された と思 う。 しか も,さ らに深刻 な点 は,こ の

ような推計結果の妥 当性 のチ ェックが全 く出来ず,作 られ たデー タは一人歩 き して しま うこ

とである。 「国富調査 」の復活で もあれば,こ こでの補外期間の推定値 とのチ ェ ックが可能

であろ う。繰 り返 すが,ス トックに関す る統計資料のニ ーズ は非常 に高 まって きて いる昨今

であ る。 その意味 か らも同調査の再検討がな されて もよい時期 に来て いると思 う次第であ る。

最後 に各種の推計結果 に基づ き,結 果を要約 してお こう。(こ こで各種の推計結果 とは,

ベ ンチス トックを粗 ・純 に選 択す ること,投 資系列を新設投資額 のみ とす るか中古品購入,

除却を調整するかの オール タナテ ィヴを4つ 行 った結果であ る。)

CaseI:基 準時資本 ス トックとして,国 富調査の純資産額 を用 い,投 資系列 と して,新 設

投 資額+中 古品購 入 一除却額を用いる。

CaseH:純 資産額及 び新設投資額を用 いる。

Case皿:基 準 時資本 ス トックと して,国 富調査の粗資産額を用 い,投 資系列 として ,新 設

投資額+中 古 品購入 一除却額 を用 いる。

CaselV:粗 餐産額 と新設投資額 を用 いる。

これ ら4っ の資料 に関 して,先 に述べた多項式推計によ り,法 人 ・個人企業別,各 償却資

産 の償却率 を推計 した。

表6の"解 不能"の 欄 は,各 ケースの210資 産(法 人6資 産 ×30産 業+個 人企 業1資 産

×30産 業)に 多項式推計を適用 した際 理論的要請 と しての0〈 μ<1(μ:除 却率)を 満

足 しなか った場合の数であ る。Caselが もっとも少な く210中6,Case皿 が もっと も多 く

210中84が 理論制約を満足 しない。純資産額の各Caseに 比 して,粗 資産額 のCaseに 解不能

が多いのは,粗 資産額 の1955年 基準時の資料不足か ら前述 の方法で,そ れを推計 して いるた

めか も しれな い。1955年 の基準時粗資産額が過 少評価 されて いるために,償 却率ゼ ロと して

投資 を積み上げて も,1970年 の粗餐産額 に到達 しないとい うことにな って しまう。
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表6償 却率推定に関する結果の要約

平 均

耐用年数 CaseI Case]1 Case皿 CaselV

〈推計条件 〉

ベ ンチ資産の概念 純 資産 額 純 資 産 額 粗 餐 産 額 粗 資 産 額
投資額の概念* Il+S仁R1 11 11+SrR1 L
基準年次* 1955.1970 1955.1970 1955.1970 1955.1970

〈解不能の数〉 21 6 84 49

〈推定平均償却率〉

法人部門

② 非居住用建物 34.7 0.0631 0.1211 0.0152 0.0386

(3)そ の他構築物 26.7 0.0907 0.1567 0.0243 0.0574

(4)機 械設備 10.5 0.1702 0.2884 0.0275 0.0820

(5)水 上輸送設備 9.7 0.3929 0.5176 0.2378 0.3236

⑥ 陸上航空輸送設備 5.6 0.1799 0.2917 0.0428 0.0544

(7)工 具備品 6.3 0.2712 0.4512 0.0478 0.0972

個入部門

② 償却資産 18.0 0.1156 0.2037 0.0135 0.0465

(除居住用建物)

注:11=新 設投 資額,Sl=中 古 品購 入,R1=除 却 額 を 示 す 。

推計 された償却率に関 して は,CaseHが どの資産 につ いて も,も っとも高 く次 いでCaseI,

さ らにCaselV,Case皿 の順であ る。

基準時 と して,純 資産額を用 いた方が粗資産額 を用 いた場合よ りも償却率が高 く算定 され,

また新設投資額を用 いた方が,中 古品 や除去額を考慮 した場合 よ りも,償 却率が高 く算定 さ

れ る ことになる。

資産形態別 には,法 人企業にっいて は,水 上輸送設備の償却率が もっとも高 い。第1欄 は,

45年 国富調査 に報告 されて いる資産別の平均耐用年数の平均値であ る。平均耐用年数か ら判

断すれば,陸 上,航 空輸送設備 の方が償却率 は法定上 は高い と考え られ る。われわれの推計

で は,水 上輸送設備の方が有意 に,陸 上 ・航空輸送設 備の償却率を上回 って いる。経済的価

値の摩耗が前者の方が後者 よ り高 いと評価すべ きだ ろうか。

耐用年数 との対比で は,非 居住用建物,そ の他構築物,機 械設備の償却率の順位 は,整 合

的である。 しか しいずれ も,経 済的価値評価を含む償 却率(EconomicRateofReplacement)

の方が,法 定償却率 を上 まわ っている。

各Case間 の償却率 に関 しては,以 上の結果だけか らは,必 ず しもその妥当性を検討す るこ
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とは困難で あろ う。

しか し,同 じ基礎データに基づいて も,ベ ースを何にとるかによ って,結 果が大 きく違 う

ことが分か るか ら,調 査設計の仕方 にっいての理論的検討を入念 に行 うべ きことは明 らかで

あろう。我 々が 資本 ス トック ・データに何 を求め るかを明 らかにす ること,こ れ は比較的合

意が得 られやす いと思われが,そ れ とと もに基礎 データの拡充が望 まれ る分野であ る
。
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IV.企 業 統 計 充 実 の た め の 各 種 業 務 情 報 活 用 の 条 件

は じめに

統計 データベ ースは,基 本的には調査統計デー タで組み立て られることが多い。 しか し,

それ らの調査統計デ ータによるデータベ ー スの中に組 み込み可能 な業務統 計がないか とい う

ことは,最 近 の統計 データベー ス設計者 の間の大 きな関心事であ る。 い うまで もな く通関統

計の業務 はすでに古 くか ら貿易統計 に利用 されて いる し,そ の次 に古 い活用例 と して,出 生

・死亡届 は人 口動態統計 と して利用 されていることをあげ ることが出来 る。 これ は各国で共

通にみ られる活用例 である。第二次大戦後の 日本の業務 にかかわ るデー タ源 と して は,車 検

制度 に支え られ た自動車登録番号 は,ポ テ ンシャルな統計デー タ資源 と して注 目されてい る。

(自動車登録 フ ァイル は,運 輸省の 自動車統計 の標本抽 出の母集 団 リス トと して使用 されて

はいる。)い ま1っ は,徴 税活動の一環 として課 せ られている確定申告制の下 に作成 され る

デー タであり,一 部で は大蔵省の税務申告 による会社標本統計 と して編成 されてい る。

よ り広範囲な利用可能なデータと して着 目されて いるのに,会 社名簿データがあ る。 この

会社 名簿データを統計 データと して整備す る上 で,各 国で検討 し作成 されて いる企業 ・事業

所固有識別番号制度がある。 これ は,こ れ までの調査統計デー タの補完 と しての業務統計 デ

ータというよ りは,積 極的な意味付がな されてい る。以下で は,各 国 における企業 ・事業所

固有識別番号が どのよ うに して活用 されてい るか,そ れ に対比 して 日本の現状 はどの よ うで

あ るかを検討 してみ る。

1.企 業 ・事業所共通固有識別コー ド設定 の現状 と問題点

(1)情 報処理技術の発展と統計調査

汎用計算機の統計調査への活用は,従 来の計算処理=集 計機としての機能の他に,情 報の

蓄積機能を生かす方向に発展 して きている。特 に文字列処理の効率化 を反映 して,複 数の フ

ァイルの統合技法の開発で調査対象名簿管理 は,大 きな進展 をみている。統計調 査 自体が,
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調 査対象名簿の確定か ら実査結果の入力,集 計 ・作表迄一貫 した計算機 による工程管理 の下

に実施 されつっある事態の反映であ る。調査対象名簿管理のなかで は,世 帯 または個人に関

す る調査対象名簿は,北 欧諸国の様 に,1960年 代 か ら,各 種行政情報の個体別情報の一元管

理 を意 図 したデータ ・バ ンクの形 で実現 した地域 もあるが,他 の ヨー ロッパ諸国で はこの北

欧諸 国の方式を導入 しようとして,個 人情報の秘匿の問題(プ ライヴ ァシ

ー)と 関連 して,国 内的に様 々な抵抗 のあ った国が多 く,デ ー タ保護 に関す る特別立法が必

要 とな った りして,そ の発展の度 合 は国によって大 きな差が出来て いる。他方,企 業 または

事業所 に関す る調査対象名簿 は,一 面 にお いて公示義務す らあ る場合 もあ り得 るので(法 人

企業 における経理内容のデ ィスクロジャー),原 理的には反対す る ことが難 しい。 またその

様 な名簿が整備 され ることは,企 業に とってその存在の公示的効果 を持つ ものであ り,歓 迎

すべ き側面 もあ る。従 って,計 算機発展以前か ら,活 字印刷 の普及 に伴 って,調 査者側で も

その種の名簿の積極的な整備 ・公刊 を行 って きた。前述のデー タ保護の特別立法 を契機 にデ

ータベ ース化の実現 した国が多い
。

統計調査 による,こ の企業または事業所名簿の刊行 とい うことにつ いてだけ限定するな ら

ば,日 本 の場合 には,工 場について は,明 治35年 か ら 「工場通 覧」の名称で,「 工場統計調

査」の前身 である 「農商務通信規則」による工場表調査の調査対 象名簿 と して刊行 され,現

在では,「 工業統計調査」による名鑑 が 「工場通覧」の伝統的名称 で,定 期刊行物 と して通

商産業省 よ り刊行されてい る。 この他 に,株 式会社にっ いて は,明 治27年 か ら農商務省の手

によ って刊行 され,後 に大正8年 には 「会社要覧」の題で会社統計調査の調査対象名簿の形

で刊行 され た りしてお り,現 在で は,「 事業所統計調査」による名鑑が総務庁統計局 より刊

行 されて いる。 さらに,「 商業統計調査」 による名鑑 も通 商産業省 によ り刊行 され るはこび

とな った。 これ等の名鑑の編集 に計算機を利用す ることが可能 にな ったの は,日 本の場合 に

は,漢 字 文字列の入 力処理が容易 になるにつれて,十 分実用 に耐え ることが明 らかにな った

結果であ る。 しか し,そ の場合で も,単 に,一 時 点の名簿の編集のためにのみ計算機処理 を

行 うとい うので は,そ の計算機処理の効用 を利用 しっ くして いるとはいわれず,異 時点 間の

変動 を追跡す る名簿の更新 ・維持管理 に迄拡大す ることによって,そ の効用 をより生かす こ

とが 出来 ると思われ る。例えば,企 業 の場合 には新設 ・消滅 合併 ・分離独立 とい った変動,

事業所の場合には,所 有権の移転,事 業所の新設 ・廃止 とい った変動の管理であ る。 これ は,

デー タベース化 によ って初めて実現 され るのであ り,日 本の統計調査用の各種名簿 フ ァイル

の管理 は,こ の水準 には達 していない。

一41一



この様 な名簿の更新 ・維持管理 の目的で,計 算機可読型名簿を活用す るためには,そ の様

な対象の変動 を把握す るために,単 一の調査に基づ くフ ァイル情報 に依拠す るので はな く,

異な った調査の結果の統合であ るとか,調 査以外の各種届出情報 であるとか,副 次 的情報の

活用 といった作業が必要で ある。その ために,そ れ ぞれの企業な り事業所 な りに,調 査 など

の間 に共通の固有の識別子(identifier)を 付 してお くな らば,名 簿の更新 ・維持管理 を効

率的 に行 うことが出来 る。 固有名詞等 自然語によ る対象の同定(identifica-tion)は,文

字列照合によって原理 的には可能であるが,後 に詳述す るため に,多 大の努力 と技 法的には

複雑 な処理を必要 とす る。 従 って,共 通固有識別子 によ り個体を同定す るのは,伝 統的な名

簿管理を,名 簿 自体をデー タベ ースと して編成 して活用す る方向への改善を行 うことを,効

果的にす るための手法で もあ る。

この嫌な名簿を,デ ータベースと して編成す ることは,次 の3っ の観点か ら位置付 けるこ

とが出来 る。第一 に,統 計調査を行 うために調査の設計 ・実査組織の内部資料 と してのみ使

用す るか,前 述の様 に公刊名簿 とい う形で,一 般的な民間利用 を含めての行政 目的全般 に活

用す るかとい った双方の区分が可能であ る。 これ は,い わゆ るプライヴァシー ・企業秘密等

の保護 との関係で,政 治 ・社会的には重要な視点で ある。第二 に,名 簿編成 自体を一元的 に

管理す るか,そ れ と も分散型で管理す るかとい うの も,ま た実際に作成す るという視点 か ら

は重要 な区分である。 これは,第 一の情報の法的保護 とい った側面か らも重要であ る し,計

算機処理の技法 とい う側面 か らもまた重要であ る。例 えば,複 数 フ ァイルの統合 による名簿

の更新が,そ れぞれオ ンラインで分散的に行われ るときのデータベースの管理 とい うの は,

データベ ース管理 システム設計 の基本的問題であ る。第三 に,こ れ等の名簿がどの程度の物

理的大 きさにな るか とい う点であ る。 これ は,そ れぞれの国の社会経済的状況(特 に人 口数

で あるとか,経 済的発展 ・成熟の度合)に よ って収録すべ き対象 の数が異な って くることは

い う迄 もないが,そ の対象1っ ひとっ にっ いて記述す る必要のあ る情報の量 も異な って くる。

これをデータベー ス管理 の システム側 と編成入 力す る側の双方か らみると,計 算機上 の物理

的大 きさの問題 に帰着 し,そ れ ぞれの時点の計算機の技術的発展 段階によって,そ の編成可

能性(feasibility)が 決 め られて くる。

今,こ れ等の名簿の利 用,編 成 また は計算機処 理上の物理 的大 きさとい う複数の視点 か

ら,現 在の各国 と日本の状況をみてみ ると,い くつかの類型 に分 けることが出来 る。仮 に人

口数を物理的大 きさの代理変数 と して図示す ると,図1の 様 にな る。 ここで取 り上 げた諸国

の大部分は,1986年 か ら,毎 年 開催 されて いる企業 ・事業所共通登録簿 に関す る国際会議

一42一



図1事 業所名簿の管理

一般的利用
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注:各 国 の矢 印の先 がおお よ その入 口で あ る。 日本 ・アメ リカ ・

イ ギ リスの単 位 は千 万 人,そ の 他 の 国 は万 人単 位 である。

ただ し,フ ラ ンス は5,587万 人 で あ る 。
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(InternationalRoundTableonBusinessSurveyFrames)に 出席 してい る国 々である。

これ等の諸国の名簿の編成状況 を具体 的にみ るな らば,必 ず しも一様で はないが,1つ の

傾向 として,計 算機処理のための共通識別 コー ドを編成す るとい う状況が出現 して いること

は確かで ある。 またその編成方式 にっ いて も次第 に共通 の方式が と られる様 にな って きてい

る。

図1で 示 した諸国 を強いて類型化す るな らば,(1)北 欧諸 国の様 に規模が小 さ くて,中 央

集権的 に編成 している諸国,(2)旧 英連邦諸国の様 にかな らず しも規模が小 さいわけで はな

いが,英 領の総督府の植民地支配下で,中 央集権型の統計調査 システムを作 ってきた ことの

影響 もあるのか,中 央集権型の調査制度を引いている,カ ナダ ニ ュー ジーラ ン ド,オ ース

トラ リア,シ ンガポールの諸国,(3)伝 統的 に中央集権的な政府機構の フラ ンスと,(4)英

米日の分散型統計調査制度の諸国,に 分けることが出来る。 これ等の国々の共通識別番号制

度の特質 は,表1の 様 にまとめる ことが出来 る。以下 において は,そ の共通識別 コー ド編成

におけ る注 目すべ き事例 にっ いて,網 羅的 ・均質的ではないけれ ども,若 干の紹介を行 って

お くことにす るt)。

注:1)こ こでの調査 は,北 米諸国にっ いて は,筆 者の1981～82年 のハ ーバー'ド大学 日

本研究所客員研究員 としての滞在 中に,ヨ ー ロッパ諸 国は,1984年 のオラ ンダ,

フランスの短期滞在中に,ま たア ジア諸国にっいて は,1988年 に通商産業省の調

査団に参加 したお りの ものである。現地調査に際 して は,当 時の行政管理庁統計

主幹国際統計課及 び現総務庁統計局統計基準部国際統計課,通 商産業省調査統計

部管理課 に種 々便宜 を図 って頂 いた。その後,3回 のBusine'ssRegisterRound

Tableに ついては,総 務庁統計 局統計セ ンターに種 々の資料の閲覧の便宜を図 っ

て頂 いた。記 して謝意 に替えた い。

2.各 国の共通固有識別 コー ドの編成状況

(1)北 米諸 国の状況

アメ リカ合衆国の標準統計用事業所 リス ト

アメ リカ合衆国 は,周 知の様 に,分 散型統計調査制度であ るとはいうものの,事 業所名簿

を編成 し得 る能力のある統計調査機 関 と しては,商 務省セ ンサ ス局 と労働 省労働統計局の2
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各国の事業所 フ レームの比較表1

オ ー ス ト ラ リ ア セ ン サ ス 局(ア メ リ カ) BLS新 シ ス テ ム(ア メ リ カ) ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

1.収 録 範 囲 企業 グル ープ 約80万
企業 約85万
事業所 約95万
(農業 を含む全産業)

企業 約600万
(複数事業所企業 約20万)
事業所 約760万
(従業員無の事業所も含む)

企業 約600万
単独事業所 約450万
複数事業所企業 の場合

本社 約80万
支社 約150万

企業 約16万
会計部門別単位 約16万
事業所 約19万
(従業員無の事業所も含む)

2.更 新 シ ス テ ム の

主 要 機 能
検 索,照 合,訂 正 デ ー タ 作 成,グ ル ー プ 編 集

,更 新,
訂 正 デ ー タ に よ る 繰 り返 し訂

正

訂 正 デ ー タ 作 成,(対 話 形 式

又 は バ ッ チ),ソ ー ト,編 修,

更 新

州,地 域 か らの 更 新 デ ー タ の

引 き 出 し,チ ェ ッ ク,更 新 デ
ー タ の 訂 正

,訂 正 デ ー タ に よ
るDBの 更 新

オ ン ラ イ ン訂 正 デ ー タ の チ ェ

ッ ク,更 新(オ ン ラ イ ン又 は
MT等),編 集

3.メ イ ン フ レ ー ム M382(富 士 通) Un▲sys1174 IBM370 IBM4381

4.磁 気 デ ィ ス ク 容

量(合 計)
L3GB 15GB 3.5GB 1.5GB

5.デ ー タ ベ ー ス

ソ フ ト ウ エ ア

ADABAS DMSllOO

(CODASYL型)
DB2 VSAM(フ ァ イ ル 形 式)

6.更 新 の 情 報 源,

量 鍵 纏 払いの控鞠 湯
調 査 か ら の フ ィ ー ドバ ッ ク

約66万
合 計 約87万

調 査 か らの フ ィ ー ドバ ッ ク

約170万
税,社 会 保 障 デ ー タ 約1000万

合 計 約1170万

失 業 保 険 約2400万

(各 州 よ り 四 半 期 ご と)
標 準 産 業 コ ー ドの 変 更

約160万
会 社 企 業 の 組 織 に っ い て の 情
報 約100万

調 査 か ら の フ ィ ー ドバ ッ ク

約50万調 査 時
の 訂 正 約5万

合 計 約2700万

GST登 録(設 立)約2.8万

調 査 か ら の フ ィ ー ドバ ッ ク
更 新 の た め の 調 査

7.収 録 項 目 名 称,住 所,標 準 産 業 コ ー ド,

従 業 者 数, 、組 織 の 法 的 形 態,地 理 コ ー ド
,農 業 区 域 な ど

名 称,住 所,EI番 号,標 準 産
業 コ ー ド,規 模 コ ー ド,組 織
の 法 的 形 態 な ど

・報 告 者 テ ー ブ ル

(標 準 産 業 コ ー ド,賃 金,従
業 者 数 な ど)

・名 称
,住 所 テ ー ブ ル(名称
,住 所)

・P/Sテ ー ブ ル

(調 査 単 位 間 の 時 間 的 継 続)

名 称,住 所,標 準 産 業 コ ー ド,
メ ッ シ ュ ブ ロ ッ ク コ ー ド,従

業 者 数,開 設 年 月 日,収 益 デ
ー タな ど

『統 計 』,1989年3月 号,pp.54-55。出 典:會 田雅 人 「各 国 に お け る 事 業 所 フ レ ー ム の 整 備 状 況 」,
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オ ラ ン ダ 貿易産業省(イ ギリス) ス ウ ェ ー デ ン カ ナ ダ

1.収 録 範 囲 会 社 企 業 約70万
同 ・産 業 活 動 単 位 約71万

同 ・産 業 同 ・場 所 単 位約
95万

同 ・場 所 単 位 約82万

会社企業 グループ 約5万
付加価値税収集単位
(非生産活動:法 人)約150万
付加価値税収集単位
(生産活動:法 人)約15万
事業所
場所
付加価値税収集単位 約1500
(企業内部局単位)

企業(活 動中)約50万
事業所 約58万

(縫 鱗 の蝶 所論 む)

念劃
事 業 所 約125万

場 所 ・

2.更 新 シ ス テ ム の

主 要 機 能

チ ェ ッ ク,照 合,更 新,編 集,

照 会,フ ィ ー ド バ ッ ク

訂 正 デ ー タ作 成,チ ェ ッ ク,

更 新

税務デー タの取扱い,照 合,
更新,複 数事業所企業の管理

照 合,自 動 更 新,編 集

3.メ イ ン フ レ ー ム Sieoens7560E ICL3980 IBM4381 IBM3090-200E

4.磁 気 デ ィ ス ク 容

量(合 計)

1.5GB 3.5GB L5GB 13GB

5.デ ー タ ベ ー ス

ソ フ ト ウ エ ア

ADABAS ISAM(フ ァイ ル 形 式) RAPID
(カ ナ ダ 統 計 局 開 発)

ADABAS

6.更 新 の 情 報 源,
量

商 工 会 議 所 約40万

社 会 保 障 約1万
調 査 か らの フ ィ ー ドバ ッ ク約6

.5万

合 計 約48万

VAT関 係 約200万
企 業 グ ル ー プ に 関 す る 情 報

約1万

雇 用 セ ン サ ス(小 売 の み)
1000

独 自 の 調 査23万
そ の 他12万

合 計235万

税務庁 約400万
年次企業調査
調査のフィー ドバ ック
利用者
地方 自治体
独 自の調査

毎月雇用者 ファイル100万
法人税50万
会社企業 との接触15万

合計165万

7.収 録 項 目 標 準 産 業 コ ー ド,地 理 コ ー ド,
変 化 コ ー ド,従 業 者 規 模 な ど

標 準 産 業 コ ー ド,従 業 者 規 模,
総 売 上 な ど

名 前,住 所 フ ァ イ ル が 別 一
多 重 照 会 用 にDACCの ア ー
タ

名 称,住 所,電 話 番 号,標 準
産 業 コ ー ド,地 理 コ ー ド,従
業 者 数,設 立,廃 止 年 月 日 な
ど

標 準 産 業 コ ー ド,歳 入 ・歳 出,
名 称,住 所,従 業 者 数 な ど 多

数 の 情 報
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っがあ るに留 まる。 多 くの省庁が,分 散型統計調査 とい うものの,連 邦政府 と しての統計を

編成す る時 に,こ の両局のいつれかに実査を委託す ることが しば しば 見 られ る。 この ことは,

独 自の実査能力の低 い省庁は,自 己の行政 目的に合致 した統計調査を実施す る替わ りに,セ

ンサス局等の調査 に複数の調査を結合す ることによって新 しい統計調査に代替す ることも行

うことや,ま た,標 本調査 を実施す る際に,標 本抽出を依頼す るといった ことで もある。

統計調査のための標本抽 出枠 と して,事 業所名簿を実 際に整備 して いるの は,労 働統計局

とセ ンサ ス局 であ る。前者の名簿 は,各 州政府 と特別な契約を結ぶ といった形で,名 簿の更

新,維 持 管理 を行 って いる。 その ため,小 規模 企業 ・事業 所の 捕捉 率 は高 い とされて い

る。 これに対 して,セ ンサ ス局 は,標 準統計用事業所 リス ト計画(StandardStatistical

EstablishmentListProgram;SSELプ ログラム)に よ って,事 業所 に固有識別子を付与

して,統 一的な リス トを編成す る計画によ り実施 している。 この リス トは,現 在のところ商

務省セ ンサス局内で しか使用で きないが,将 来は統計法の改正 によ って,各 種統計調査の標

本抽 出枠 と して利用で きる様 にす る計画である といわれている。 しか しなが ら,現 状で は,

大規模企業 と事業所の把握 に力点が あ り,捕 捉率 は,労 働統計局の ものよ り低 いといわれて

いる。

SSEL作 成事業 自体 は,1968年 に企画 され,1972年 来予算措 置が行われた ものであ る。

その主 目的は,各 事業所 に所有者の変更 ・業種の変更等 に独立 な固有識別子を付与 して リス

トを作成す ることにある。

予備実験の後 に,1972年 経済セ ンサ ス ・デー タを使用 して,複 数事業所所有企業に関す る

標準産業 コー ド(SICコ ー ド),現 実の所在,雇 用者規模等を 含むデー タが入 力され,こ

れ迄の経済セ ンサス ・デー タと異な って,セ ンサ ス期 間後 も保存 された。 この経済セ ンサス

に含まれて いない もの にっいては,二 段階の調査が,1972年11月 と1974年1月 に実施 され た。

前者の対 象 は,50人 以上の雇用者規模を有 す る法人格を持 った企業であ り,後 者 は,20～49

人のよ り小規模の ものであ る。

単一 事業 所企業 にっ いて は,行 政記録 を使 用 して編成 され て い る。国税庁(Interna正

RevenueServices)と 社会保険局(SocialSecurityAdministration)の デ ータが使用 され

て いる。 しか し,前 者のBMF(BusinessMasterFile)は,実 際 の事業所の所在地で はな

く,登 記上の地点であ ることが多い。

このSSELそ の もの は,セ ンサ ス局 の 内部 使用で あ るけれ ど も,外 部 に対 して は,

「CityandCountyBusinessPatterns」(CCBP)と して ,1974年 以 降刊行 されている。
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これ は,そ れ以前 の 「CountyBusinessPatterns」(CBP)に 接続す るものである。 しか

し,こ れ迄のCBPが 企業を報告単位 と して いたの に対 して,新 しいCCBPは 事業所 を報

告単位 として編成 されている。 このデータは,冊 子体 と磁気 テープ形態(publicusetape)

で公表 されている。なお,SSEL自 体が,雇 用者 のいない事業所は含 まない形にな ってい

るとい う方針 は,毎 年の更新作業に も適用 されてい る。

これ等の事業所固有識別番号編成の作業 と並行 して,こ の様 なデー タを編成す ることによ

って,ど の様な研究が可能 になるかが検討 されて きた。

すでに1982年1月 には,「 事業所の ロ ンジチ ューデ ィナル ・データの発達 と利用 に関す る

研究集会」が,セ ンサ ス局 とイエール大学 の共催で,カ ナダ統計総局か らの出席者 を含めて

合計39名 の参加者で開かれた。 ここでは1950年 代か らの北 ア メリカにおけ るこの種の試みを

展望 しなが ら,当 時 の各種の試みの紹介 と検討が行われて いる。

この研究集会 自体,ほ とん ど日本では注 目されていないので,若 干の試みについて紹介す

ると,商 務省セ ンサ ス局の ゴボ ウニ(Govoni,J.P.)の 報告 して いる 「工 業セ ンサ ス」

(CensusofManufactures;CM)と 標本調査であ る 「工業年次調査」(AnnualSurveyof

Manufactures;ASM)と の計算機 による リンケー ジ ・ファイルの編成があげ られ る。 これ

は,1972年 と1977年 のCMフ ァイル と1973～76年 のASMフ ァイルとの結合であ る。 この う

ち約43,000事 業所(1977年 出荷額の77%)が,1972～78年 の連続 したデー タ,1972～77年 間

の新規参入,1977年 迄の消滅事業所 と して完全照合 されて いる。約8,000事 業所(1977年 出

荷額の2%)が,1974年 のASMか ら選 ばれ た小規模事業所 で,1974～78年 しか連続 デー タ

が得 られない。1977年 のASMで は,約73,000事 業所で全出荷数の84%を 占めて いるのであ

るか らこの照合率 は極めて高 いといえ る。ASMの22,000事 業所(1977年 出荷額の約5%)

が計算機による完全照合が出来なかった ことになる。

この手法 は,前 述の分類でい うな らば,全 数調査 データに標本調査データを照合 した場合

に相 当す る。 このASMは,250人 以上の従業員規模の企業 は全数調査 であり,そ れ以下の

小規模事業所 は,5年 に一度の標本選定替で取替え られて いる。 この部分がASM全 体の約

1/3を 占めて いる。 この点でアメ リカ合衆国の場合 は,日 本の調査 に置 き換え ると5年 に

1度 の 「工業統計調査 」と 「生産動態調査 」と 「工業統計調査」の標本調査版 とを組み合せ

て,中 間年次 をっないでいるとい うのに相 当す る。

セ ンサス局のCM-ASM結 合 ファイルは,そ の編成の力点 を複数事業所を保有 して いる

大企業にあ るとす ると中小企業庁(SmallBusinessAdministration)で の実験で は,製 造
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業 以 外 の 全事 業 所 の 中小 企 業 部分 の フ ァイ ルの編 成 に力点 が あ る。 こ こで は,ダ ン市 場 識 別

子(Dun'sMarketIdentifier;DMI)と い う私 企 業(DunandBradstreet)の 情 報 産 業 の

編 成 した デ ー タ ・フ ァイ ルを 利用 して い る。 このDMIに よ り編 成 され た 中小 企業 庁 デ ー タ

ベ ース の1978年 の 雇 用 者 の 比 重 は,全 産 業 で ,100人 以 下 の雇 用 者 の小 規 模 事 業所 ・小 規模

企 業 が33.2%,100人 以 下 の 小規 模 事業 所 ・大 企 業 所属 が15.5%,大 規 模 事 業所 ・大 企 業所

属 が51.3%で あ る。 この デー タベ ー スは,320万 の 企 業 の430万 の事 業 所 で構 成 され て お り,

さ らに拡 大 して,470万 の事 業 所 の デ ー タが1976,78,80の3ヵ 年 連 結 され た こ とが,最 近

の他 の文 献 か らた ど る ことが 出来 る2)。 今,結 果 表 の1っ を示 す と,表2の 様 に な って い る。

この基 本 的 な リ ンケ ー ジ ・フ ァイル に さ らにNSFのRandDデ ー タを結 びつ け る作 業

が,ハ ーバ ー ド大 学 の グ リ リッカ ス教 授 によ って 進 め られ て い る。 これ は基本 的 に は,ア メ

リカ の経 済 成長 の低 滞 が,技 術 開 発 を具 体 化 させ た 設備 投 資 が 沈滞 した こ とに あ るの で はな

いか と い う作業 仮 説 に基 づ いて い る。

注:2)こ の 論 文 は フ ィ リップス ・ヒル シェ ンバ ー グ(Phillips,B .D.,Hirschberg,

D.A.)の 連 名 で 公 表 され て い る。

カナダの企業 ・労働組合報告法

カナダの場合 には,統 計調査 と しては,ア メ リカ合衆国 より も軌道 に乗 っている。即 ち,

企業 ・労働組合報告 法(CorporationsandLabourUnionsReturnsAct;CALURA)に

よって,粗 収益20万 カナ ダ ・ドル または資産25万 カナダ ・ドルを超え る企業 は,日 本の法人

企業統計 と有価証券報告書 と労働組合基本調査を合わせ た様な調査票 による報告義務を課せ

られて いる。 この報告 を基礎 に して,カ ナダ統計総局 は,企 業体 と労働組合の それぞれにっ

いて詳細 な統計書を編集 し,さ らに前者の名鑑 を も発行 している。

この企業体の名簿 フ ァイル は,資 本の支配関係を明示 的に示 し,多 国籍企業の実態を明 ら

か に出来 る様 にす ることと,国 際間労働組合 を も把握 し得 る様 に設計 されて いる。従 って,

ファイル は,複 雑 な グラフ構造を示す ことが可能な様 に設計 されている。

これ は,労 働組合 は,ア メ リカ合衆国 と産業別 に結ばれ,企 業 はまたアメ リカ合衆国の資

本支配を受 ける度合が高 い ことの実態の反映であ るとみ ることが 出来 る。

(2)ヨ ー ロッパ諸国 の状況(フ ラ ンスのSIRENEと オ ランダの事業所名簿)

フラ ンスにおいて は,実 質的な中央統計局であ る大蔵省附属のINSEEで はSIREN
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表2製 造業 セ ンサ ス ・年次製造業調査(ASM)で1972～78年 までの ロンジチュー ジナル

・データ編成状況

(1977年 セ ンサス ・デー タ基準)

従業者規模 による事業所数 従業員規模別事業所出荷額
事 業 所 類 型

全事業所 1～99人 100～249人 250人 以上 全事業所 1～99人 100～249人 250人 以上

全 事 業 所 350,757 315,109 21,546 14,102 1,358.5 276.6 220.5 861.4

1.1972～78年 間 の 結 合 34,085 11,971 10,231 11,883 1,003.4 70.2 139.1 794.1

事業所

2.1972～78年 間 の 継 続 8,208 6,930 957 321 32.5 11.8 8.9 11.8

事業所

3.1977年 の 廃 業 で, 1,002 780 163 59 4.3 1.3 1.4 1.6

それ まで継続事業所

4.1974年 のASMの 抽 出 8,396 6,786 L446 164 28.6 15.0 ll.1 2.5

事 業所 で,1972～78年

デー タの あ るも の

5.そ の他 非連 絡 デ ー タ
1) 1) 1} 1} 1} 1) 1) 1)

ASMで 抽出されない

事業 所 で1972～78年 間 で

非継続デー タ
1.行 政記 録 にある もの2) 144,662 144,662 一 一 22.7 22.7 一 一

2.そ の 他 154,4041} 143,9801) 8,7491) L6751} 267.01) 155.61) 60.01) 51.41}

注:D従 業員 規 模別 一 夕な し。

2)税 お よび 社会 障 デ ー タ によ る。



Eと 呼ばれ るシステムを設計 し,企 業 ・事務所 に関連 す る二連の行政記録(登 録 ・登記等)

を利用 して事業所 ・企業の統一番号付 きの名簿 を計算機 を利用 して編成 している。

初期の1970年 代の名簿 は,も れ率が高 く,実 用的ではなか った。1980年 代に入 って,第 皿

局面 と呼ばれる整備計画 によ って実用化 システムにな った。

統計調査 との関係 は,図2に 示 した様な形 にな っている。 いわゆ る法人企業調査 に当た る

EAEと,製 造業の調査等 に連動 している。

この名簿 フ ァイルの編成 は,図3に 示す形での行政記録 ファイルの集積 にな ってい る。

同様 の種類の システ ムをオラ ンダの場合 も中央統計局の手 で開発 して いる。Bestands-

beschriyvingsregisterと 呼ばれ る ものが それであ る。

3.日 本における企業 ・事業所固有識別番号制度

(1)標 準地域 コー ドと各種行政用 コー ド

企 業 ・事業所 固有識別番号 は,一 連の各種分類 コー ド標準化 と同種 の性格を持 っていると

み ることが出来 る。例 えば,産 業分類,職 業分類,商 品分類 などは,標 準分類 コー ドが定め

られてお り,そ れ を基準 コー ド体系 と して利用 して,個 別調査な どにはさ らに固有の修正 を

加え ることは,こ れ迄 もな されて きていた。 その延長線上 にあ るのが,標 準地域 コ

ー ドであ る。 これ は,各 種分類 コー ドと異な って,あ る地域を特定す ることが出来 るので あ

るか ら,固 有名詞に相 当す る固有識別番号 の一種であると同時に,地 域区分の上下に階層性

を持 たせて,一 種 の分類 コー ドと して も使用で きる汎用性 の高 い コー ド体系であ る。具体的

には,JIS規 格 と しての地域名称であ ると同時 に,地 方公共団体(自 治体)の 組織名であ

る都道府県 コー ド(JISC6250),市 区町村 コー ド(JISC6261)が あ り,こ れに,統 計の

分類 コー ドとして も使用でき る様 に,合 計 コー ドを付加 した ものが,統 計に用 いる標準地域

コー ドと して あ り,さ らに,地 域 メッシュ ・コー ドも標準化 されて いる(行 政管理庁告示第

44号)。 それ と同一 システムの コー ドと して,電 算機集計処理用のチ ェ ック桁を付加 した自

治省の全国地方公共団体 コー ドがあ る。 自治省 コー ドは,町 丁字別の地域表章が可能 な様 に

地方 自治情報 セ ンターにより拡張 され,国 土地理協会か ら提供 されて いる。

この コー ドシステム は,2桁 で`Ol'か ら`47'迄 の都道府 県 コー ド,さ らに,そ の各々

に3桁 で市区町村 名が 表示 されてい る。100か ら出発す る100番 台 に政令指定都市 とその特
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図2年 次 経 済 調査(TheAnnualSurvey(EM))

各種調査ファイルの相互関係

生産調査

価格調査

SIRENEdirectory:

EAE=年 次 ビ ジネ ス ・サ ーベ イ

図3BICネ ッ トワー ク

CENTRALEDE

BILAN

ERFA

グル ー プ ・

フ ァイル

金融 リ ンク

サ ーベ イ

四半期

在庫調査

SIRENEdirectory:

BIC=工 業 お よび 商 業利 潤(納 税 申告 に基 づ く)

RME=税 サ ー ビス ・デ ィ レク トリー

CA3=売 上 げ お よび 付加 価 値税 に関す る納 税 申告 に

基づ くデー タ

ERFA=簡 易 年 末調 整

CENTRALEDEBIRAN=フ ラ ンス銀 行 の一 部 暑

SUSE=企 業 統 計 の統 一 され たシ ス テ ム
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別 区お よび指定都市の区が連番号で,200番 台にそれ以外の市,300番 台に町村の コ

ー ドが連番号で定め られて いる
。従 って,チ ェ ック ・コー ドを含めて6桁 の数値ですべての

地方 自治体 は識別可能 になっている。

市区町村の変更に伴 うコー ドの新設 ・欠番等 の措置にっいての更新維持管理が システム化

されてい る。

企業 ・事 業所 の固有識別番号 とな ると,地 域 コー ドの様に汎用性 のあ るシステムと して設

計す るか,と りあえずの それぞれの業務 と しての必要性を満たす もの と して作 るか どうかが,

第一 の選択 であ る。 しか し地域 コー ドの様 に,第 二次世界大戦前か らの地域名称の配列順の

標準化 とい った経験の ある分野ではないので,政 府民間を問わず,日 常の業務 にっいて はす

でに各種 の コー ド体系が設定 され,し か も,継 時的に使用 されてい る。継時的 とい うの は,

それが名簿管理の システム として,更 新 ・維持管理(up-dateandmainte-nance)で きる

もの と して システム化 されて いる ことを意味 している。

この様 なすでに動 いているシステム として は,事 業所 に対 して は,例 えば,(1)厚 生省の

厚生年 金保険適用事業所,労 働省の労働者災害保障保険適用事業所,雇 用保 険適用事業所の

番号 システムがある。 これ等 は,保 険金の受取 ・支払の両側面か ら金 の流 れに従 って管理 さ

れてい る。

この なかで,社 会保険の うちの雇用保 険適用事業所 にっいて は,労 働省で は,加 入者が ,

かな らず しも統計調査で定義す る事業所 とは対応せず,事 業主 によ って は傘下の事業所を一

括 して加入 させて いる場合 もあ り,こ の事業所 番号体系が統計調査の システムに適合す ると

は考え られな いと して,詳 細な内容を明 らかにす ることを避けている。ただ本来加入義務の

事業所の うちで1/2の 保険金の雇用主負担を避 けるために,未 加入事業所のあ る実態が表

面化す るのを恐 れてい るのであるとい う説 もあ り詳細は明 らかではな い。

類似 の問題 をは らむ もの と して は,国 税庁の源泉所得税納 付義務者の事業所数があ る。周

知 の様 に,日 本の所得税の徴収率の高 さは,税 雇用表が賃金 ・給与所得 か ら支払 うべ き所得

税 を,給 与支払者が一括 して源泉徴収を行い代理納付す ることによって支え られて いる。従

って,こ の源泉徴収義 務者 は,納 税単位の事業所である。事業所3セ ンサ スでの事 業所 の独

立性の定義 には,慣 行 的に賃金台帳を備 えて いるか否かを拠 り所 と して いる。けれ ども,実

態的に は,こ の賃金台帳の備えつ けは,雇 用保 険の適用事業所 と同様の問題を抱 えている。

これ等 の事業所数 を概数で示す な らば,表3が 得 られ る。

次に,(2)行 政的 な管理 と関連す るもの と して は,学 校施設 の文部省 による学校 コー ドが
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表3日 本の共通企業 ・事業所 リス トの編成源泉別概数

事 業 所

「事業所統計調査 」結果(総 務庁) 670万

源泉徴収義務者(国 税庁) 613

厚生年金保険適用事業所(厚 生省) 105

労働者災害補償保険適用事業所(労 働省) 211

雇用保険適用事業所(労 働省) 152

企 業

「事業所統計調査」結果(総 務庁) 133万

法人税納税者台帳(国 税庁) 204

「法人企業統計調査」リス ト(大 蔵省) 187
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ある。 これ は高等学校以下の教育 レベルの ものに対 しては,都 道府県 コー ドに,4桁 の連番

で学 校種別毎に階層化 されて付加 されて お り,高 校以上の大学 ・短期大学 ・高等専門学校等

は,国 ・公 ・私立 の設置形態 と学校種類の1桁 の下に3桁 の連番で,コ ー ド化 されて いる。

但 し,こ れには,省 庁所管の大学校 は含 まれていない。 また,医 療施設につ いては,病 院番

号 と呼ばれ る厚生省 によるコー ドがあ る。 これは,冒 頭の1桁 に施設の種類,次 に所在の都

道府県の2桁 コー ド,県 内の施設の3桁 の一連番号が付加 されて いる。 この コー ドは,3年

に一度の 「医療施設調査」で標準化 され,さ らに 「医療施設動態調 査」(指 定統計第65号)

で リス トの更新が行 われている。昭和57年 迄が固定 され,昭 和58年 に再 コー ド化 され,両 コ

ー ド表 は,対 応 表で変換可能 にな ってい る。

事業所 に関す るコー ド体系は,そ れが所在地固定性を持 ってい ることか ら都道府 県等の地

域 コー ドが どこかに使用 されてい る点 に特徴 がある。

企業 コー ドに関 して,(1)最 大 の もの は,大 蔵省国税庁 の管理 して いる法人税 の法人税納

付対象者 名簿で ある。 この コー ド体系の詳細 は公表 されていないが,そ の対 象の規模か らい

って,最 低限7桁 の数値 コー ドであ ると思 われ る。税務署別 に管理 された番号 システムであ

ると推定 され る。(2)民 間の もの と しては,証 券取 引所で付 してい る上場企業 コー ドがある。

標本調査の場合には,年 次調査の様 に毎年標本の選定替 を行 う調査 もある し,数 年毎 に標本

の切替 を行 うもの もあ り,そ れぞれの調査毎に標本抽 出枠 と して名簿管理を行 っている。大

蔵省の 「法人企業統計調査」の場合 には,年 次調査(A調 査票)と 四半期別調査(季 報,B

調査票)と で は,全 数調査 を行 うことにな る一部の大規模企業 を除 いて は,両 調査で同一対

象が選ばれ ない様 に名簿管理がなされて いる。 そこでの企業 コー ドは6桁 の数値 コー ドで あ

る。

日本銀行の 「全国企業短期経済観測調査 」の場合であ ると,調 査 系統が 日本銀行の本支店

を通 じて行 われ るので,2桁 の本支店 コー ドと,4桁 の企業番号 とチ ェ ック桁の1桁 で構成

されてい る。 この うちで,企 業番号 は最初の1桁 に,全 国短期 と主要短期の二種類 の調査の

製造 ・非製造の4種 類の区分が埋 め こまれてい る。 この様 に現行の システムと しては,そ れ

ぞれの調査毎 に実務 的考慮 によ って番号 システムが組み立て られてお り,固 有識別番号 と し

て,共 通の番号を設定 して各種統計調査 と リンクす る形 にはな って いな い。

(2)「 工業統計調査」の工場固有識別番号

日本で実際に統計調査用の固有識別番号として運用されているのは,通 商産業省の 「工業

一55一



統計調査」用の固有識別番号である。 これ は 「工業統計調査事業所番号」 と呼ばれ,昭 和56

年以来,同 一事業所 には同一番号を付す とい う原則で 出発 し,5年 毎 に見直す ことにな って

い る。昭和56年 は 「事業所統計調査」の年であ り,昭 和54～56年 にかけて 「工業統計調 査」

独 自の工業調査 区は,「 事 業所統計調査」の調査区 に統合す る作業が行われている。従 って,

この 「工業統計調査 」の事業所番号は,都 道府県番号 と,市 区町村基本調査区番号 に,市 区

町村毎 に一連番号を付 した全体で10桁 の数値 コー ドで あ る。 この事業所番号 は,持 主等経営

者の変更 によ って は変動せず,廃 業 ・他産業への転 業,他 の市区町村への移転の場 合には,

当該番号 は欠号 とな り,他 の新市区町村へ転 出 した場合,受 入市区町村 は,新 設 ・他産業か

らの転入の場合 と同様 に,そ れ迄の連番の終わ りの番号 に対 して順次付加 してい くシステム

にな っている。

昭和61年 には,「 事業所統計調査」の実施に応 じて,新 番号の振 り直 しが行われてい る。

なお,昭 和60年 に標準産業分類表が変更 にな った こともあ って,昭 和61年 調査 と昭和60年 調

査の結果の読 み方 には注意 を必要 とす る。

この 「工業統計調査」の固有識別番号 は,通 商産業省の他の統計調査 と連同 して使用 され

ている。即 ち 「工業統計調査」という年次調査に対応 して,生 産動向を月毎 に把握す る 「生

産動態統計調査」は,「 生動事業所管理 システム」によ って調査対象を管理 してお り,そ の

調査対象管理 の基本 システムは,「 工業統計調査」の 「工業統計調査事業所番号」 と連動 し

ている。 この 「工業統計調査事業所番号」に付加 され る情報 は,企 業各 事業所名,住 所な

どの文字列 コー ドの他 に,電 話番号,郵 便番号 とい った調査票の発送事務 に使用 され る項 目

と,全 体で10項 目の調査対象 として抽 出す るための情報 とが含 まれて いる。即 ち

①事業所全体の従業者数

②事業所の休廃の区分

③事業所 の廃業年月 日

④産業分類(細 分類,4桁 レベル)

⑤当該事業所 の提 出 している 「生産動態統計調査 」の 「月報 」(調 査票)の 種類 コー

ド

⑥ 「生産動態統計調査 」の 「月報番号 」

⑦ 「生産動態統計調査 」と しての事 業所番号(都 道府県番号 に整理番号)

⑧調査対 象業種の休廃の区分

⑨ 当該業種の従業者数
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⑩調査経由の区分

(こ の うち⑥か ら⑩迄が可変番号 とな って いる。)

この情報を利用 して,生 産品 目単位の調査である 「生産動態統計調査」が実施 されて いる。

前述 の様 に事業所単位の調査であ る 「工業統計調査」による品 目別集計 は,そ の事業所 と し

ての主要品 目格付 けに依拠 して,そ の他 に括 られていない生産品 出荷額等 の数値の集計値で

あ る。従 って,品 目を単位 と した生産統計 と照合 した場合には過小表示の可能性がある3)。

現在 の 「生産動態統計調査」 は,こ の管理 システムの一環 と して 「生動 ・工業 リンケージシ

ステム」を使用 して,両 調査のデータを照合す ることが可能 にな って いる。

注:3)こ の点 は,昭 和30年 か ら51に かけてのデータにっ いて照合研究が なされて いる。

研究の成果 と合わせて照合 した結 果は,篠 原 ・中村[1974]pp.131-456に は,昭

和30年 か ら51年 の比較対照の可能 な品 目のデータが収録 され,[1975]pp.3-157

に は,昭 和41年 か ら昭和51年 の比較可能なデー タが収録 されている。

(3)「 事業所統計調査名簿管理事業」

「事業所統計調査 」 は,総 理府 統計局 によ って昭和47年 に 「事業所 統計調査」のための

「事業所基本調査区」を設定 し,そ の後昭和50年 の 「事業所統計調査」の実施 に当た って見

直 しを行 って,長 期 間(約10年 間)固 定 をす ることを 目的 と している。 この 「事業所基本調

査区」に,こ れ迄 あ った通商産業省の工業調査区,商 業調査 区 も次第 に統合 されてい った。

この調査 区番号は,チ ェック桁を含む6桁 の市 区町村 コー ドと,4桁 と2桁 の枝番の最大6

桁の基本調査区番号 で管理 されて いる。

ただ,10年 間の固定 となると,山 の切 り崩 し,河 川の埋め立 とい った地形地物の変化や,

境 界にな っていた道路の変化に よって,基 本調査区の境界が不明確 にな るとい った事態が発

生す る。 これへの対応策 として は,(1)「 事業所統計調査 」の実施のたびに,全 国的に基本

調査区の見直 しを行 って,分 割,合 併,区 域の修正 ・変更 を行 って きてい る。 これを 「基本

調査区設定」 と呼んでいる。(2)今1っ は,昭 和51年 以降 「事業所統 計調査 」を実施 しな い

年 にっいて,「 基 本調査区の維持管理 」 と呼ぶ,点 検作業 を行 って きて い る。 ここでは,

「基本調査区設定 」作業の以前 に行 う必要 のあ る修正を行 って いる。

昭和50年 の 「基本調査区設定」以来,3年 毎の見直 し作業の過程 で,明 確 に意識 され る様

にな った問題 とその解決策と して は,次 の諸点が ある。(1)地 方統計 の整備要求 に対応す る

に は,こ れ迄 の 「基本 調査 区」の設計思想で は十分でない ことが 明 らか にな った。即 ち,
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「事業所統計調査」の集計 を含めて各種 の統計調査での小地域統計編成 は,古 来の生活範囲

に根 ざ した町丁字(あ ざ)別 集計 を行 う様 にな って きた。 しか し,「 事 業所基本調査 区設

定」の際にはその様 な配慮 は払われて いなか った'1)。昭和56年 の 「事業所 統計調査」の後,

昭和61年 迄5ヵ 年間調査が延期 とな ったに もかかわ らず,こ の問題 は抜本的な改革 はな され

なか った。

今1つ の問題は中間年における事業所名簿の整備作業である。事業所の基本調査区内事業

所名簿 は,こ れ迄

①名称

②所在地

③経営組織(公 民(会 社形態 その他法人))

④本所 ・支所の別

⑤資本金額規模 コー ド(10階 層)に よる資本額

⑥事業所の形態(事 務所 ・工場 ・商店等)

⑦標準産業分類 による産業 コー ド

⑧従業員規模 コー ド(11階 層)に よ る従業者数

が示 されてお り,「 事業所名鑑」と して全 国編が公刊 されて もいた。 この名簿の利用可能 に

なるのに,時 間を要 す るとい うことで,(2)昭 和56年 調査の調査結果に基づ いて,大 規模事

業所(従 業者数30人 以上及 び資本金額1,000万 円以上)の 計算機入力を行 った事業所 名簿 の

作成 と,そ の ファイルの維持管理作業である。 この名簿の維持管理作業 は上記の様 に調査周

期が延びた ことによ って不可欠の作業 ともな った。

この漢字名簿 ファイルの作成によ り,昭 和53年 以降 中止 にな っていた企業単位への名寄せ

集計が,計 算機処理 によ り昭和61年 調査か ら可能にな った ことは,前 章で言及 した。

この名簿補正作業は,「 基本調査区内事 業所名簿整備 」と呼ばれ,管 見に入 った限 りで は,

「法人事業所変動に関す る資料」 とい う題で,昭 和57年 と昭和58年 につ いて総理府統計 局か

ら刊行 されている。 この報告書によると,昭 和56年 度 名簿 の計算機 ファイルは,昭 和57年 に

は同一基準で法人事業所 にっいて更新 され,昭 和58年 には従業員規模20名 以上 に拡充 ・更新

された。調査 は,総 理府統計局 によ るもの と,市 町村 によ って捕捉 され た ものの両者を含ん

でいる。 これがどの程度,年 次毎に変動 しているかをみ ると昭和57～58年 の2ヵ 年の変動 は,

純増加率で各年2.7%で あ るが,こ れ は,各 年新設率3.5%,3.9%,廃 業率0.8%,1.3%の

結果である。
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他方,昭 和61年 の 「事業所統計調査」に基づ く昭和56年 以降の年 率増加率 の総務庁統計 局

の公表値は純増加率 が年率2 .7%で ある。開設率で年率5 .0%で ある。従 って年率約2 .3%

で廃業 して いることになる。 この値は,こ の4ヵ 年の間に新規 に開設 したが
,こ の間に廃業

した事業所を含 まないのであ るか ら,実 際の廃業率 はよ り高 いはずであ り,こ の ことか ら昭

和59～60年 の2ヵ 年 の変動率が,昭 和57～58年 よりもはるか に大 きか った可能性があ る
。 さ

らに この増加事業所 を従業員規模でみ ると,従 業員規模20人 未 満では,

1～4人 の年率3.3%か ら,5～9人 ,10～19人 で各2.5%で 増加 してお り,開 設率で は,

各5.7%,5.1%,4.7%に な ってお り,こ の階級での廃業率 も高か ったはずである
。今1

っの解釈 は,「 事 業所 名簿整備事業」での事業所の捕捉率 はかな らず しも高 くはな く
,そ の

ため昭和57・58年 の変動の残差 と して考えた昭和59・60年 の変動率が高か ったという見かけ

上の結果 を生 じたのか もしれな い。 いつれに して も,こ の点 を明 らか にす る資料は,見 る こ

とが出来なか った。

この新規開設 と廃業 の関係を産業別 にみると開設比率が 高 く,廃 業比率 も高 いとい う入れ

替わ り率の高い業種 は卸 ・小売 ・飲食業が著 しく,金 融 ・保険,サ ー ビス業な どが それ に次

ぐものであ る。他 は,開 設率 の高 い ものが,廃 業率 も高 いとはいわれない。む しろ,鉱 業や

電気 ガス等供給 ・水道業の様 に低開業率 高廃業率 とい う衰退産業が ,そ の逆であ る。

結論的 には,こ の間 に業種 によ っての開業率,廃 業率が大 き く異な ってお り
,「 事業所統

計 調査」を標本抽出枠 とす る諸調査 は,こ の間の変動によ り大 きな影響 を受け ることにな る
。

従 って,こ の 「事業所統計調査名簿管理事業」を徹底 的に強化 して,事 業所共通固有識別番

号 を導入す ることによ って,標 本抽 出枠の精度 を確保す る ことが重要な課題 とな

って くる。

注:4)同 種 の問題 は,工 業調査区,商 業調査 区に引 き続 いて,農 林水産省の所管 してい

る 「農林業セ ンサ ス」 「漁業セ ンサス」での基本調査区であ る農業集落
,漁 業集落

を国勢調査区の基本調査区である国勢調査区 に統 合 しよ うと した際に明瞭 にな った
。

この調査 区の境界等の統合は,漸 次進 め られてい るけれ ど も,農 業集落 漁業集落

が基本的 には江戸期以来 の農作業 ,漁 業の生活慣習 と結 びついているだけに,「 国

勢調査」 と双方 の調査設計者の間で発想 の転換が行われな いと,解 決 し難 い問題を

含んでいる。
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V.国 会 に お け る デ ー タ ベ ー ス の 利 用 及 び 構 築 の 在 り方*

コンピュータによる情報処理が広 く一般化 した現在,国 会対応 のデータベースの構築 は急

務 な課題 とな っている。

国会側 において も,立 法府 としての固有情報 の処理 システムを抜本的 に改善 し,同 時に,

行政府等か ら受入れ る情報の利活用,再 処理等 の機能を充実す ること も必要 にな って いる。

今後,国 権の最高機関た る立法府の政策提言,立 案能力の一層 の強化 は,議 会制民主主義

発展の うえで重要 な要件であ るが,そ れは情報処理の能力 とも密接 にかかわ って来 る もの と

考え られ る。

本稿で は,こ うした観点 か ら,国 会業務 とデータベースの在 り方を考察 し提言す る。

1.国 会の情報処理 の現状

国会の衆参両院事務局で は,そ れぞれ独 自に,情 報の機械化処理 に向けた検討 や実施が進

め られっっ あるほか,国 会の一機関であ る国立国会図書館で は,納 本義務等 で収集 された膨

大な収蔵図書,雑 誌 の検索 と衆参の会議録検索 をrNOREN」 のサー ビスで両院等向けに

実施 して いる。

国会の活動 は,衆 参両院の事務局,法 制局が主 体とな って補佐 して いるが,情 報 は大別 し

て2通 りあ る。]っ は,本 会議,委 員会の会議運営等で発生す る国会 自身が源情報 として産

出す る情報であ り,今1っ は,調 査室に代表 され る業務活動 において,主 に外部情報を受 け,

それを再処理 を経 ること等で発生す る情報 とである。

(1)事 務部局の情報処理 の実情

会議運営等で発生 す る議員 ・会派情報,本 会議 ・委員会情報,会 議録 ・法律案 ・発言者情

報な どの機械化処理 につ いて は,大 旨,計 画的 なシステム開発,デ ータベース構築を参議院

注:*本 稿 は個人的見解であ って国会 とは何等関係ない。
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で見 ることがで きる。

参議院で は,事 務局の組織 に 「業務機械化準備室」(昭 和61年3月)を 設置,業 務改善,

機械化処理の総合調整 ・企画 ・指導 を行わせ ることと してお り,新 規 システムの開発は同室

が策定する 「業務改善推進計画」(昭 和63年 ～平成2年 度)に 基づ いて行われてい る。

稼働中の既成 システムの 「請願事務処理 システム」は代表的な もので,常 会当た り5千 ～

1万 件 もの請願の受理 願意の要約,各 委員会へ の付記,分 類,請 願文書表の作成 に至 る一一

連の工程をシステム処理 に うっ し,デ ータベース化 して事務能率の改善に資 してい る。

表1参 議院改革協議会報告(昭 和60年11月20日)に おいて検討 の対象 としている システム

A

1

2

3

4

5

6

7

議員歳費等事務処理 システム

院の構成情報 システム(議 員 フ ァイルを含む)

調査室情報処理 システム(ワ ークステー ション)

法政局法律関係情報 システム(外 部 データベース とのオ ンライ ンと内部資料の

システム化)

事務案内システム(請 願 ・傍聴参観手続等)
緊急対策マニュアル(議 員等救急医療対策 ・地震防災応急対策等)

名簿管理システム(職 員名簿 ・官公庁職員名簿更新 ファイル)
(8)職 員給与事務 システム

(1)院 内情報サー ビスルーム計画

(2)議 案審議経過 ファイル システム

(3)請 願事務処理 システム

(4)調 査室情報処理 システム(ネ ッ トワー ク レベル)

B (5)法 制局法律関係情報 システム(オ ンライ ンと内部 システムとの総合 コンビュー

タシステム)

(6)院 内放送 ・会議室音声管理 システム

(7)院 内映像サー ビス システム

(8)情 報化対応公文書庫の設置

(1)国 会会議録 システム(会 議録検索 システム 〈関係機関共同研究〉,会 議録案 内

情報 システム 〈同前〉,会 議録作成支援 システム)

(2)法 律関係情報 システム(国 内法令全文入力,外 国法令情報の導入等による総合

法令検索情報 システム)
C (3)議 員総合情報処理 システム(議 員情 報 システム,政 策情報 システム)

(4)国 民 サ ー ビス総 合 システ ム(報 道 機 関 サ ー ビス,傍 聴 参 観 サ ー ビス,サ ー ビス

ロビー案内,テ レホ ンサー ビス,国 会行事 〈議会百年等〉広報 プラ ン,将 来 に

お ける双方向性広聴サー ビス)

(5)庁 舎 ・施設管理 ・防災警備 システム等総合管理 システム

ABC区 分 は,参 議院改革協議会報告 における分類で,Aは 現段階でパーソナル コ ンピュ
一夕又 は小型 コンピュー タシステムを導入 し,早 期に実行計画の策定 に着手 し得 る事項,B

は システム化及びネ ッ トワー ク化に必要 な小規模 もしくは中規模 のホス トコンピュー タを導

入 し比較的早期に実施又は計画化に着手 し得る事項,Cは 各国議会の情報システム規模に相

当す る大規模 コ ンピュー タシステムの将来 にお ける導入 を前提 とす る中長期的観点か らの調

査研究を必要 とす る事項 と して分類 されて いる。
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現在,参 議院 を構成 す る議長,常 任委員長等の院の役員,委 員変 更処理,理 事(各 委員会

におけ る各派代表),会 期,特 別 委員長,政 党役員等の基本情報 の処理 を システム化,デ ー

タベー ス化すべ く開発中である。

本 システムは,い ずれ将来,引 続 き開発 日程 にのぼるであろ う 「議案審議経過 フ ァイル シ

ステ ム」(法 律案別,会 議別,審 査情 況,発 言者別等 の処 理)や 「国会 会議録 システム」

(会 議録の検索,会 議録作成工程の効率化等 の処理)と 言 った もの と相互一 体的に運用 され

る ことにな ろうが,そ の際には,参 議院で源発生する情報 の大部分が,院 内オ ンライ ン ・リ

アル タイム処理 によ りデータベー ス化 され ることにな る。

両院で も,参 議院が衆議院 より先行的に情報の機械化処理を進 めてい る背景 には,参 議院

改革協議 会の存在があ る。

議長の諮問機関 と しての同協議会 は,昭 和60年11月 「参議院の事務処理の機械化 にっいて」

の答 申を,い くっかの答 申の1っ と して議 長に提 出 して いる。 「業務機械化準備室」の設置

等 は本答 申に伝処 した ものであ る。

また,答 申は表1の ような検討対象 システムを列挙 してお り,事 務局 においては,財 政事

情や コ ンピュータ等機器の進歩等 をに らみ なが ら計画的な推進 を行 うことと して いる。

先に挙げた4つ の システムは,答 申で掲 げているシステムであ って,現 在の開発進展ペー

スでは,こ れ らが運用で きるまで約10年 の歳月 を要すると思 われ るが ,そ の後 において は,

同 じく表1の 「院内情報サー ビスルーム計画」 「議員総合情報 システム」 「国民 サー ビス総

合 システム」等 の対議員,国 民向 けの システム運用体制の基盤が一挙に整 うことになる。

(2)調 査室の情報処理の実情

調査室は,事 務局の1組 織であって,衆 議院が16の常任委員会調査室と3特 別委員会調査

室 参議院が14常任委員会調査室と3特 別調査室から成る集合体である。

業務はr浅 野一郎編著r国 会事典』(有 斐閣)」 によれば,① 法律案 ・修正案の要綱及び

その提案理由の作成,② 法律案及び国政調査案件に関する問題点等の調査及び参考資料の作

成(い わゆる質問作 りも含む),③ 委員会決議の原案及びその趣旨説明の作成,④ 委員会報

告書 ・委員長報告の原案の作成,⑤ 請願の調査及びその審査報告の原案の作成,⑥ 委員会審

議要録の作成 ⑦定期刊行物の発行,⑧ 委員派遣の随行及び派遣報告書の原案の作成等委員

会の権限のすべてにわたっているとされる。

とりも直さず,議 員の国会活動 と上記業務は密接不可分或いはその ものであって,調 査室
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の情報ニーズ,加 工,分 析等の情報再処理の在 り方 は,対 議員の利用で きるデータと同義 と

言 って も過言ではない。

換言すれば,調 査室の調査員 は,行 政府等のデータを外部か ら受入れ,こ れに調査員の創

意工夫で議員のニ ーズに合 うよう再加工処理等 を行 い,コ メン トを加え報告す る或 いは政 策

立案の一助 とす ると言 った作業を行 う訳であ る。次 に,調 査室のデータ受入れの状況をみ る。

1)行 政府等外部 デー タの受入れ

調査室に受入れ られ る資料(文 書資料,統 計 データ)は きわめて 多岐 にわたる。

文書資料 は,各 省庁の政策決定,政 策変更,通 達,答 申,報 告書等でその都度受入 れが行

われている。

A調 査室で は,こ う した文書資料を10事 項別 に分類1事 項を さらに100種 に細分 して

文書 ファイル してい る。

文書資料の ほかに,各 省庁が法令 また は行政権限等を もって収集 して いる統計デー タもそ

れぞれの調査室 に文書の形で受入れ,フ ァイル されて いる。

B調 査室で は,財 政 ・金融 ・経済 にわた る統計 デー タが確報 ・速報別,月 報 ・年報別 に月

々受入れ られてお りデー タ収集90種 を数え る。

大な り小な り各調査室においては,所 管にかか る文書資料,統 計 データの受入れにっいて,

きわめて力を入れて対応 して いるが,機 械処理 された磁気 データベ ースやオ ンライ ン ・ア ク

セスという形での受 入れは行われていな い。

次に,調 査室の資料 の受入れ方法が ど うな って いるか を見 る。

調査室は,内 閣提 出にかか る法律案,予 算,決 算等の審査 に資す る目的で,ま た,国 政調

査の一環 として資料 を随時必要に応 じ求めている。資料の提出は行政府 が立法府の資料要求

に応 じる建前で行われている。

通常 は調査室 と当該所管の省庁 と事務 ベー スで資料の要求を し,提 供を求 めて いるが,予

算審査では,各 会派或いは調査室が全省庁 にわた る資料要求 リス トをまとめ,こ れを予算委

員会理事会 に提出 し,理 事会の決定(各 会 派の合意)を 受 けて資料提出を求めて いる。表2

は,調 査室が とりま とめた資料要求 リス トの うち大蔵省所管部分を一部抜粋 した ものであ る。

また,国 鉄改革に関す る特別委員会な どの特別に一時的 に設置され る委員会 において もこ

れに似た手順で資料要求す る場合があ る。

C調 査室で は,主 に所管省庁 のみに対す る資料要求 リス トを作成 し,こ れを委員長了解 の

もとで資料提出を求 めて いる例 もあ る。

一64一



表2資 料要求 リス ト抜粋

大 蔵 省

1.57年 度以降の当然増経費(準 当然増経費含む)の 推移(「 その他,対 象の自然増平年度

化による増」の使用内訳金額をも示す)

2.補 助金に関する資料

1平 成元年度補助金調べ(補 助金,負 担金,交 付金等種類別に予算額を前年度と対比 し,

新規分及び整理統合 した分にっいては,そ れぞれ件数,金 額を所管別(総 理府は各庁毎

に細分)に 示 し,補 助率カッ トによる国の節減額 も示す)

262年 度以降の各省別(総 理府を各庁に細分)の 法律,予 算補助の件数,金 額及び交付

対象別内訳(交 付対象は 「地方自治体」と 「その他」に分ける。また,法 律補助は 「負

担する」と 「負担できる」に区分する。並びに平成元年度法律補助,予 算補助の整理状

況

360年 度以降各年度の補助率削減による地方への影響額及び補填策(削 減による経常的

経費 ・投資的経費の影響額及び各補填の内容 と補填額を示す)

4平 成元年度予算補助率の取扱いについての関係閣僚の確認事項

3.平 成元年度予算の目的別,使 途別(「 人件費」は職員給与,退 職金に分け,「 その他」

は主要項目(年 金 ・恩給 ・出資金等を示す),経 済性質別総括表

4.60年 度以降の繰越明許費の予算額と実績(一 般会計各省庁別(総 理府を各庁に細分)金

額及び特別会計,平 成元年度分を含む)

5.60年 度以降平成元年度までの年度別各省庁別(総 理府を各庁に細分)の 新規国庫債務負

担行為額及びその各年度別歳出化額,歳 出化予定額(一 般会計,特 別会計)

6.60年 度以降の継続費の総額,年 割額及び支出予算額(59年 度以前の継続費による年割額

も付記する)

7.公 共事業長期計画の概要 とその進捗状況(実 績を年度別に示す。なお,平 成元年度から

発足す る新計画については旧計画の実績及び新計画の概要,平 成元年度計画を示すこと)

8.56年 度以降の公共事業の総事業費の推移

9,最 近5カ 年間の人件費の推移(一 般会計,特 別会計,政 府関係機関,省 庁別に職員給与,

旅費及び給与改善費の所管別内訳を示す)

10.最 近3ヵ 月間の一般会計か ら各特別会計別(事 務費は特記),各 政府関係機関別,各 公

団 ・事業団別への繰 り入れ状況(助 成金,交 付金,補 助金,出 資金,貸 付金等別に示 し,
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なお各資金別合計額 も示す)

11最 近3ヵ 年間の主要先進国の予算規模,事 項別予算額及び構成比(米 国については,

1987～90年 度)

1257年 度以降の各年度予算で行った歳出繰延べ額(厚 生年金等の国庫負担金の繰入れの特

例,住 宅金融公庫 ・外航船舶利子補給金の一部繰延べ,国 民年金の平準化,自 賠責特会か

らの借入,政 管健保国庫補助の特例,国 債整理基金特別会計への繰入れ停止,道 路特別会

計の運用部借入,交 付税特会の運用部借入,地 方財源対策に伴う繰延べ分(法 定分 ・覚書

分に分け示す),そ の他特例的に削減を行ったものにっいて年度別に示すとともに返還分

は別掲する)

1361年 度以降各年度別,省 庁別(防 衛庁は特記)の 概算要求額,大 蔵省原案額及び予算額

(国債費,地 方交付税は別掲する)

14租 税負担率及び社会保障負担率の国際比較(58年 度以降)

15法 人税に関する資料

1法 人税の表面税率と実行税率の推移及び国際比較(58年 度以降)

256年 度以降の法人の交際費及び課税の実態及び企業の使途不明金の実情及び昭和60年

度以降の企業の使途不明金の業種別内訳

360年 度以降の資本階級別法人数 ・欠損法人数及び法人企業の引当金,準 備金,特 別償

却等利用状況

4最 近5ヵ 月間の年度別法人税欠損繰戻還付金額

5最 近5ヵ 年間の法人に係わる外国税額控除額の推移(資 本階級,業 種別)及 び税務調

査結果

6最 近5ヵ 年間のタックスヘイブンへの進出状況(国 別,業 種別内訳)

16.63年 度税制改革に関する資料

1法 人税率を基準税率 ・軽減税率,留 保分 ・配当分等に分け改正前 ・改正後及び今後の

計画を示す

2所 得税の税率刻み,諸 控除にっき改正前と改正後を対比 して示す(い わゆるパー ト減

税,退 職者控除等にっいて も詳細に記す)

3相 続税の税率刻み,諸 控除にっき改正前と改正後を対比 して示す

4有 価証券譲渡益課税及び有価証券取引税の改正の概要(仕 組と具体的に課税される場

合の手順等を具体的に示す)
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そ して,事 務 レベ ルで受入れた資料 は調 査室内でフ ァイル され,議 員か らの求めに応 じて

提供 され るのが一般 的であ る。 これに対 し理事会決定 や委員長了解等を経 た受入れ資料 は,

必ず当該委員会所属 の議員に資料が配布 され る。衆議院で要求 した資料 は原 則 と して参議 院

に配布 され るのが例 となっている。

このほか,議 員個人が調査室を経 由せず,委 員会の場で質疑中に資料要求を行 う場合があ

る。 こう した形で提 出された資料 は原則 として当該所属委員会の議員に配布 され るのが例で

あ るが,そ の量 は多 くない。各議員 はまた,議 員の日々の政治活動を通 じて,個 人 レベルで

資料要求 を常時行 って いる。

他方,国 会は行政府 の情報ばか りでな く,民 間の保有,販 売す る情報 の受入れ も重視 し,

新聞,雑 誌等 のほか,昭 和55年 か らは衆参調査室それぞれ 日経NEEDSに 契約加入 して お

り,国 会唯一 の対外部 とのオ ンライ ン ・サー ビス対応を行 っている。

2)受 入れデー タの対議員向 けサー ビス'

調査室が業務遂 行のためにフ ァイル しているデータは,行 政府が提供 したままの姿で議 員

に引き渡 され ることはほ とん どな く,何 らかの再加工処理が施 されて提供 されるのが通 例で

あ る。

調査室 は議員の依頼 に受動的 に対応 してい る場合が多 いが,そ うした中で,定 期的にデー

タ整備 を し,冊 子を発行 している例 もある。

D調 査室で は,昭 和47年 度 か ら毎年度 「財政関係資料集」 という約200頁,160表 の年次の

統計集 を予算審査の参考資料 と して作成 し,議 員に配布 して いる。

表3は,そ の 目次の一部であ り,表4は,内 容の一例 である。同調査室が受入れたデータ

を再加工 し,1っ の表 に異種のデータを組み合わせた り,同 種のデー タで も使いやす い形 に

作 り変 えるな ど,財 政審議 にとって不可欠 なデ ータばか り収録 されてい る。

表4は,国 債 の発行状況を示す表であ るが,国 債発行種類の多様 化に対応 させ るとと もに

シ団引受 け分,資 金運用部引受 けの状況が一覧で きるよ うに してあ り,財 政を扱 う国会の調

査室な らで はの工夫で ある。

このため,本 資料集 は議員 はもとより,財 政 を研究課題 とす る大学,民 間研究機 関等か ら

の求め も多 く,隠 れた名統計集 とな ってい る。

また,E調 査室 では 「財政 ・金融 ・経済動 向資料集」 とい う約100頁 の月刊統計 データ

を昭和52年5月 以来休刊す ることな く発行 して いる。先の 「財政関係資料集 」が ス トックデ

ータとすれば,本 統計集 はフローデータとい う位置づ けにな る。
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表3「 財政関係資料集」抜粋
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国債種類別発行額(額 面ベース)

(A)新 規財源積分

表4 「財 政 関 係 資 料 集 」 の 表 抜 粋

(単位:億 円)

長期10年利付債 中 期 国 債 超 長 期 国 債
A計年度 割引債 口

資金運用

シ団引受 部引受 合 計 6年 利付債 4年 利付債 3年 利付債 2年 利付債 5年 20年利付債 15年 利付債

50 45,100 8,527 53,627 一 一 一 一 一 一 一 53,626

51 60,225 10,266 70,491 一 一 一 一 989 一 一 71,480

52 85,700 10,050 95,750 一 一 一 一 2,913 一 一 98,663

53 92,000 } 92,000 一 一 10,014 ※3,003 2,904 一 一 107,921

54 96,000 15,075 111,075 一 5,044 12,085 5,028 3,123 一 一 136,355

55 82,000 37,318 119,318 一 4,020 12,103 4,051 3,143 一 一

1

142,635

56 55,389 38,277 93,666 ※9,000 8,223 10,361 5,354 2,894 一 一 129,498

57 73,000 41,444 114,444 一 1,000 18,735 7,115 2,877 一 3,000 147,171

58 55,300 37,784 93,959 一 2,027 19,113 9,462 4,266 6,000 4,450 138,402

59 60,278 38,681 98,959 一 7,081 10,946 5,024 5,572 一 127,583

60 59,088 43,880 102,968 一 5,037 10,896 5,046 5,382 一 一 129,329

61 50,941 29,043 79,984 一 一 9,730 9,848 5,112 10,101 一 114,775

62 33,253 16,196 59,397 一 一 8,393 4,735 一 22,764 一 95,300

63 22,377 一 33,246 一 一 2,205 9,469 5,430 8,307 一 58,657
一

兀 22,610 10,000 46,110 一 一 一 10,000 2,000 13,000 一 71,110

資料:「 国債統計年報 」 ・ 「衆議院予算委員会提出資料」大蔵 省。

注:1)利 付2～6年 の中期債 は公募入札発行 され るが,利 付6年 債※ は非公募 国債 と して シ団引受 され,利 付2年 債※は資金運用部引受。

また10年 利付債 は62年 度で郵便金融 自由化対策資金9,949兆 円。63年 度 は,郵 便局販売4,800億 円,金 融 自由化対策資金 引受

6,069億 円,元 年度で郵便局販売4,500億 円,金 融 自由化対策資金 引受9,000億 円が別途 あ る。

2)63年 度分 は(4月 ～12月 分),元 年度分 は当初計画の収入金ベース。
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国債種類別発行額(額 面ベース)

(B)借 換分

(単位:億 円)

利 付10年 債 利 付 利 付 利 付 割弓1国債 短期割国 利 付 利 付
年度 借換発行額

銀行等 日 銀 政 府 その他(注1) 計 4年 債 3年 債 2年 債 5年 6カ 月 20年 債 15年 債

50 24 3,960 245 一 4,229 一 一 一 一 一 一 一
4,229

51 26 3,435 298 一 3,759 一 一 一 『 一 一 一 3,759
52 18 2,821 305 一 3,144 一 一 一 一 一 一 一

3,144
53 20 6,044 295 一 6,358 一 一 一 『 一 一 一 6,358
54 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 (発行せず)

55 一 一 一 一 一 一
※2,953 一 一 一 一 一 2,953

56 一 2,256 891 一 3,147 一
※5,935 一 一 一 一 一 9,082

57 一 15,879 1,553 一 17,432 3,044 5,182 3,016 1,448 一 一 一
35,554

58 一 19,774 2,043 一 21,817 7,130 5,715 一 1,418 一 一 10,000 46,080
59 一 17,949 3,727 一 21,676 一 11,568 4,849 1,365 一 一 15,000 54,458

60 25,083 9,918 22,338 一 57,340 1,131 4,386 11,182 1,375 10,236 一 15,000 100,649
61 35,392 13,967 27,569 一 76,928 3,654 4,621 6,663 1,270 40,988 10,076 一 144,200

62 47,166 14,161 25,110 122 86,559 2,897 2,725 9,127 6,209 47,219 22,649 一 177,386
63 37,623 10,920 17,408 5,631 71,582 2,783 3,489 2,379 一 『 6,205 一 86,438
一

兀 56,390 一 22,263 8,400 87,053 一 一 7,900 1,200 40,886 15,000 一 152,039

資料:「 国債統計年報」 ・ 「衆議院予算委員会提 出資料」大蔵 省。

注:1)そ の他 は 「金融 自由化対策資金」及 び郵便局販売。

2)※ 利付3年 債55年 度分 は全額56年 度 は1,470億 円が政府引受 け。

3)63年 度 は63年4月 ～12月 の実績。元年度 は収入金ベ ース。



表5

(租 税 印 紙 収 入)

8.一 般会計租税及 び印紙収入

(資 金 運 用 部 資 金)

9.資 金運用部資金

「財政 ・金融 ・経済動向資料 」目次 抜粋

(国

10.

11.

12.

国債発行額

国債現存額

債)

(鉱

13.鉱 工 業生産活動総括表

14.鉱 工業生産 活動(生 産)

(出 荷)

(在 庫)

第3次 産業活動指数

(設 備 投 資 ・企 業 収 益)

15.法 人企業統計季報

国債の種類別発行額

工 業 生 産)

16.

17.短 期経済観測調査

18.中 小企業動向調査

19.機 械受注

20.建 設工事受注

21.公 共工事着工

22.新 設住宅着工戸数

(所 得 ・ 消 費)

23.

24.労 働者現金給与総額

(雇 用 ・ 失 業 ・ 倒 産)

25.

法人企業産業別設備投資動向

全国勤労者世帯の家計収支

雇用 ・失業 ・企業倒産 ・労働時間
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その 目次 は表5の とお りで あるが,「 財政関係 資料集」が統計 データを主 に,巻 末 に過去

1年 間の財政経済月誌 を加 えて編集 しているのに対 し,「 財政 ・金融 ・経済動 向資料集」の

方 は,巻 頭に表6の よ うな 「経済の現 況 と特徴」 として,調 査員 の見 た経済観測 を載せてい

る。 きわめて短 い文章で複雑な経 済を切 ってい るところが特徴 で,多 忙 な議員が知識 と して

頭 に入れ るのに適 した編集を見 ることがで きる。

表6「 財政 ・金 融 ・経済動向資料集 」巻頭頁

経 済 の 現 況 と 特 徴

最近の経済指標 によれば,

(1)設 備投資が依然高水準 にある こと

② 個人消費が堅調に推移 して いること

(3)失 業率の低下が続 き,人 手不足が深刻化 している こと

(4)貿 易収支の縮小 が続 いて いる こと

(5)金 利の上昇傾向が続 いて いること

等の特徴がみ られ る。

以上の点か ら,日 本経済 は,依 然,企 業投資設備 を中心 に拡大 を続 けて いるもの とみ

られ る。 しか し,一 方で は,人 手不足,企 業設備の不足感の高 まりに加え,円 安,原 油

高,金 利上昇,更 に株価の不安定 とい った問題 も生 じてお り,こ れ らの企業活動,物 価

な どへの影響が懸念 されて いる。

今後の景気判断 に際 して は,減 速 にブ レーキがかか った とみ られて いる米 国景気など

をに らみなが ら,こ うした経 済指標の動向に一段 と注意 して い く必要があろ う。

次 に,概 況 と して,経 済指標毎 に月 々のデータの特徴 と背景を解説 し,さ らに,表7の よ

うに,年 次,四 半期,月 次のデータを組み合わせた統計表が グラフ表示 とと もに編集 されて

いる。 これ も国会内で名統計集 となってい る。

経済企画庁 の 「月例経済報告」の国会版 で発行 日を月例 とず らし,政 府の一員 と しての経

済観測 とは違 った立場で論評を加えてい るの は,立 法府の主体 的な行動 として興味深 い。
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表7「 財政 ・金融 ・経済動向資料」中の表抜粋

第3次 産業活動指数 鉱工業生産指数及び国民総支出の推移
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第3次 産業活動指数(季 調済,前 年比)

(60年=100,単 位:%)

項

第3次 電 気 ・ 運 輸 ・ 卸 売 ・ 金融 ・ 不動産 サ ー ビ 公 務

年度 目 産 業 ガス ・熱 通信業 小売業 保険業 業 ス業

総 合 供 給 ・ 飲食店

四半 期 ・ 水道業

月次

61 5.5 0.2 3.7 4.1 19.2 5.8 3.8 6.3

62 6.3 5.6 5.0 5.9 11.5 6.2 6.7 △0.8

63 6.6 4.1 6.1 5.7 13.0 △0.3 7.8 1.9

6310-12 1.3 3.1 0.1 1.6 3.4 △0.9 2.0 △0.6

元1-3 3.1 △1.8 2.8 3.5 4.5 △0.8 3.1 1.3

4-6 △2.7 2.5 △1.1 △4.8 △1.5 1.8 △4.0 0.8

7-9 3.3 2.9 1.1 4.8 5.6 1.2 2.9 △0.1

638 0.2 4.3 0.2 △1.6 △2.5 △1.6 0.7 0.0

9 0.5 0.0 1.1 1.8 1.8 △1.2 0.1 0.0

10 0.2 △0.5 △1.5 0.6 0.6 0.5 0.8 △0.6

11 0.9 3.8 1.9 0.6 3.9 △1.2 0.1 0.1

12 0.4 △0.9 △1.4 0.1 △0.3 2.2 2.7 0.0

元1 0.2 △3.0 0.5 △1.2 3.6 △0.4 △1.6 0.9

2 0.8 △1.1 1.7 2.3 1.0 △3.1 0.3 0.3

3 5.1 4.2 4.2 8.6 △2.6 1.7 8.1 0.5

4 △6.9 △0.9 △5.0 △11.4 1.2 △1.4 △10.0 0.2

5 0.4 1.3 0.4 △1.7 △1.0 3.6 1.3 0.3

6 2.0 0.3 1.4 6.6 △1.7 2.3 1.3 △0.1

7 0.2 △0.3 △0.8 0.0 2.2 △1.6 △0.1 △0.1

8 1.5 2.5 0.0 1.9 4.4 △0.6 0.7 0.0

9 2.0 2.3 2.4 △0.7 5.7 1.8 3.6 0.0

資料:通 産省 「第3次 産業活動指数 」。

注:昭 和55年 基準か ら60年 基準 に改定 されたため,前 号の指数 とは一致 しない。
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ここに代表例 と してあげた2っ の統計集 はこれで もって議員のデータニ ーズにすべ て答え

られ る ものではないが,さ りとて,か な りのニーズを吸収 してい ること も疑 いのないところ

である。調査員 にと って も,議 員 レファレンスへの回答が即 時的,か つ的確にで きるメ リッ

トは大 きい。

この即時性 は国会の使命の1っ と言 って もよ ぐ,国 会 のデータサー ビスを考え る際に重視

すべ き点であ る。

なお,「 財政 ・金融 ・経済動向資料集」の グラフ作図 は日経NEEDS-TSを 利用 して

お り,日 経NEEDSの 支援 は不可欠 とな って いる。

さらに,各 調査室 では,情 報整備 と して新聞のス クラ ップを作成 している。調査室の業務

遂 行上,ま た議員 レファレンス等 において も新聞記事の検索 ,提 供 サー ビスはきわめて頻度

の高 い ものである。

F調 査室 は,新 聞記事 の スクラ ップを精密 に分類 ファイル して いるが ,保 管 スペー ス上か

ら光 ファイ リングシステムの検討を行 っている。 まだ ,具 体的方針 は出て いないが,各 調査

室に とって,新 聞 は じめ文書 資料等の機械化 ファイリングは大 きな課題 になる ものとみ られ

る。

従 って,日 経新 聞の記事検索 は 日経ニ ューステ レコンで機械検索が行 えるが ,他 報道機関

の検索 サー ビスの導入等 も,対 議員サー ビス強化の一環 と して求 め られ る
。

2.国 会 の情報 の利用活用の在 り方

国会の利用 ニーズに通 ったデータベース構築についての考え方 と して ,国 会特有の い くつ

かの課題 を整理 して置 く必要があ る。

(1)多 様なデー タ利用ニーズの認識

第1は,調 査室の情報処理の実態で も明 らかなように,現 行各省庁が有す るデータベ ース,

或 いはデー タベースか ら出力 して,出 力原形 のまま統計文書 と して発行 され るもの は,即 そ

のままの形で,議 員 は じめ調査室が利用す ることは非常 に少 な く,む しろそのままで は使 え

ないということであ る。

同様に,報 告書等 の文書情報 について も,数 ペ ージにわた る資料 は,ポ イ ン トを抜刷す る
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等の加工を施 して利用す るのが通例であ るとい うことである。(本 文全体 ももちろん必要)

第2は,従 って各省庁のデ ータベ ースの 目標が統計出版物作成のために焦点を当てた もの

であ るとすれば,国 会の要求資料 は,事 務 レベル,政 治 レベ ルの要求を問 わず,表2の 資料

要求 リス トで分か るとお り,相 当の再加工処理等を必要 とす る ものである。

現に各省が要求に応 じて提出す る資料の多 くは,要 求に合わせて ワープ ロ或いは手書 き し

た ものが大半で直接デー タベ ースか ら機械処理で出力 したよ うな もの はないとい うことであ

る。

第3は,こ うした形 で提出 されたデー タを各調査室で議員の求 めに応 じて,さ らに再処理

を加えて提供 され るのであ るが,議 員の利用ニ ーズ等を勘案 して集大成 された資料集が 「財

政関係資料集 」であ り,「 財政 ・金融 ・経済動向資料」に代表 され る ものであ るということ

であ る。

第4は,議 員の レファレンス要請 は,内 容的に千差万別で あ り,一 定 の ものがないとい う

現実があ り,最 大公約数 を狙 って既存デ ータベー スをい くつ か受入れて も,或 いは新たに限

定的 に構築す ることと して も効率的な利用度 に乏 しいとい うことである。

(2)両 院別個の情報処理体制の整備

行政府データの受入れの観点か ら,国 会の利用ニ ーズに適 したデータベースを構築す る主

体をどこに置 くべ きか も問われ る。

すなわち,① 行政府が新 たに既存デー タベー スを基礎 に国会 対応 のデー タベー スを作 るか,

②民間が国会対応のデー タベ ー スを構築 して提供す るか,あ るい は③国会 自身がデータベー

スの構築を図 るかといういずれかが考え られ る。

① は,行 政府 と立法府 の関係等か ら,国 会向けデー タベー スをそのために再構築 し,フ ァ

イルす ることは しないであろ う。② は,国 会の利用す る情報 が市場で提供 され る,或 いは国

会が購入す る条件が整わないと実行で きないであろ う。結局,国 会 自身が必要度を見っっ政

府の データベースを基 に国会版のデー タベ ースの構築 を進め ざるを得な いもの と考え る。

こうした場合に,一 般論 として衆参両院で一 元化 したデー タベースの構 築及 びその利用が

考え られる。確か に,国 全体か らみた費用対効果,人 材の確保,運 用等の面での メ リッ トは

少 な くない。

しか し,先 に も指摘 したよ うに,両 院 は二院制の もと,共 通 の議会活動を行 っているよ う

だが,内 部か らみ た事務手続,決 定 システムは異 な り,ま た調査室 も17～19室 それぞれ業務
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の内容,利 用 データの違 いがあ る。

国会の情報の利活用 は,二 院制の特徴 と各院のアイデ ンテ ィテ ィーを尊重 しなが ら,そ れ

ぞれのニーズを検証 しっっ進めて行 くことが,引 いて は,利 用度 も高 く,効 率性 もよ くな る

ことが考 え られ る。

現 に,二 院制を有す る先進 国で は,多 くが両院別個の独立 したデー タ処理機関(組 織)を

もって情報処理を進 めて いるの もこう したところにある。(表9参 照)

もちろん,衆 参の データベースが相互 に利用で きるよう互換性 を確保 して置 くことは言 う

まで もない。

(3)受 入れ体制の概念図

国会側の情報の現在の受入れの流れ は図1(a)の とお りである。即 ち,議 員 の情報の入手 は,

衆 院議員 は衆の,参 院議員 は参の各調査室 を利用 し,ま た国会図書館(調 査立法考査局)に

依頼 して,付 加処理を して提供 され るルー トと,議 員が各省庁 或いは民 間等か ら直接受入れ

るルー トの両面があ る。

図1調 査部門のデータ処理の概念 図

(a) (b)
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こうした現状 か ら,国 会が データベー スを構築(事 務部局 の会議運営等の情報 は既 にシス

テム化,デ ータベース化が進め られてい るので調査部門のデータベー スに限 って述べ る)す

る場合,第1段 階 と して,当 面 は,現 状 の既存各調査室が独 自に利用度 の高いデータの整理

一77一



を行 い,ワ ー クステー シ ョンレベルのデー タの ファイル化を進 め ることか ら出発す る。同時

に衆参各調査室の1組 織で あ る連絡調 整のための室 を,情 報 受入れの窓 口と して機能拡充を

図 る。

第2段 階は,情 報受入れ窓 口を調査室情報セ ンター或 いは構 内情報セ ンター と して独立 さ

せ,調 査室 と一体的な情報処理体制を設 ける。 そのイメー ジは図1(b)で ある。

セ ンターの機能 は,① 行政府 ・民間等 のコ ンピュータ処理情報のオ ンライ ン ・アクセスの

接続窓 口と して機能 を充実 させ る。 各調査室は必要 に応 じ,セ ンターか らデータを入手 し,

独 自に加工 して利用す る。

②,セ ンターは行政府 データの うち調査室のニ ーズに合わせ たデータ配列等の システム化

の ほか,常 時使用す るデータのデータベ ース化 を図 る。

③ セ ンターは各調査室の求めに応 じ,デ ー タの高度な加工,分 析,経 済計算能力を保有

す るものとす る。 また,そ の ための要因の充実,研 修 も行 う。

④,セ ンターと各調査室或 いは各調査室相互 間はワー クステー ションレベルで結ぶ ほか,

院全体のオ ンライ ン ・ネッ トワークの進展 とも調整 した対応 を図る。

⑤,統 計データ以外の文書資料の受入れ も各調査室か ら共通性のあ る情報,資 料か ら徐 々

にセ ンターに移 し,最 終的 にセ ンターが調査室へ の定期情報 の受入,保 管の主 たる窓 口と し

て整備す る。

これによ り,こ れ まで各調査室が情報の受入れに費や した労力を軽減で きるほか,高 度 な

デー タ加工処理がセ ンターと共同で行 えることにな り,対 議 員への情報 サー ビスが一段 と質

的に充実する。 さ らに,政 策立案等の要請 に対 して も情報処理 の面では万全の支援基盤 がで

きることになる。

議員が情報を必要 とす る場合 は,今 まで通 り,各 調査室に依頼す るか,或 いは将来的なオ

ンライ ン ・サ ー ビス網が完備 した場合 はセ ンターか ら直接情報 の受入れ を行 うか,そ れぞれ

のデータ利用の仕方 で使 い分 けで きるよ うにな る。

3.国 会 のデ ータベースの構築 と機能

調査室(セ ンター)が 第2段 階の整備 に並行 して,行 政府 デー タをどのよ うな形で受入れ,

独 自データベ ースを構築す るか,統 計 データを例 に考 えることとする。
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各省庁の有す る消費者物価指数 通産統計な どの個 々の膨大なデータベ ース(磁 気データ

ベース)を そ っ くり調査室のオス トマ シンの処理 に うつ し,常 に原形の ままファイルす るこ

とは実に無駄 であ ることは先に も指摘 した。

セ ンター と各省庁相互間のオ ンライ ン ・ア クセスの整備を通 じ,議 員の利用ニ ーズを知 り

得 る各調査室の要請 に応 じて随時必要なデー タを入手で きるよ うに して置 くことが望ま しい。

仮 に,消 費者物価指数について10大 費 目の指数が利用度が高 いと判断 され る場合 はこれをデ

ータベ ース化す ることが望 ま しい
。 しか し,こ の場合,時 には個別品 目の,「 白菜」の指数

が必要にな ることもあるので,全 データベー スのア クセスが常 に図 られてい るよ うにす るこ

とは言 うまで もない。

各省庁 のオ ンライ ンで受入れたデータを,セ ンターでスタン ド・ア ロ ンによる各種の作表

機能 を活か した処理 を して,そ れを将来,継 続的 に数値を更新 して利用す る場合 ,デ ータベ

ー スと して構築 して行 く方法が望 ま しいと考え られる
。

ところで 「財政関係 資料集」は発行元の調査室で は,こ れをデータベース化 したいとの希

望を もってい る。 そこでその場合,ど のよ うな機能 とファイルが必要か,主 な例 を挙げて検

討 してみ る。 同資料集 はデータベースファイルで見た とき大別 して,一 般会計歳出 ファイル,

同歳入 フ ァイル,国 債 ファイル,特 別会計 フ ァイル,財 政投融資 ファイル,地 方財政 フ ァイ

ル,国 民経 済計算 ファイルか ら成 っていると考え られ る。

(1)一 般会計歳 出フ ァイルは,国 の予算書の分類 に もあるよ うに,主 要経 費別,目 的別,

使途別,経 済性質別分類,四 条公債発 行対象経費の検索,補 助金,出 資金等の分類,主

要経費の細 目分類機能等が当初,補 正後,決 算ベー スで必要。

(2)一 般会計歳入 ファイルは,歳 入項 目別分類,税 目別等 に当初 ,補 正後,決 算 ベー スで

必要

(3)国 債 ファイル は,発 行根拠別発行額,国 債種類別発行額 償還満期 計算機能等(当 初,

補正後,決 算 別,新 規発行債,借 換債別等のベースが必要。

(4)特 別会計 ファイルは,産 業投資特別会計,食 糧管理特別会計 ,厚 生保険特別 会計 など

主要会計 にっ き勘定別の機能が必要。

(5)財 政投融資 フ ァイル は,財 政投融資原 資,財 政投融資計画(当 初,実 績,実 行状況 ,

対象機関別,使 途 別等の分類機能)が 必要。

(6)地 方財政 ファイルは,地 方財政計画歳入,同 歳出(当 初,決 算ベー ス)が 必要。

(7)国 民経済計算 フ ァイル は,需 要項 目別年度,歴 年,四 半期ベー ス,政 府の見通 しべ一
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スが必要。

以上の とお り,「 財政関係資料集」を各省庁のデ ータベー スか ら作表 とす る非常 に膨大な

デー タを必要 とし,そ の対象領域 と機能の多様性 は 日経NEEDS-TSの 比で はない。 こ

れ らの ファイルは個 々において増分,伸 び率,構 成此等の計算機能 のほか,フ ァイル とファ

イル同志の組 み合わせ,加 工計算 も必要 で,そ の システム化 はきわめて複雑であ ることが分

か る。

「財政関係資料集 」の巻頭の表に,一 般会計歳出 と財政投融資及 び同純計 く当初ベ ース,

補正後ベース,決 算ベース〉というのが ある。表8に 見 るとお りであ るが,当 初ベ ー スの一

般会計歳出総額 財投計画 につき各々実額 と伸 び率,両 者 の重複分 を控除 した合計実額 さ

らに政府経済 見通 しベースのGNP実 額,そ してGNP値 に対す る一般会計 と財投 の シェア

をみ る表組みにな って いる。同資料集の表 中では平 易な表であるが,単 純な機械処理 では作

表 し難い ことが分か る。

従 って,多 くを手作業 とOSの 進歩 とにゆだね,原 データの入手を容易 に して,作 表 した

ものを各々 ファイルす る方法でデー タベ ース化を進 めることが現状で はやむを得 ない作業イ

メー ジと考え ざるを得ないのである。

このよ うに,議 員が利用 しやす いデー タベー スを前提 と した国会のデータベー スの構築 と

して は,各 調査室 において利用度を勘案 して整理 してい るデー タを,表 単位で入力 して,数

値 を更新或 いは書 き加え ることでデータベ ー スを構 築 して行 くことが,小 回 りや修正が効 く

ほか,多 様 なデータベースを用意で きるメ リッ トがあ るため,こ うした整備の推進を求めた

い。

また,経 済計算等の数値の加工を行 う場合 は,上 記 データベー スとは別に,オ ンライ ンア

クセス等 により受入れ られる原データの数値が必要で あ って,両 面を使 い分 けることが必要

にな る。

次 に,こ うした形 で統計データが処理 され るの に対応 して,統 計 デー タ以外 の文書資料の

データベース化 も重要 になって来 る。 これ は保管 スペー ス上の問題 と,広 く即 時にデータを

入手で きる条件 を整備す ることであ って,OCR,光 デ ィス クファイ リングシステム等の活

用 とかかわ って くる。

いずれ にせ よ,調 査室が こう したデ ータベ ースの機械処理に乗 り出す に当た って は,受 入

れ情報,利 用データベ ース情報にっいて,議 員が知 り得 るようなフ ァイル情報 の公刊が必要

であ る。
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表8「 財政関係資料集」第1部 第1表

1-1一 般会計歳出と財政投融資計画及び同純計

ー

o。
一
一

(A)当 初 ベ ース (単 位:億 円,%)

一 般 会 計 予 算 財 政 投 融 資 合 計 重 複 純 計 予算編成時国民 (A) (B) (E)
年度 総 生 産 見通 し

金額(A) 伸び率 金額(B) 伸び率 (C) (D) (C)一(D)・(E) 伸び率 (F) (F) (F) (F)

50 212,888 24.5 93,100 17.5 305,988 653 305,335 22.3 1,585,000 13.4 5.9 19.3

51 242,960 14.1 106,190 14.1 349,150 632 348,518 14.1 1,681,000 14.5 6.3 20.7

52 285,143 17.4 125,382 18.1 410,525 517 410,008 17.6 1,928,500 14.8 6.5 21.3

53 342,950 20.3 148,876 18.7 491,826 302 491,524 19.9 2,106,000 16.3 7.1 23.3

54 386,001 12.6 168,327 13.1 554,328 145 554,183 12.7 2,320,000 16.6 7.3 23.9

55 425,888 10.3 181,799 8.0 607,687 29 607,658 9.6 2,478,000 17.2 7.3 24.5

56 467,881 9.9 194,897 7.2 662,778 一 662,778 9.1 2,648,000 17.7 7.4 25.0

57 496,808 6.2 202,888 4.1 699,696 一 699,696 5.6 2,772,000 17.9 7.3 25.2

58 503,796 1.4 207,029 2.0 710,825 一 710,825 1.6 2,817,000 17.9 7.3 25.2

59 506,272 0.5 211,066 1.9 717,338 一 717,338 0.9 2,960,000 17.1 7.1 24.2

60 524,996 3.7 208,580 △1.2 733,576 一 733,576 2.3 3,146,000 16.7 6.6 23.3

61 540,886 3.0 221,551 6.2 762,437 一 762,437 3.9 3,367,000 16.1 6.6 22.6

62 541,010 0.0 270,813 22.2 811,823 一 811,823 6.5 3,504,000 15.4 7.7 23.2

63 566,997 4.8 296,140 9.4 863,137 } 863,137 6.3 3,652,000 15.5 8.1
'

23.6

資料:「 予算 の説明」 ・ 「財政統計」大蔵省,「 経済見通 し」経 済企 画庁。

注:1)国 民総生産 見通 し額 は予算編成時 の ものを とったため,推 計方法改訂 に伴 う計数 の連続性 はな い。

2)「 重複 」の内訳 は,一 般会計か ら産業投資特会(財 投原 資)へ の繰入部分であ る。



そ して同時に,調 査室 自らが,と もす れば行政府 にデータ処理 まで依存 して しま って いる

一面を早期に脱 して
,自 主 的,自 律的な情報処理能 力を持 ち得 る研究努力の必要性 をあわせ

て付言 してお きたい。

4.デ ータベースの構築をめ ぐる整備 すべ き環境 条件

国会がデータベ ー スを整備 し,立 法府 の機能強化を図 るためには解決 しなければな らない

課題が いくっかある。 この うち2点 にっ き指摘す る。

(1)行 政府情報 の国会提供義務

第1は,国 会には行政府の情報(統 計デー タ(磁 気 データを含む),文 書資料等)が 全面

公開 され る必要があ ることであ る。

立法府た る国会 は,議 員立法が少 な く,内 閣提 出法 律案 を審査す ることに重点がおかれて

いる状況にあ る。 これ は,適 切 な政策形成のための情報難 に も一因な しとしない面があ る。

国会の政策立案,立 法能力の強化 は,議 会制民主主 義発展のため不可欠な ものであるが,

現状の ままで は,情 報の コンピュータ処理 の発達,系 統化等 によ り,情 報面で行政府の隷属

的な機関に陥 る危険 も心配 され る。

行政府においては,昭 和63年 度行革大綱 において 「国の行政機関 におけるデータベース整

備 に関す る基本方針 」に基づ き,共 同利用型 データベ ースの省庁 間利用,磁 気 データベース

の民 間提供促進を,ま たそのための各省庁 デー タベ ースの所在,内 容等の情報案内機能 の必

要性 を,さ らに統計 データにっいては,総 理府の統計 データは じめ各省庁の保有す る磁気デ

ー タベ ースの民間利用 の促進の観点か ら提供条件 を明確化す ることを検討す るとされて いる。

こうした行政府部 内 と民 間間のデータベー スの利活用 の動 きに比べ,国 会への情報提供が

欠落 した状況 にあ ることは望 ま しいことで はない。

先に も指摘 したが,行 政府の国会へのデー タ提供 は,資 料要求 に応 える形で行われている。

一般的な公表データ
,資 料は受入れに支障 はな いが,行 政府部 内の政策判断等 に基づ く一般

公表扱いと していないデ ータの入手や,政 治性の あるデー タにっいて は資料提供を渋 る例 が

多 い。

また,提 供を求 める対象 によって情報の提 供度 に差が あるとすれば公平な政策論争 は成立
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しないことになる。

国会 では,特 に参議院の与野党逆転 に伴 い,法 律や予算の修正問題が頻繁に議題 にのぼる

ことが考え られ るが,正 確な修正 案の作成を行 うためには,国 会 に提供 されてい る予算書 を

は じめとす る公式 な国会への提出情報で は不十分である。予算修正で言えば,目 の区分のさ

らに細 目の積算内訳 を示す データが国会に受入れ られ るとともに,作 業に当たる要員の充実

な くては大規模な修正 は実際は難 しい もので ある。

このよ うに,政 策面で国会がなん らかの対応行動を とるためには,一 般の情報公開 とは異

な った特別の公開一 全面的な国会への情 報提供の制度化が是非 と も必要であ ると考える
。

すなわち,第1に,オ ンライン ・アクセスが立法府 と国会で結ぶ ことがで きるか どうか
。

それは資料要求手続 きを踏む ことな く,国 会の意思で随時機械的に取 り出せ るか どうかとい

うことで ある。 この点 にっいて は,利 用 データベースに制限を設 けず全面的なデー タベース

の開放が必要 である。 この点で は総務庁 「電子計算機共同利用施設」の法令検索等の情報 は

資料要 求な しには国会 は利用で きない。

第2に,国 立国会 図書館には納本義務制度 によ り有償等で図書,雑 誌が納本 されているが,

新 たな情報の機械処理 に対応 して,行 政府デー タも,ま た民 間データ も磁気データベ ース,

オ ンライ ン ・サー ビスの無償提供 につ いて新たな体制整備が必要であ る。当然,こ れ は,調

査室への提供を考慮 して国会全体 と しての提供義務化の考え方であ る。

第3に,文 書 資料 データの原則全面提供 について も併せて推進す る必要があ る。

第4に,こ うした体制整備 は,立 法化 を含めて
.検討す る必要が あるが,同 時に,国 会側 に

お いて も,提 供 デー タ(デ ータベース)の 国会外部への再提供や 目的外使用 を厳 に制限す る

罰則を含む法的措 置 も必要である。 プライバ シー保護iについて も国会 側の厳 しい自己規制が

担保 され るよう同様の措置が講 じられ ることはやむを得 ないだろ う。

以上のよ うに,真 に利用で きるデータベー スの構築 は,こ れ ら諸課題の解決 いかん にかか

ってい る。

(2)国 会の情報予算 の充実

第2は,我 が国国会 の情報処理の ための予算の充実 な くして データベ ースの構築 は進み難

い とい うことである。

我が国国会(衆,参,国 会図書館3機 関)の 予算 は,平 成2年 度 で920億 円であ って ,

一般会計予算の0
.14%に 過 ぎない。 この うちコンピュータ等の運用 ,シ ステム開発等の経費
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は各院2～3千 万円で ある。

表9の 先進国議会 は上下両院別 に見て も,円 貨換算 で10数 億 円～100億 円 レベルの経

費が情報セ ンター運営費 と して充て られて いる。

まず,国 会のデー タベ ースの構築を考え る場合,我 が 国の国会 を支え る予算の うちほ とん

どが人件費で 占め られ,こ うした事業運営予算が極少 である ことに注意 しなければな らない。

当然事業の推進のための経費の増額 にっいて関係者 の十 分な理解 と推進の努力な くしては前

進を見ない。

今1つ は,国 会内の情報化 は,オ ンラインの回線 ネ ッ トワー クの敷設工事その ものが,建

物の構造上非常 に難 しくな ってい るという事情 に も注意 しなければな らない。その打解に は

毎年相当の改修 費の投入が避 け られない。

また,デ ータベ ースの構築,情 報の加工処理等の要員 について も確保 が必要であろ う。

表10は 米国下院 コンピュータセ ンターのデ一 夕ベ ー ス一覧である。院内の議案審議状況か

ら外部の経済情報 新聞情報 に至 る幅広 いデー タベ ースサー ビスが利用で きるよ うにな って

いる。

以上のよ うに,先 進 各国議会の情報処理の ための予算措置 は,言 い換え ると,議 会制民主

主義の維持発展 を期 し,立 法府の主体的な活動を保障す るために,各 国国民がそれだけ多 く

の期待 と信任を与えてい る証左 とも言え る。

我が国国会のデータベースの利用及 び構築 とい う命題 に応える際に,こ うした点 に も十 分

考慮 しなが ら推進 して行 くことが必要であ る。
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表9各 国議会における議院情報 システムの規模

議 院 仏 上 院 仏 下 院 伊 上 院 伊 下 院 西 独 連 邦 議 会

(下院)

米 国 上 院 米 国 下 院

コンピュータセ

ンター使用機種

(現 機種導入年)

Hewlett-pacKard
HP3000/40/SX

(1982)

同 左

(1982)

IBM4341/L
O1

(1982)

IBM/370/148

1BM4341/K
O1

(1982)

シー メ ンス

(1981)

IBM370/168

(1982)

IBM308/GX

(1984)

AMDAHL470

V/8

(1981)

設置個所 構内セ ンター 構 内セ ンター 構内セ ンター 構内セ ンター 構 内セ ンター

1

構 内セ ンター

〔端末繁 。。基〕
構 内セ ンター

所管部局
(専任職員数)

議院文書 ・情報

印刷サー ビス

(17名)

議員情報サ ー
ビス

(15名)

1

デ ー タ処 理 セ

ンタ ー

(27名)

文書処理センタ
ー

(60名)

調査局 データ処

理部

(10名)

上 院 コ ン ピュー タ

セ ンタ ー

(204名)

下 院 コ ン ピュー タ
セ ンター

(141名)

セ ンター通常

経費

$650,000

(¥160,000,000)

$900,000

(¥230,000,000)

$500,000

(¥130,000,000)

1

$16,938,000

(¥4,300,000,000)

$7,000,000

(¥1,800,000,000)

議会固有のデー
タバ ンクの構成

状況

〔欝 欝〕

① 法律情報 法例全文,同 索引,院 の規則等全文,同 索引,提 出法律等,判 例

② 構成情報 院の構成,議 員名簿
③ 会議情報 会議録,議 事経過,会 議資料,議 案審議経過

④ 調査情報(外 部データバ ンク利用を含む)政 策情報,時 事問題,政 治ニ ュース,新 聞情報,国 際機関情報,統 計情報

予算分析データ
⑤ 文献情報 議院刊行物索引,政 府刊行物索引,一 般文献索引

出 典:"FactsandfiguresontheuseofComputersintheInformationServicesofParliamentsthroughouttheWorld:IPUCIDP".

注:情 報化 ・国 際化 ・ソ フ ト化 の進 展 に伴 い シ ス テ ムの 拡 張 を 計 画 して い る議 院 が多 い。 例 え ば フ ラ ンス上 院 は第3次 計 画 と して端 末 を

500基 規模(調 査 時 点 で は20端 末)に 拡 張 した い と して い る。



表10米 国議会情報 データベー ス

CRS-23

TABLEB1,WheretoFind InformationinCongressional

101stCongress

DataSystems

NamesofFiles

Informationyouneed

『H

ouse

MIN

5-6002

Senate

LEGIS

4-1517

CRS

SCORPIO

7-6447

AmendmenttoBill(Su㎜ary)

AmendmenttoBil1(Text)

Amendment,U.S.Code(Citation)

Bil1〈FullText)

B川(Summary&Status)

Budget,Federal(Su㎜ary)

Calendar,'Legislative

CardCatalog,

LibraryofCongress

Ca「dCatalo9,SenateLibrary

CensusData(Summary)

Co㎜itteeHearingSchedule

ComitteeHearihg

(Citation/Abstract)

Co㎜itteeMembership

Co㎜itteePrint(Citation)*

Co㎜itteeReferral

Co㎜itteeReport(Citation)*

Co㎜unications(Executive

Branch,State/LocalGovernment)

CompilationofStatutes(TeXt)

CQΨeeklyReportService

CRSProducts

CongressionalRecord(lndex)

CongressionalRecord(Su㎜ary)

CongressionalRecord(Text)

AMOI,BAOl

RCO1,RECORD

USCX**

TLO1**

LEGIS,BRO1,

AMOI,BAOl

BUDGET

FLOOR

O

T

D
"
E

P

E

G

M

LEGIS

ACTS**

QUARTERLY

INDEX,R100

RECORD,RCO1

L101

T101

L101

LCAL,XCAL

SLCC

4,5,6,7,

11,12,14

4

22,33,133

L101

C101

101(
し

一

101

－

C

C

I

ρ.)

C

C

O

L

L

PPLT

PPLT

C101

PPLT

CRSP

R101
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CRS-24

TABLEB1・WheretoFindInformationinCongressional

101stCongress

DataSystems-Continued

NamesofFiles

Infor皿ationyouneed

House

MIN

5-6002

Senate

LEGIS

4-1517

CRS

SCORPIO

7-6447

Contract,AvailableFederal

Contract,AwardedFederal

CopyrightInformation

Cosponsor(BilD

Cosponsor(Amendment)

DistrictProfile

EconomicIndicators

ExeclltivePllblications(Citation)*

FederalAgencyReportsto

Congress(DueDates)

FloorAction(SameDay)

Grant,Federal(Pre-award)

Grant,Federal(Post-award)

IsslleBriefs(Ful1Text)

JournalArticle・-PublicPolicy

(Citation)

JournalArtic}e-Popular

(Citation)

News,APVire

Nominations(Presidential)

Organization(Citation)

Pol1(Su㎜ary)

PublicLaw(Su㎜ary)

PublicLaw(FullText)

Rllles,Procedures/Precedents

Speech(Text)

oo

co

V

W

▲
ハ

A
n

LEGIS,BRO1,

AMO1,BAOl

TLO1*

GPRO

ECON

FLOOR

PREA,GRANT

POST

AP,NEWS

LAWS(93-99)

TLO1**

RULES**

RECORD,RCO1

L101

L101

LPEN,LMAJ,

LVHP

WIRE

N101

L101

T101

RULES

COHM,

COHS,

COHD

C101

C101

PPLT

TPGM

ISSU

PPLT

OSER,

OSBK

NRCM

POLL

C101

C101
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CRS-25

TABLEB1.WheretoFindInfo'rmationinCongressionalDataSystems-Continued

101stCongress

NamesofFiles

Informationyouneed

House

MIN

5-6002

Senate

LEGIS

4-1517

CRS

SOORPIO

7-6447

Speech(Su㎜ary)

Sponsor(Bill)

Sponsor(Amendment)

SunsetLegislation

StatutebyPopularName

SllpPortAgencyPublications

(Citation)*

Treaties(Su㎜ary)

USATodayDecisionline

U.S,CodeSection(Text)

Vote,RollCa11

LEGIS,BRO1,

TLO1**

AMO1,BAOl

TLO1**,USCX**

USA

USCX**

FLOOR,

RECORD

L101

L101

TREATY,TRTY

VOTE,RVOT,

67

R101

C101

C101

TPGM

PPLT

*Selecteditemsonly.

**NowavailablethroughLRSonly;availablethroughMINsu㎜er1989 .

Acknowledgement:TheinformationinthistablewascompiledbyCheryl

GraunkeandJenniferMaril},LibraryofCongress.
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VI.統 計 利 用 者 の 問 題 と統 計 教 育

統計 データベ ースの利 用が期待 されたほど発展 しない ことについて は,い ろいろな面で問

題があ ることは事実であろ うが,そ の1つ には利用者側,い わばデータの消費者側 にも問題

が あることは否定で きな い。

データの利用者 に もいろいろな立場が あ り,利 用の 目的 もいろいろあるので,こ こではそ

れ を幾つかの場合 に分 けて,そ の問題点 を考えよ う。

データの利用者,或 いは現に統計デ ータを利用 していない人を もふ くめて考える と,そ れ

を一般国民,職 業人,そ して専門家の3つ の レベルに分け ることがで きよ う。

1.数 字 を用 いる議論

一般国民の 間で は統 計デ ータが利用 され ることはあま りないであろ う。勿論国民の 日常生

活 にお いて,統 計 データを利用 しなければな らない必要性 はほとんどないと もいえるが,し

か し,民 主主義国の主権者である市民 と して,政 治や社会 につ いての正 しい知識 と判断を持

つ ことは必要で あろ う。そのためには社会や経 済の状態を客観的 に表現す る数字 デ ータ(厳

密 な意味の統計 デー タだ けで はない)に つ いて関心 を もっ ことも要請 されるのではなか ろ う

か。

特 に外国 とくらべ るわ けで はないが,日 本の一般の人々の社会経済的現実の判断にあた っ

て客観的数字 デ ータによることが少な いことは否定できない と思 う。

もう少 しくわ しくい うと,数 字 データを用 いて判断 した り議論 した りす る場合 に,2っ の

問題があ る。1っ はそ もそ も数字を用い るか どうか ということであ り,も う1っ は適切な数

字 を正 しく用 いるか とい う点である。

第一の点 につ いて は,日 本人は欧米人に くらべ ると数字 を用 いて議論す ることが少 ないよ

うに思われ る。 ウ ィリアム ・ペ テ ィの言葉 を借 りれば(ペ テ ィが 「政治算術 」で したよ う

に)「 数 と量 と尺度 」を用い るよ りも日本人 は 「比較級 や最上級」を用 いる議論 を好む とい

うことが いえ るか もしれない。欧米人は しば しば仮定の数字 を,そ れ と して断 った うえで議
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論をすすめ ることがあ るが,日 本人 はその ような形の議論をす ることは少な いよ うであ る。

そう してペテ ィが指摘 したように,数 字 を用い る議論 は,た とえ その数字が誤 って いた と し

て も,そ の誤 りを正す ことによ って議 論を進め る ことがで きるとい う点で,「 比較級 」や

「最上級」を用い る印象論よ りも優れてい るとい うのであ る。 日本人が討論 によ って議論 を

発展 させることが下手だ といわれ る理 由の1っ と して,数 字 を用 いる客観的 な表現を使 って

議論をす ることが少 ないとい うことをあげて もよいか もしれない。

日本人が数字 を用 いて議論 をす ることを好 まない理 由と して,し ば しば 「数字」よ り 「実

感」を重んず る,或 いは 「数字 などに現 れない微妙な点を重視す る」傾向が あげ られ る。 こ

のよ うな ことを全 く否定す る必要 はないが,し か しこのよ うな議論が,客 観的な事実を確認

す る努力を怠 る口実 にな っている場合 も少 な くない。 「実感 」が 「錯覚」 にす ぎない場合 も

少 な くない し,「 微妙なニ ュア ンス」は単 な る偶然的な 「ゆ らぎ」であるか も知れないのだ

か ら,こ うい う議論 は無批判 的に受け入れ るべ きで はない と思 う。 とにか くこ うい うよ うな

考え方が数字を用 いる議論 を盛ん にす ることを妨げて いると言え るであろ う。

もう1つ の問題 は,数 字を適切 に用い ることがで きるか どうか とい うことで ある。一般の

人 々の間には,数 字 を用 いることが少ない ことの反面,数 字 に対す る過信 も見 られ る。数字

の正 しさは,そ の正確 さと適切 さと2っ の面 があ るが,ど ち らにっいて も過度の信頼が置か

れ ることは少 な くない。一般 の人々は数字が与 え られて いる場合,そ の最後の ケ タまで信頼

して しまうことが多い。 しか し現実 には3ケ タよ り多 くの数字が意味を持つ ことはむ しろ稀

である。それ は数字が必ず いろいろな意味の誤 差や誤 りをふ くんで いるとい うだけなで く,

実は現実の対象を表現す る もの と して,そ れ以上 の正確性を求 めて も無意味 な ことが多いの

である。例 えば人の体重を100g以 下の単位 まではか って も全 く無意味で ある。 しか し多 く

の人 々は数字 デー タは本来正確な ものであ るべ きだ と思 い込むあま り,統 計数字 に対 して も

過度の信頼 をお く一方,そ れが誤差 をふ くんでい ることを知 ると,逆 に統計不信 に陥 って し

まうことが多い。

もう1っ のよ くす る誤 りは,統 計数字の単な る名前 か らその内容を軽 々 しく判断 して しま

うことであ る。例えば 「国民所得 」などとい うものは決 して単に国民1人 ひ とりの所得の合

計 ではない。実 はそれが現実に何を意味す るか については,専 門家で も細 かい ところはわか

らないとい うべ きであろ う。そ して この よ うな概念は,現 実の数字 にたびたびふれ ることに

よ って,そ の意味す るところを感 じ取 るよ りしかたがない。消費者物価指数な ど もそ うであ

る。 これに もウェイ トや算式な ど技術 的な面倒な問題 が幾つ もあ るが,そ れ より も大体の感
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覚を理解す ることが大切 である。

2.一 般 国民 の デ ー タ意 識

世上で統計数字 というものがただ しく理解 されていなか ったり,使 われ るべ き数字が適切

に用 い られていなか った りす る例 は幾つかあげ られる。

消費者物価指数 にっ いて総務庁が行 った興味深い世論調査が あ った。 オ イル ・ショック後

の 「物価狂乱」の時期に,物 価 について 「実感 」を人々に聞 いたとき
,「 実感 と して物価の

上昇は政府の発表 した物価指数の上昇率よ りも大 きい と思 うか」 とい う問 にたい しては
,多

くの人がそ う思 うとこたえ たのが,そ れでは 「実感 として上昇率 は何%く らい と思 うか」 と

い う問にたい して その中の更にか な りの人が実際の指数の上昇率 よ りも小 さい数字を上 げた

のであ った。

数字 を使 って議論 す ることになれて いない と,数 字 に関 して常識 的な感覚を持 つ ことがで

きな くな り,ひ いて は明 白に誤 った数字 や,見 当違 いな議論 に対 して も 「おか しい」 と感 じ

ることがで きな くな る。最近 も某誌で高名な銀行エ コノ ミス トが 「東欧社会主義諸国の国民

所得はCIA推 定に よれば1人 当 り年4,000ド ル程度 だが ,こ れ は公定 レー トでの話 しで,

実勢 のヤ ミレー トはその10分 の1く らいだか ら,実 質 はその10分 の1 ,(っ まり400ド ル)

で これは世界最貧 国の水準で あ る。 従 って東欧諸国 の経 済力 は無視 で きる大 きさで しかな

い」と書 いていたが,4,000ド ルは 「実勢」の評価であ って 「公定 レー ト」による評価(国

連統 計など)は これ よりず っと高 く,1万 ～2万 ドルにはな って いる。正確な 「実質 」比較

をす る ことは,物 価 の構造が資本主義国 と根本的 に違 って いて極めて難 しいので,4,000ド

ル とい う値が過大評価か過小評価 かよ くわか らないが ,私 の乏 しい経験 を通 じての 「実感」

によれば,ほ ぼ妥当 なところであろ うと思われ る。 とにか くその10分 の1「400ド ル」 とい

うことは絶対あ り得 な い。 ソ連や東欧社会主義国の経済水準が アジア最貧国や熱帯 ア フ リカ

諸 国と同 じとい うことはないことは,実 際にそれ らの国 に行 って見な くて もわか る ことであ

ろ う。 ソ連が製品の質 に多 くの問題をふ くんでいて も,少 な くとも量の上では世界最大の工

業国の1っ であ ることは事実 である し,「 世界 の最貧国」が世界 に先がけて宇宙開発に乗 り

出せ るはず もない し,い くら無理を して も,経 済的に も軍事的 にも世界最強のア メ リカに対

して軍事的脅威 となる ことな どあ り得ない ことは明白であ る。社会主義国の経済 力が
,こ れ
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までの公式数字 によ って とか く過大 に評価 されて きた ことは事実であ るが,だ か らといって

逆 に極端な過小評価に陥 ること も危険で ある。それ は世界の政治 ・経済的勢力関係の今後の

動 向を根本的に見誤 ることになるか らであ る。

数字 と 「常識 」に裏づけ られた 「実感 」 とが相お ぎな って,社 会の現実に対 して適切 なバ

ラ ンスのとれた判断が出来 るよ うにな ることが望 ま しい。

また数字 にっいて は,た また ま取 り上 げ られた り,よ く目につ くものだ けが不釣 り合いに

重視 され るとい う場合 もある。そ う して その点 に関 してのみ無用 に細かい議論が される場合

もある。例 えば消費税 は政党 間の論争の焦点 にな ったため,そ う して消 費税の支払 いが毎 日

目にっ く形で行われ るため,注 意を過大 に集 めた傾向がある。 もちろん消費税の制度 やその

導 入の手続 きに問題があった こと確かであ るが,そ れ はあえて いえば国民全体 をまき込 む大

論争 の焦点にな るほどのことではない。一般消 費税 を導入す ることの原理的な是非の議論 は

と もか く,そ れ と物品税等の廃止,そ して所得税減税 との関係 で,全 体 と して所得金額が ど

れ くらいの階層 にどれだけ減税にな ったか とい うよ うな議論 は,細 かい点で はほとん ど無意

味であ る。 それ よりも一般的 な物価や賃金水準の変動の方が より大 きい影響 を与え るか らで

あ る。

消 費税が大衆課税であることは疑問の余地 はないが,分 配 の不平等 を もた らす という点で

は,そ れ よ り土地 や株式の値上が りによ り発生 した膨大なキ ャピタルゲイ ンの方 がはるかに

大 きな影響を生 じたはずである。 ここ3年 ほどの間,キ ャピタルゲイ ンの大 きさはGNPよ

り大 きいかほとん ど同 じであった。 キ ャピタルゲイ ンは基本的に不労所得で ある上に,そ の

分布 は極 めて不平等 かっ偶然的であ るか ら,こ れ は社会的な著 しい不平等 の発生を意味す る。

しか しこれについて地価の暴騰が住宅の取得 や社会資本の建設を困難 にす るとい う点の批判

はあ って も,分 配の不平等 とい う点か らの批判,お よびそれに対応する政策の論議があ まり

行われていな いのはなぜであろ うか。野党 もキ ャ ピタルゲイ ンの攻撃を慎んで いるよ うに見

え るのは,特 定階層の支持 を失 うことを恐れて いるか らであ ろうか。確かにキ ャ ピタルゲ イ

ンの発生 は直接 には誰の損失 に もな らないよ うに見え,し か もその資産 を売却 しない限 り,

目に見えて来 ないか ら,そ の大 きさが実感 を持 って受け取 られないか もしれないが,し か し

キ ャピタルゲ インによ って増大 した資産 も,勤 労 によ って得 た所得の一部の貯蓄 も,資 産 と

して は全 く同 じ価値を持つ ことに注意すれば,キ ャピタルゲ インを軽視す ることはで きない。

キ ャピタルゲ インにっいて はその分布 は もちろん,総 額 にっいて も正確 な数字 は存在 しな

い。 しか しその ことはそれにっいて議論す ることがで きないということを意味す る ものでな
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いことは勿論であ る。その統計的把握が難 しい ことも事実であ るが,し か しそれ について社

会的関心が少な いことが,デ ータの整備を遅 らせていることも注意すべ きである。 一般的

にいって,わ が国民の 「データ意識」はあ まり高 いとはいえないので はなかろ うか。そ うし

てその ことが統計デ ータの利用が不十分であ るのみな らず,更 に統計デ ータ整備 その ものに

つ いて も障害 とな って いるのではなかろ うか。

3.統 計利用者側 の問題

統計 データ利用 者の第2の レベル は,企 業や官庁での実務 家,或 いは統計専 門家以外の研

究者で ある。 これ らの人々は特定の分野 において具体的な 目的のための情報 を得 るために情

報を利用 して いる。 実際 統計 データの主要 な利用 目的 は,こ の レベルにあ る。 そこでの基

本 的な問題 は,具 体的な課題 に対 して,適 切 なデータが適切 に用 い られてい るか ど うか とい

うことであ る。

これ にっ いては,提 供側 に も問題があ って,そ もそ も適切 なデータが作 られて いないとか,

あるいは存在す るデ ータ も適 当な形で提供 されていないとかの場合 も少 な くない。勿論,予

算や定員の制約 によ り,或 いはプライバ シーの問題 や制度上の制限のために,適 切 なデータ

の提供が著 しく困難であ る場合 もあるが,現 実に提供可能 な場合,あ るいは若干 の努力や制

度の改正 によ り提供可能になる場合 も少な くないよ うに思われ る。

この点 について最近提供側か らは磁気媒体によ るデータの提供を じめ幾つかの努 力がな さ

れてい る。勿論提供側か らの一層の努力は期待 しなければな らないが,し か しそ もそ も利用

者側か ら何が必要であ るかについての明確な要請 がなければ,適 切 なデー タを作 り出す とい

うことは不可能で ある。

一般的 にい って しまえば,利 用者側の 「不勉強 」を感ぜ ざるをえないことが多 い。統計の

利用者 と思われ る人 々を対象 と した調査 も何回 か行われて いるが,そ の結果 は傾 向と しては

大体一致 して いる。 そ こで見 られ ることは,よ く用 いられ る統計数字 はGNP統 計 など,ご

く一般的な ものであ ること,そ して統計 に対す る不満や要望をたずね ると,公 表時期を早め

てほ しいというよ うな ことのほか は,多 く漠然 と してお り,ま た現 に利用可能 なデータの存

在 を知 らなか った り,逆 に到底不可能であ ることが明白な ことを要求 した りとい う傾向が し

ば しば見 られ る。
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統計 データにとって,い わば 「顧客」であ る利 用者 を非難す るの は誤 りで あるという議論

もあ るか もしれないが,し か しどんな商品で も厳 しい 「顧客」がいなければ,そ の質 は向上

しない ものであ るか ら,利 用者の統計 に対す る判断がよ り正確に,よ り厳 しくなることが統

計デ ータ改善の前提 であ るともいえるのであ る。

実際統計デ ータの利用者は,一 般 にその 「質」っ まりデータの正確 さ,定 義の適切 さ等 に

ついての吟味が不十分であ ると思われ ることが多い。勿論不正確 なデ ータであ って も 「ない

よりはま し」ということ もあ るし,デ ータの質 に過度に神経質にな って,誤 りを恐れ るあま

り結論 を出す ことを さけるとい うこと も正 しくな い。統計学の用語での 「第1種 の誤 ま り」,

「第2種 の誤 ま り」のよ うに,「 いいす ぎの危険」 「いわなす ぎの危険」の2っ を適切 にバ

ランスする必要があ るが,一 般的な傾向 と して は,数 字 データが若干で も存在す ると,そ れ

に過度 に依存す る場合の方が多いよ うであ る。それ も前提 と して用 い られているデータが明

確にされ,そ の結論が テ ンタテ ィブな ものであ ることがは っきり意識 されていれ ば,そ れな

りに意味があ るが,そ の結論だけでいわ ゆる 「独 り歩 き」を して しまうと,誤 解 を広 める危

険がある。

例 えば日本 の所得分配 にっ いて は,家 計調査,消 費実態調査,賃 金調査,国 民生活基礎調

査,税 務統計 など,い ろいろな調査や統計 を手がか りと して用 いることがで きるが,い ずれ

もいろいろな種類の所得 をまとめて,全 体 と しての所得の分布を見るには適 当ではない面が

多 い。 いずれの場合 にも最高位 と最低 位の所得 は充分把握 されていない し,ま た資産 か ら生

ず る所得,個 人事業所得 は過小に評価 された り,キ ャピタルゲイ ンはほとん ど全 く入 らない

など,不 完全 なところが多 い。それで も,そ れ ぞれ か ら計算 され る所得の不平等度 な どは,

それ なりには意味 を持 って いるが,そ の デ ータの源 泉を離れて,不 平等度 を表す 「ジニ係

数」などが独 り歩 き し,諸 外国 とくらべて 日本の所得分配 は 「過度 に平等」であ るな どとい

う議論がな されると,そ れはデ ータの誤用 といわざるを得ない。勿論デ ータの限界や制約,

あるいは偏 りはど この国に もある し,国 によ って はそれ は著 しく大 きいこと もあ る。(統 計

が信用で きないの はこれまでの社会主義諸 国だけではない)。 問題 は偏 りや制約の大 きさや

方向が国 によって違 うとい うことであ り,そ のために統計の国際比較 は非常 に困難であ ると

い うことなのである。

特定の分析 目的 のためには,不 正確な,或 いは意 味のは っきりしない統計数字を用 いるよ

りも,特 定のケ ースに限 った明確な数字を用い る方 が,よ り有用な情報が得 られ ることがあ

る。例えば所得分配の不平等度を比較す るな らば,意 味や根拠 の明確で ない不平等度係数な
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どを用 い るよりも,異 なる社 会的階層 に属す る人々のそれぞれ のグル ープにおけ る典型的な

所得について比較す る方が,事 態をより明確 に表す ことになるで あろう。 そ うす ると例えば

日本 とアメ リカとで は,賃 金や俸給 というよ うな制度化 され た所得 にっいて は,日 本の方が

アメ リカより不平等度が少 ない こと,し か し日本で もそれ以外の所得 にはかな り大 きい差が

あ り得 ること,ア メ リカでは民族 グル ープや地域による差が大 き く,全 体 と しての不平等度

はア メリカの方が大 きいといえ るが,そ れ はアメ リカ社会の社会 と しての不均一性 の反映 に

よるといえる面 が大 きい こと等が いえるはずであ る。

統計数字を用 い るとき,そ れを どのような文脈 で利用す るか とい うことも大切であるが,

それが しば しば無視 されて しまうことも,統 計数字の 「独 り歩 き」の1っ であ るといえ る。

例えば 日本の男女の1人 当 り賃金 の格差 は欧米諸 国と くらべ る とか なり大 きい。 しか し制度

的には 日本で も 「同一労働,同 一賃金」の原則はかな り一般 的 とな っているので,同 一職種

に限 って見れば賃金格 差はそれぼど大 きくない。従 って職種や職階による構成 を基準化 して

男女同一にすれば,平 均賃金の格差 は欧米 とほとんど変わ らな くな るはずである。 しか しだ

か らとい って 日本 で も男女の平等化 は欧米並み に進んで いるというの は誤 りであろ う。 なぜ

な らば所得の高い職種 や職階で は女性が少ないとい うこと自体が,男 女不平等の反映であ る

というべ きだか らで ある。 といって他方,例 えばパ ー トタイマ ーをふ くめた男女の1人 当 り

平均賃金の差が,そ の まま日本 における男女の不平等度 を表 して いるとす るの も正 しくない。

それは開発途上国に しば しば見 られ るよ うな 「同一労働,不 平等賃金 」とはやはり異な る状

況 を示 しているか らであ る。基準化 した平均 と直接の平均 とは,そ れぞれに意味を持 つので

あ り,事 態を正確 に把握す るため には,両 者 をそれぞれ適切な文脈で用 いる必要があ る。 そ

れを離れて 日本では男女 の不平等度 がどれだけ大 きいか小 さいかを抽象的に論 じ,ど ち らの

数 字が 「正 しい」かを争 って も無意味であ る。 ま して一方の数字 だけで国際比較を して も,

む しろ誤解を増すだ けであ る。

4.専 門家の統計 利用

統計数字が議論の文脈の中で適切 に用 いられて いない とい うことは,専 門家のかな り高度

な分析の中で もしば しば見 られ る ことである。用 い られている数字が,論 文の文脈 の中で用

い られている概念 の理論 的な意味 に,正 しく対応 していない ことが見過 ごされている場合が
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少な くない。 と くに外国で作 られ た理論 を 日本のデータに当て はめ る場合,同 じデータ,或

いは同 じ名前のデ ータで も,日 本 と外 国で はその社会的意味が全 く異な る場合があるので,

モデルの中のデータの数字 を取 り替え さえすればその まま分析がで きるとい うもので はない。

例えば横軸 に失業率を とり,縦 軸に物価上昇率をとって,年 々の数字をプ ロッ トした フィ

リップス曲線が,し ば しばマ クロ経済分析 に用 い られ る。 このよ うな関係を用 いることのマ

クロ経済学的内容はさてお き,こ のよ うな分析 を日本 にっいて行 な うとすれば,「 完全失業

率 」を用いることは意味がない ことは 「完全失業率 」の内容を知 っている人にと ってはほと

ん ど自明なはずであ る。少な くともそれ を用いて フィ リップス曲線 の勾配の国際比較 などを

す るの は全 く無味である。それに もかかわ らず 日本の代表的な経済学者 の中で もこのよ うな

分析をする人 は決 して稀で はない。 ついで につけ加えて おけば,「 完全失業率」の統計的定

義が同一であ ることは,国 際比較を正 当化す る理 由にはな らないのであ る。形式的な定義が

同一で あることは,社 会経済的条件が異 なる国の間で は,む しろ逆 に社会経済的意味が異 な

るものを表 して しま うと考 え るべ きであ る。 日本 と欧米(と い って も実 はア メリカとヨーロ

ッパ諸 国を同一視す ることに も問題があ るが)が,経 済構造 のいろいろな点では最近,近 づ

いた ところが多いけれ ども,雇 用 とその裏面 である失業 につ いては,日 本の失業率が著 しく

低 いだけでな く,社 会的構造が大 きく違 っているので,失 業率を用いた国際比較 を行 うこと

は危険である。

こういう点 については,統 計学者 でな くて も,経 済学者 や,或 いは官庁や企業の研究者,

調査 マ ンの間の常識 とな って いるべ きものであろ う。統計 デ ータの利用が充分 に行われない

ことの理由の1っ は,こ のよ うにあ る意 味での高度 な利用者 の間に,統 計デ ータにっ いての

「常識」が欠 けていること もあるので はないか と思われ る。

もう1つ,統 計学以外 の専門家や実務家の間に見 られ る傾向 と して,デ ータの性質をよ く

吟味 することな く,複 雑 高度 な分析手法の適用 に走 りが ちとい うことが ある。特 に最近で は

多変量解析 や時系列解析 のかな り高度 な方法 もコンピュータプログラムがパ ッケージ化 され

ていて,容 易に使え るよ うにな っているので,不 適切に複雑高度な分析 を行 い,結 果 と して

誤 った結論 に導 かれて しま う危険が大 きい。 もちろん方法 自体の意味 もわか らずに計算 して

しま うとい うよ うな ことは論外 と して も,方 法の形式的手続 きは理解 して も,現 にあるデ ー

タがそのよ うな方法を適用す るの に適 した構造や性質を持 つ もので あるか,分 析の具体的な

目的 に対 して形式的な手続 きによ って得 られ る結論が適切 な ものであ るのか,と いうよ うな

点 にっ いては,ほ とん ど吟味せず に計算 を行 って しまう場合 は少な くないよ うに思われる。
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私のあま り多 くはな い経験 によれば,実 務家や現状分析の専門家か ら適用すべ き統計 的方

法 にっいて相談を受 けた場合,ほ とん どすべての場合,最 初 に実務家が考えて いた方法 は複

雑高度 にす ぎ,分 析 目的に不適切 であって,デ ータを批判的に吟味 し,分 析 目的を明確化 し

た後 に,比 較的簡単 な方法で 目的を達す ることができたのであ った。あ る場合に は,そ もそ

もデータが不十分で あ って,十 分 な情報が得 られないこともあ ったが,実 務家が知 らなか っ

た複雑高度な方法 を提案 した ことは一度 もなか ったといって よい。

この ような点か らすれば,プ ログラムパ ッケ ージが使 いやす くな ることは,ま す ます危険

であるともいえる。少な くとも,そ のよ うなパ ッケ ージを利用す る前提 と して統計デ ータの

性質をよ く知 って いるとい うことが必要であ る。それは方法の前提 となっている統計学の数

学的形式的理論を理解す るよ りも,よ り重要であ るといえ る。

5.教 育の問題

最後 に統計専門家,或 いは統計学者にっいてふれ よう。 これ らの人 々にっ いて は統計デ ー

タの誤 った利用 とい うことはない もの と(一 応)考 えてお こう。

問題 は,多 くの統計 の専門研究者が,形 式的分析方法 に関す る数学理論や分析手 法の開発,

或 いは自分 自身のアカデ ミックな問題意識か らの 「研究」に熱 中す るあ まり,統 計 デ ータの

正 しい利用 はどのよ うにあるべ きか というよ うな問題 にっいて関心を持 つ学者が少 ない こと

であ る。統計の理論 や方法や哲学で な く,統 計デ ータその ものを関心 の対象 と してい る学者

は,松 田芳郎氏 を代表 と して極 く少数 しかいない。 このよ うな状況 はやは り改善すべ きで あ

ろう。(筆 者 自身 も研究者 と して も教師 と して も反省すべ きところがある と思 って いる)。

また統計の正 しい利用を進 めるために も,統 計調査 や統計作成 の方法 にっ いて建設的批判

を行 うことが必要であ る。 かつて一部 の学者によって行われた 「官庁統計批判」 はイデオ ロ

ギー的す ぎ,観 念的で統計の現場 の実態か らか けはなれたと ころがあ ったために,最 近 で は

すたれて しまったが,し か し 「批判」 はっねに必要であ る。 また統計作成者の側 も建設 的批

判に対 して は率直に対応す ることが望 ま しい。

統計の利用者の現状 につ いてかな り批判的にのべたが,こ の ような状況 を改善 す るには結

局,教 育によるほかはない。 当面 はで きる限 り雑誌,新 聞等を利用 して広報活動 を行 い,と

くに統計数字 を用いる記事 にかん しては,そ の数字その ものの内容,性 質等につ いてので き
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る限 り十分な解説 をっ けるよ う,関 係者 に働 きかけてい くことが必要であ ると思 う。 しか し

根本的な対策は教育 の改善 しかない。

問題 に2っ の段階があ る。

1っ は,具 体的な問題を論ず る場合 に数字デ ータを用 いることである。 これは初 中等教育

の中ですべての教科の中で行われなけれ ばな らない。数の取 り扱 いが算数の中で しか おこな

われないのは,小 学校低学年 ではやむを得ないことであるが,し か し中学校程度 の数学 とな

れば もはや現実の数字 よ りも,数 式,図 形等の形式 的抽象的な取 り扱 いに重点がおかれ るよ

うになる。かっての 「現代化」の ような極端 な傾向は別 と して,数 字の抽象的取 り扱 い もそ

れな りに重要であ るが,数 字デ ータとい うもの はそれだけでは理解で きない。 「数 」とい う

ものを 「1対1対 応 」によって定義 された 「集合の大 きさ」 としたのでは 「数字 デ ータ」の

意味 はな くな って しまう。具体性を もち,従 って またある程度 の 「いいか げん さ」(誤 差,

変動性,不 明確性等)を 持 った 「数字デ ータ」とい うものを,抽 象的,形 式的で,論 理的 に

厳密な数学的な 「数」 と対比 させ た うえで,両 方を生徒に理解 させ る必要が あるのである。

そのためには 「数字デ ータ」の扱 いは,む しろ数学科ではな く,他 の教科,と くに社 会,理

科,技 術家庭の中で行 うべ きであ る。そ うして この ことは これ らの教科 自体の教育にっいて

もそれによ り具体的な もの とす ることに役立つはずであ る。社会科 において統計数字 は しば

しば利用 され ることはあ るけれ ども,そ の意味につ いて具体的に説 明され ることはあ まりな

い。 この点 は教科書の引用 データをよ り適切な或 いはで きる限 り新 しい ものにす る努力等 を

ふ くめて改善すべ きであ る し,ま た適切なデ ータを探す ことにっ いて も,教 育が なされ るべ

きで ある。理科につ いて も数量的実験や数量的観測が もっと重視 されるべ きであると思 う。

特 に比較的簡単な 「測定」 ということを通 してデ ータの信頼性 ということの感覚 を養 うこと

も必要であ る。

この ことは高校 にっ いて も基本的には同 じであ ると思 う。 ただ し高校での社会科の どこか

で 「統計」 といい うもの 自体 にっ いて,統 計の制度,主 な統計,統 計調査の枠組 などを まと

めて1つ の単元 とす ることが望 ま しい と思 う。

形式的な方法 と して はグラフ表示,ヒ ス トグラム,更 には,平 均 と標準偏差(偏 差値!)

ぐらいまででよいと思 う。数学 の中で も確率 は必要であ るが,統 計的推測 につ いてはむ しろ

除 いた方がよいと思 う。 「検定 」などを導入す る くらいな らば,む しろ 「記述統計」の部分

を強化 して,相 関係数 や線形回帰 を入れた方が よいと思 う。その場合 に もこれ らの方法 の形

式的な性質 よりも,相 関係数がどの よ うな ことを表 し得 るかの 「実感」を与 えることを重視
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すべ きであ る。

大学教育では,と くに一般教養 の社会科学科 目の中にふ くまれて いる 「統計学 」の内容 を

改善 すべ きである。多 くの大学で はこれ は初等数理統計学 と して事実上広 い意味の 自然科学

の一科 目のよ うにな って しまって いるが,こ れ は改めるべ きで ある。っ まり本来の 「統計 」

その もの,つ まり統計の概念 制度,体 系,統 計調査の方法,枠 組,そ して統計の表象,最

後 にその加工 とデ ータ処理 などを内容 とすべ きだろ う。確率分布か ら始 ま り,検 定論,推 定

論な どを主要な内容 とす る 「数理統計学 」は別科 目とすべ きであ る。

以上の ことにっいて は,な おいろいろ論ずべ き点 もあるが,大 筋 は上記の ようにすべ きで

あ ると思 う。 ただ し1つ の問題点 は この よ うな ことを実行す るための前提 と して教 師の(大

学 をふ くめて)再 教育が必要であ るとい う点 である。そ こで このよ うなことを実現す るため

には文部 省をは じめ とす る当局 や関係者の理解 を得 ることがまず必要で ある。更 にそれを指

導要領 や教科書な どに具体的に反映 させて行かねばな らない。 そのため にはキャ ンペ ーンな

い し 「運動」 も必要であ ろう。 それは 「統計の高度利用の促進」 という 目的か らはやや大げ

さす ぎによ うに思 われ るか もしれないが,し か しそれが結局 は最 も正 しい道なあろ うと思 う。
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W.「 家 計 調 査 年 報 」 フ ロ ッ ピ ー 版 に つ い て

財団法人 日本統計協会よ り平成元年12月 「家計調査年報」FD版 の提供が開始 され た。同

協会 は,総 務庁統計局の外郭団体で,統 計局発行の各種統計報告書 ・MT等 の提供窓 口であ

る。

今年度の本委員会の研究テーマは 「未利用統計情報の データベー ス化」であ るか ら,本 論

文 は,研 究テーマか ら外れ ることになるが,始 めて提供 された 「家計調査年報」 フロッピー

版(マ ニ ュアルにはFDセ ッ トと記 して あるが,本 論文で はFD版 とい う)と 印刷物 の 「家

計調査年報」を比較検討 し内容の一部を紹介 したい。

1.FD版 の 構 成 と マニ ュアル

FD版 は,2HDフ ロ ッピー4枚 で構 成 されてお り,第1表 ・第4表 ・第5表 ・第16表 ・

第18表 の37デ ー タフ ァイル と別表1・ 別表2・ 別表3・ 別紙の4ド キ ュメ ン トファイルが収

録 されている。

マニ ュアル(こ のFD版 では 「デー タファイル説明書(ド キ ュメン ト)と 称 している)に

は,フ ロッピーデ ィスクに収録 してあ る別表1・ 別表2・ 別表3・ 別紙の内容20頁 を含 めて,

収録 してあ る表 とデー タを利用す るための アプ リケー ション ・ソフ ト並 びに表別 の形態 を説

明 した 「家計調査年報デ ータフ ァイルの使用 について 」が2頁,計22頁 の簡単な もので ある。

この他に表紙 裏にFD版 を使用す るに当 っての注意 を記 した 「フロッピーディスクの ご利用

に当 って」が1頁 が掲載 されている。

次頁以下 に表紙裏 の 「フロ ッピーデ ィスクの ご利用に当 って」 と 「家計調査年報デー タフ

ァイルの使用について」,収 録 データ表の構成 とフ ァイル名が記 されてい る別表1「 家計調

査年報デ ィスク内容一 覧表」 と別表2「 哀別,世 帯区分別表側収支項 目一覧」全部 につ いて

表の形を若干変えて,ま た,別 表3・ 別紙 の最初の部分を参考のため転載す る。
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フ ロ ッ ピーデ ィス クの ご利 用 に 当 って

この説明書(ド キュ メン ト)は,総 務庁統計局が毎 月実施 して いる家計調査の年報 に掲載

されている結果の うち,主 要 なデ ータを収録 したデータフ ァイル(フ ロッピーデ ィスク)の

内容等についての情報 を取 りまとめた ものです。

家計調査 は,全 国約8,000世 帯 を対象 として,勤 労者世帯 につ いては 日々の収入 と支出を
,

一般世帯 にっいて は支 出のみを 「家計簿」用いて調査 してお り
,世 帯及 び世帯員の属性,住

居 の状況 に関す る事項 は,す べての世帯 について 「世帯票」によ り調査 しています
。

フロ ッピーディスクの ご利用に当 っては,こ の説明書 によ り内容を ご理解の上,ご 活用下

さるよ うお願い します。 なお,ご 不明の点があ りま した ら下記 にお問い合せ下 さい
。

問 い合せ 先:(財)日 本 統 計 協会 統 計 デー タサ ー ビスセ ン ター

〒160新 宿 区新 宿7-2-1TEL(03)202-1493(代)

FAX(03)202-1942

(ご 注 意)

バ ックア ップ以外の 目的での フロッピーデ ィス ク

の複 製は禁止 いた します。

家計調査年報 データファイルの使用について

このデ ィスク ・セ ッ ト(以 下rFDセ ッ ト」という。)は,LOTUS1-2-3を 使 って家計調

査の結果 を利用す る方 々の ために 家計調査年報 の中か ら利用価値 の高 い統計 表を選 び
,

LOTUS1-2-3の ワーク シー トの形で提供す る ものです。以下 にその フ ァイル構成な ど若干の

説明 を してあ りますので,使 用前 に一読 して下 さい。
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1家 計調査年報か ら次の表 を収録 しま した。

[用途分類 一1世 帯当 り平均1ヵ 月の収入 と支出]

第1表 長期時系列 一全世帯 ・勤労者世帯 一全国(昭 和38年 ～63年)

第4表 年間収入階級別 一全世帯 ・勤労者世帯 一全国

第5表 年間収入五分位 ・十分位階級別 一全世帯 ・勤労者世帯 一全国

第7表 世帯人員 ・世帯主 の年齢階級別 一全世帯 ・勤労者世帯 一全国

[品 目分類 一1世 帯 当 り年間の品 目別支出金額 購入数量及 び平均価格]

第16表 長期時系列 一全世帯 一全国(昭 和38年 ～63年),

年間収入五分位階級別 一全世帯 ・勤労者世帯 一全国

世帯主の年齢階級別 一全世帯 一全国

[品 目分類 一1世 帯 当 り年平均1ヵ 月間の財 ・サー ビス区分別支 出金額]

第18表 長期時系列 一全世帯 ・勤労者世帯 一全国(昭 和46年 ～63年),

年間収入五 分位階級別 一全世帯 ・勤労者世帯 一全国

また,参 考資料 と して次の ファイル を収録 しま した。

(別表1)家 計調査年報デ ィス ク内容一覧表(FILE.WJ2)

(別表2)哀 別,世 帯区分別表側収支項 目一覧表(SHUSI.WJ2)

(別 表3)品 目分類項 目別情報一 覧表(HINMOKU.WJ2)

(別 紙)家 計調査 デー タファイル利用上 の注意(NOTES.WJ2)

2こ のFDセ ッ トを使 うた め に は,次 の ハ ー ドウエ ア と ソフ トウエ ア が必 要 です 。

NECの パ ソ コ ンまた は これ と互 換 性 の あ るパ ソ コ ン

(主 記 憶 容量640Kバ イ ト以 上)

MS-DOSV3.0以 上

LOTUS1-2-3V2.1以 上

3こ の セ ッ トは2HDフ ロ ッピーデ ィス ク4枚1組(1枚 の 記 憶容量 は1.2MB)で す 。 使

用 す る前 に必 ず バ ッ クア ップを と って 下 さい。 バ ックア ップ に は2HDの デ ィ ス クを使 用

して下 さ い。

4家 計調査年報の統計表 はいずれ もデー タ量が多 く,単 一の ワー クシー トにす るとパ ソコ
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ンの主記憶容量 を超え るために,統 計表の表側の区分や,第16表 の場合な どは金額 数量

平均価格 など表章数値の種類 によ って表を分割 してあ ります。4枚 それぞれのFDに 収録

されて い る表 と,該 当す るワー クシー ト・ファイル名にっいては,

別表1「 家計調査年 報デ ィス ク内容一 覧表」

を参照 して下 さい。

5そ れぞれの ワー クシー トに表頭,表 側を付けま したが,収 支項 目名や品 目分類項 目名で

長 い もの は,ワ ー クシー トを呼び出 した時に項 目名の末尾が カ ッ トされて います。

/W(ワ ー クシー ト)C(列 表示)S(セ ル幅)

でセル幅 を大 き くす れば全部見 ることがで きます。

6第1表,第4表,第5表 及 び第7表 にっいて は,表 側の収支項 目が表 によ って ,ま た全

世帯,勤 労者世帯の別によ って一様ではあ りませんが,そ の違 いにつ いては

別表2「 哀別,世 帯 区分別表側収 支項 目一覧表」

を参照 して下 さい。

7第1表 の画面表頭の2項 め 「項 」及 び 「接 」並びに第16表 の画面表頭の3項 め 「項種 」

及び4,5,6項 めの 「接続 」につ いては,次 の表を参照 して下 さい。

項 目の種類(項 種,項) 接続情報(接 続,接)

第1表

年次系列表

1:実 数(金 額)

2:対 前年名 目増加率

3:対 前年実質増加率

0:そ の他

*:品 目の接続 にっいて,

別紙 「家計調査データ

ファイル利用上 の注意」

を参照 して下 さい。

第16表 1:金 額のみ

2:金 額 数量あ り

3:金 額,数 量,平 均価格あ り

*:同 上
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(別表1)家 計調査年報 デ ィスク内容一覧表

FILE.WJ2

表 内 容 *

フ ァ イ ル去春 世帯 区分 デ ィ ス ク
表 側 表 顕 表 体

金額
TOIZ-Y1

年次系列 対 前年 名 目
全 世 帯 支 出項 目の み (S.38-63) 増 加.室.(幻 .」0.1Z二.エ2.一

」認纏 謬:二1lm蹴"月'次 系 列 …

金額
01 (S63) TOIZ弔 No.1

金額

年次系列
_」0.1メ ニ.Yユ.."'対前 年 茗'百…

勤労世帯 収入支出項 目 (S38-63) 加 一婁.(幻._. TO.1∬ 二.Y2..

前 年実 質 …
加.率.(幻.._ ,工oユ ∬ニエ3..

月次系列 額
(S.63) TOIK-H

全 世 帯 支 出項 目の み 年間収入階級別 金額
04 TO4Z No.1

勤労世帯 収 入 支 出項 目
〃 〃 TO4K

全 世 帯 支 出項 目の み 年間収入五分位 金額
05 十 分 付 階 級 別 TO5Z No.1

勤労世帯 収入支出項 目
〃 〃 TO5K

世帯人員 金額
全 世 帯 支 出項 目の み ..階 級 別 TO7Z-1

世帯主の
07 年 齢 階 級 別 〃 TO7Z-2 No.1

世帯人員
勤労世帯 収入支出項 目 〃 TO7K」1

蟹禦 の
年齢階級別 〃 TO7K-2

年 次 系 列

.,価 一3.8二63)_..

璽
T16Z-Yl
T16Z-Y2
U6Z-Y3

No.4

月次系列

'誓価格
T16Z-Hl
T16Z-M2

全 世 帯 品 目分類 _但,.-63)._ Tユ.6z二M.. No.3

16

耀 騒 蹴

鞠 羅 級別

禦惹禁庭

句価格

"T

16Z-Nl

T16Z-N2

.,エ工猛 二N3..

T16Z-51

T16Z-52

T16Z-53 No.2

金' 頚 T16K-51

勤労世帯 品 目分 類
釜雰羅 級別

数. 量
平 均 価 格

T16K-52
T16K-53

年次系列 金額
Tユ8Z-Y

全 世 帯 特殊分類 昇藤 舞)
鍵R

〃 T18Z-H

18 五分位顧 別 〃 T18Z-5 No.4

年次系列

葺藤 ハ1)
〃 Tユ8K-Y

勤労世帯 特殊分類
〃 Tユ8K-H

輪 』 、 〃 T18K-5

その 他 の情 報
別

別

男1

男1

萎1翻欝 鍾 驚 誉
FILE
SHUSI
HINHOKU
NOTES

No.4

*フ ァ イ ル 名 拡 張 子 は す べ て.WJ2で す 。
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(別表2)哀 別,世 帯区分別表側収支項 目一 覧

第1表 第4・5表 第7表
全世帯 勤労世帯 全世帯 勤労世帯 全世帯 勤労世帯

(141)(211)(133)(203)(71)(138)

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O
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O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O
O

O

O

O

0収 支 項 目

1世 帯 数 分 布(抽 出率 調 整)

2集 計 世 帯 数

3調 整 集計 世 帯 数

4世 帯 人 員(人)

5有 業 人 員(人)

6世 帯 主 の 年 齢(歳)

7年 間 収 入(万 円)

8010-050ibUK,SSIta

9010-039瓢

10010-033経 常収 入

11010-014勤 め 先 収 入

12010-012世 帯 主 収 入

13010定 期 収 入

14011臨 時 収 入

15012賞 与

16013妾 の 収 入

17014他 の 世 帯 員 収 入

18020・021事 業 内 職 収 入

19020事 業 収 入

20021内 職 収 入

21030・031・03他 の 経 常 収 入

22030財 産 収 入

23031社 会 保 障 給 付

24033仕 送 り金

25032・039特 別 収 入

26032受 贈 金

27039そ の 他

28040-049nVJXタ 傾)」臥

29040貯 金引 出

30041保 険 取 金

31047土 地 家 屋 借 入 金

32042他 の借 入 金

33043月 賦

34044掛 買

35045有 価 証 券 売 却

36046財 産 売 却

37〔 迫9そ の他

38050繰 入金

39支 出総 額

40実 支 出

41消 費 支 出

421食 料

431・1穀 類

441・1・1米 類

451・1・2/Vン

461・1・3め ん 類

471・1・4穀 粉 ・その 他

481・2魚 介 類

491・2・1生 鮮 魚 介

501・2・2塩 干魚 介

511・2・3魚 肉練 製 品

521・2・4他 の 魚 介加 工 品

531・3肉 類
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O
O

O
O
O
O

O
O
O
O
O
O
O
O

O
O
O
O
O
O

O
O
O
O
O
O
O
O
O
O

生鮮肉
力旺 肉

乳卵類
牛乳
乳製品
卵

野菜 ・海草
…
乾物 ・海草
大豆加工品
他の野菜 ・海草加工品のその他

勲
生鮮果物
果物加工品

油脂 ・調味料
油脂

調味料
菓子類
調理食品

一
他の調理食品

㈱
繍
コーヒー ・ココア

他の飲料
瀬
外食
一般外食

学校給食

雄
家賃地代
設備修繕 ・維持

設備材料
工事その他のサービス

光熱 ・水道
電気代
ガス代

他の光熱
水道料

家具 ・家事用品
家庭用耐久財
家事用耐久財
冷暖房用器具
撒

室内装備品
麟
⌒
家事用消耗品
家事サービス

被服及び履物
和服
洋服
男子洋服
婦人洋服
子供洋服

シャツ・セーター類
男子シャツ ・セーター類
婦人シャツ ・セーター類
子供シャツ・セーター類

1

2

⑲
」

-

り
'

1

2

1

2

3

1

2

3

4

1

2

1

2

1

2

・

・

…

1

2

1

2

3

1

2

3

1

2

3

・

.

・

.

.

・

・

●

・

■

.

.

.

.

・

0

(H
U

O

O

1

2

0
乙

巧
6

・

■

.

・

.

…

.

・

.

 コ

3

4

4

4

4

5

5

5

5

5

6

6

6

7

7

7

8

9

9

9

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

2

2

1

2

3

4

1

1

1

1

2

3

4

5

6

1

2

2

2

2

3

3

3

3

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

2

2

2

2

3

3

3

3

3

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

図

肪

86

87

㏄
uu
89

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

00

㎝

02

03

04

05

06

㎝

08

09

m

11

12

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1
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O

下着類
男子下着類
婦人下着類
子供下着類

生地 ・糸類
他の被服

購
被服関連サービス

保健医療
臨
保健医療用品 ・器具
保健医療サービス

交通通信
交通
自動車等関係費
自動車
自転車
自動車等維持

通信

教育
=
教科書 ・学習参考書
補習教育

⌒
教養娯楽用耐久財
教養娯楽用品
書籍 ・他の印刷物
教養娯楽サービス
宿泊料
パック旅行費

月謝類

他の教養娯楽サービス
その他の消費支出

獺
理美容サービス
理美容用品
身の回り用品
たばこ
その他

こづかい(使 途不明金)

搬
餅
家具 ・家事用品
被服

⌒
他の物品サービス
贈与金
他の交際費

仕送り金
教育関係費(再 掲)
教育娯楽関係費(再 掲)

非消費支出
勤労所得税

他の税
社会保障費
他の非消費支出

実支出以外の支出
貯金
保険掛金

91

92

弓

d

2

弓

4

呼

94

4

占

㊨

η

唱

q

2

ほ

d

2

2

2

2

弓

d

2

ほ

d

5

5

5

5

5

5

5

5

6

6

6

6

7

7

7

7

7

7

7

8

8

8

8

9

9

 m
m
頂
些
…
m
m
㎜
m
皿
㎜
悩
随
㎜
m
皿
四
蜘
m
m
m
湿
団
㎜
m
m
㎜
蜘
剛
泌
螂
幽
泌
瑚
脚
期
珊
蜘
削
湿
陶
取
頂
蹴
m
瑚
醜
㎜
……
皿
㎜
ぷ
脱
櫛
……
瑚
皿
m
m
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O

O

O

幻

ー

　欝

蹴鷺

欝欝
工響
轟
轟

懲

m
m
脳
卵
m
m
m
m
㎜
斑
斑
皿
四
面
瑚
卿
瑠
璃
……
団
地
迎
団
団
㎜
m
……
迎
㎜
㎜
㎜
額
皿
加
㎜
加
㎜
加
㎜
m
犯
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連1

1

番1符 号

註:

品目分類

品目名

(別 表3)品 目分類 項 目別 情 報 一 覧 表

項種1=金 額のみ、2=金 額、数量あり、3=金 額、数量、平均価格あり

接続*=別 紙 「家計調査デ ータファイル利用上の注意」参照

ll金 額1数 量1平 均価格
一台ー一一一1項1-一 ー一十 一ー一

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

田

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

1

9

0

9

9

9

0

7

4

9

4

2

3

ρ0

1

0
∨
8

Q
∨

Ω
V
O
∨
ρ0

0

9

3

1

1

1

1

1

2

1

1

1

㌫

㌫

。2
。5
。9
㎜
釜

3・
‖

蔓

5・
6・
笹
笛
㌃

藷

‖

8・
四
》

器

§

朋
賑
9・
器

塁

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

消費支出

瓢
米類

うるち米
もち米

他の米
パン

食パン

他のパン
めん類

ゆでうどん ・そば
干しうどん ・そば

即席めん
中華めん

他のめん類
他の穀類

小麦粉
もち
その他

魚介類
生鮮魚介

まぐろ

あじ
いわし

かつお
かれい

さけ

さば
さんま

たい
たら

ひらめ
ぷり
いか

たこ

えび
かに

他の鮮魚
さしみ盛合わせ

分類不能の鮮魚

顛
あさり
しじみ
かき
ほたて貝
他の貝

l

l種1接 続1単 位 接続1単 位 接続

11

1

1

1

1

3

3

1

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

1

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

㎏

㎏

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

g

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

㎏
㎏

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*
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姐
5。
印
器

器

豊

闘

6。
田
器

6

器

68
69
‖

召

召

聡
η
莞

8。
田
2

塁

器

器

90
旬
器

塁

96
卯
98
99
皿
瑞

㍑

195-202

195

196

197

198

199

200

201

202

203-209

203

204

205

206

209

210-217

210

212

213

214

215

216

217

220-229

220-224.22X生 鮮 肉

0
∨

8

⊂
」

0
∨

0
∨
Q
り

O
∠

3

り
」

0
】

禽
U

4

り
烏

2

り
白

2

2

う
・

一

ー

一

一

一

一

〇

1

2

×

4

5

5

6

7

9

0

0

1

1

2

3

4

5

8

0

0

0

0

1

2

3

4

6

5

9

22

22

22

22

22

22

22

22

22

22

23

23

23

23

23

田

23

23

23

24

24

24

24

24

24

24

24

24

24

24

250-259.25X糠

塩干魚介1

塩さけ1
たらこ1

しらす干 し1

干しあ じ1

干しいわし1

煮干し1

するめ1

他の塩干魚介1

魚肉練製品1

さっま揚げ(注)1

ちくわ1

かまぼこ1

魚肉ソーセージ1

他の魚肉練製品1

他の魚介加工品1

かっお節 ・削り節1

魚介の くん製1

魚介の漬物(注)1

魚介の塩辛1

魚介のつ くだ煮1

魚介の缶詰(注)1

他の魚介加工品のその他1

肉類1

1

牛肉1

豚肉1

鶏肉1

合いび き肉1

他の生鮮肉1

加工肉1
ハム1

ソーセージ1
ベーコン1

他の加工肉1

乳卵類1

牛乳1

乳製品1

粉 ミルク1

ヨーグル ト1

バター1

チーズ1

他の乳製品1

卵1

野菜 ・海草1

生鮮野菜1

葉茎菜1

キャベ ツ1

ほ うれんそう1

は くさい1

ねぎ1

レタス1

カリフラワー1

もや し1

他の葉茎i菜1
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(別 紙)家 計調査データファイル利用上の注意

原データの有効ケタ数のとり方の違いや四捨五入のため内訳を合計しても
総数に合わないことがある。

統計表で用いられている記号
ブランク データなし(表 示の期間すべてにっいて)
… データなし(一 部の期間にっいて)

自 前の期の数値がゼロのため等で増加率が計算できない場合

第1表1世 帯あた り年平均1ヶ 月間の収入と支出(全 世帯)

電気代
宿泊料

昭和41年 以前の数字は 「電気代」と 「ガス代」の計。

昭和54年 以前の数字は 「宿泊料 」と 「パック旅行費 」の計。

第1表1世 帯あたり年平均1ヵ 月間の収入と支出(勤 労者世帯)

臨時収入 昭和44年以前の数字は 「臨時収入」と 「賞与」の計。
土地家屋借入金 昭和凶年以前の数字は 「土地家屋借入金」と 「その他の借入金」の計。

電気代 昭和41年以前の数字は 「電気代」と 「ガス代」の計。
宿泊料 昭和54年以前の数字は 「宿泊料」と 「パック旅行費」の計。
土地家屋借金返済 昭和44年以前の数字は 「土地家屋借金返済」と 「その他の借金返済」の計。

対前年名目増加率 「平均消費性向」、「金融資産純増率」、「平均貯蓄率」、「エンゲル係数」
の数値は対前年ポイント差。

第16表1世 帯あた り年間の品 目別支出金額,購 入数量及び平均価格(全 世帯)

132

133

139

185

186

189

187

18X

l94

193

197

202

'212

に
」

ワ
'

1

1

2

り
4

即席めん

中華めん
他のめん類

えび

かに

他の鮮魚
さしみ盛合わせ

分類不能の鮮魚

ほたて貝

他の貝
しらす干し

他の塩干魚介

魚介のくん製

魚介のっくだ煮

他の魚介加工品のその他

S38,39「 他のめん類」に含 まれる

S38-61「 他のめん類」に含まれる

S40「 即席めん」を分離

S62「 中華めん」を分離

S38,39「 他の鮮魚 」に含 まれる

S40-54「 えび」と 「かに」の合計

S38,39「 他の鮮魚 」に含 まれる

S40-54「 えび 」の数字のなかに含 まれる

S38,39「 えび 」と 「かに」を含む

S38-61「 分類不能の鮮魚 」に含 まれる

S62「 さしみ盛合わせ 」を分離

S38-61「 他の貝 」に含 まれる

S62「 ほたて貝 」を分離

S38-43「 他の塩干魚介 」に含まれる

S44「 しらす干し」を分離

S55昭 和54年 と55年の間に数字の断層があるが、これは、

昭和54年 までは 「他の魚介加工品のその他 」に分類され

ていた塩数の子、子持ちこんぶ、塩干しいか、生干しいか

などが、昭和55年 以降は 「他の塩干魚介 」に分類される

ようになったからである。
「他の魚介加工品のその他 」に含 まれるS38-43

S44-61い かの くん製

S38-54「 他の魚介加工品 のその他 」に含まれる

S44い かの くん製と 「うなぎのが ま焼」を分離

S55「 魚介のっ くだ煮 」を分離
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220

221

22×

232

235

244

246

245

249

25×

259

266

267

269

293

294

296

299

303

314

315

304

310

311

312

313

333

334

335

336

33×

339

356

359

360

361

363

364

369

371

372

37コ

牛肉
豚肉
合いびき肉
ヨーグル ト

他の乳製品
レタス
カリフラワー

もやし
他の葉茎菜

たけのこ

他の根菜
生しいたけ
他のきのこ

他の野菜のその他

はくさい漬

他の野菜の漬物
他の野菜 ・海草のっくだ煮

他の野菜 ・海草力旺 品のその他
レモン

グレープフルーツ

オレンジ

他の柑きっ類

メロン

いちご
バナナ

他の果物

カレーの素

スープの素

風味調味料
ふりかけ

他の液体調味料
他の調味料

アイスクリーム

他の菓子
弁当類
調理パン

他の主食的調理食品

S62「 魚介の くん製」を分離

S60「 合 いび き肉」を分離

S60「 合 いび き肉」を分離

S38-59「 牛肉」、「豚肉」から分離

S38-59「 他の乳製品 」に含まれる

S60「 ヨーグル ト」を分離

S38,39「 他の葉茎菜」に含 まれる

S38,39「 他の葉茎菜」に含 まれる

S38-43「 他の葉茎菜」に含 まれる

S40「 レタス」、「カ リフラワー 」を分離

S44「 もや し」を分離

S38-43「 他の根菜」に含 まれる

S44「 たけのこ」を分離

S38-43「 他の野菜のその他」に含 まれる

S38-54「 他の野菜のその他」に含 まれる

S44「 生しいたけ」を分離

S55「 他の きのこ」を分離

S38-43「 他の野菜の漬物」に含 まれる

S44「 は くさい漬 」を分離

S38-54「 他の野菜 ・海草加工品のその他」に含 まれる

S55「 他の野菜 ・海草のっくだ煮 」を分離

S38-43「 他の果物」に含 まれる

S38-45「 他の果物」に含 まれる

S46-61「 他の柑きっ類 」に含 まれる

S38-45「 他の果物 」に含 まれる

S46-61「 他の柑きっ類 」に含まれる

S38-45「 他の果物 」に含まれる

S62「 グ レープフルーツ」、「オ レンジ」を分離

S38-54「 他の果物 」に含まれる

S38,39「 他の果物 」に含まれる

S38,39「 他の果物 」に含まれる

S40「 いちご」、「バナナ」を分離

S44「 レモ ン」を分離

S46「 グ レープフルーツ」、「オ レンジ」、「他の柑 きっ類 」

を分離
S55「 メロン」を分離

S38,39「 他の調味料 」に含まれる

S38・一一43「他の調味料 」に含 まれる

S38--61「 他の調味料」に含まれる

S38-61「 他の調味料 」に含まれる

S38-61「 他の調味料」に含まれる

S40「 カレーの素」を分離

S44「 スープの素」を分離

S62「 風味調味料」、「ふ りかけ」、「他の液体調味料 」を

鎌
「他の菓子」に含 まれる

「アイスクリーム」を分離

うなぎの力斗ま焼

しゅうまい

ぎょうざ
やきとり

ハンバーグ

S38,39

S40

S38-54

S38,39

S40

S55

S38・-43

S38--43

S38-61

S38-61

S38-61

「他の主食的調理食品」に含まれる
「他の主食的調理食品」に含まれる

「調理パン」を分離
「弁当類」を分離

「他の魚介加工品のその他」に含まれる
「他の調理食品のその他」に含まれる
「他の調理食品のその他」に含まれる
「他の調理食品のその他」に含まれる
「他の調理食品のその他」に含まれる
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2.印 刷版 「家計 調査年報」 との比較

次に,印 刷物で提 供 されて いる 「家計調査年報 」昭和63年 版(平 成元年版 は今年6月 発行

される)の 目次 を転載 し,FD版 との違 いを比較す ることに したい。

次の表 は,「 家計調査年報」昭和63年 版の 目次であ る。 印刷版の表数 とFD版 に収録 して

ある表数がわか るよ うに左側 に◎印を付 けたので参考に して もらいたい。

昭和63年 家計の概況

統 計 表

主要経済指標

主要家計指標

〔用途分類一]世 帯当たり年平均1か 月間の収入と支出〕

◎ 第1表 長期時系列一全世帯 ・勤労者世帯一全国(昭 和47年 ～63年)

第2表 都市階級 ・地方別一全世帯 ・勤労者世帯

第3表 都道府県庁所在都市別一全世帯 ・勤労者世帯

◎ 第4表 年間収入階級別一全世帯 ・勤労者世帯一全国

◎ 第5表 年間収入五分位 ・十分位階級別一全世帯 ・勤労者世帯 一全国

第6表 世帯主の定期収入階級 ・定期収入五分位階級別一勤労者世帯一全国

◎ 第7表 世帯人員 ・世帯主の年齢階級別一全世帯 ・勤労者世帯一全国

第8表 世帯主の職業別一勤労者世帯 ・一般世帯一全国

第9表 世帯主の産業 ・勤め先企業規模別一勤労者世帯一全国

第10表 世帯類型別一勤労者世帯一全国

第11表 住居の所有関係別一全世帯 ・勤労者世帯一全国

第12表

第13表

第14表

第15表

(標準世帯)年 間収入階級 ・年間収入五分位階級別 一勤労者世帯一全国

(標準世帯)世 帯主の年齢階級 ・住居の所有関係別一勤労者世帯一全国

(住宅ローン返済世帯)世 帯主の年齢階級 ・住居の所有関係別

一勤労者世帯 一全国

(核家族世帯)有 業人員別一勤労者世帯一全国

〔品目分類 一一1世 帯 当た り年間の品 目別支 出金額 購入数量及 び平均価格〕

◎ 第16表 長期時系列 一全世帯 一全国(昭 和41年 ～63年),
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年間収入五分位階級 別一全世帯 ・勤労者世帯 一全国,

世帯主の年齢階級別 一全世帯 一全国

第17表 都市階級 ・地方 ・都道 府県 庁所在都市別(支 出金額及 び購入数量 のみ)

一全世帯 一全 国

〔品目分類 一1世 帯当た り年平均1か 月間の財 ・サー ビス区分別支 出金額〕

◎ 第18表 長期時系列 一全世帯 ・勤労者世帯 一全国(昭 和47年 ～63年),

年間収入五分位階級 別一全世帯 ・勤労者世帯 一全国

第19表 都市階級 ・地方 ・都道府県 庁所在都市 一全世帯

〔世帯分布〕

第20表 世帯属性 ・収入階級別 一全世帯 ・勤労者世帯 一全国

付 表

11世 帯当たり年度平均1か 月間の収入と支出一全世帯 ・勤労者世帯一全国

2主 要項目の季節調整値一全世帯 ・勤労者世帯一全国

3消 費水準指数 一全世帯 ・勤労者世帯 一全国

4用 途分類項目の支出弾力性一全世帯 ・勤労者世帯 一全国

参 考 表

1消 費者物価指数(中 分類)一 全国

2消 費者物価指数(特 殊分類)一 全国

家計調査の概要

1調 査の概要

2用 語の説明

3収 支項目の分類基本原則

4産 業分類表

5家 計調査職業分類表

付 録

1都 道府県,都 市階級別調査対象世帯数

2調 査市町村一覧表

3都 市階級,地 方,大 都市圏別調査市町村数及び調査世帯数(昭 和63年)

4調 査票の様式
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世帯収支票の様式

結果表一覧表

家計調査昭和63年 経緯

収支項 目分類表

印刷版 「家計調査年報」(以 下 印刷版 とい う)は,統 計表 と して用途分類14表,品 目分類

4表,世 帯分布1表,計20表 と主要経済指標 ・主要家計指標の2表,付 表4表,参 考表2表,

その他 に家計の概況 ・家計調査の概要 ・付録が収録 されて いる。一方,FD版 は前節 で述べ

た ように収録 されて いる表の数 は6表 であ る。

次に大 きな違 いにつ いて,第1表 か ら順 に見て い くことに したい。比較す るために以下 に

掲げ る表 は,印 刷版の ほとん どの表が見開 きの表章形式であ るか ら,見 開 き2頁 を縮小 コピ

ー して1頁 に収 め ,FD版 の表 はフロッピーに収録 してあ るフ ァイルの最初の部分 を プ リ

ン トアウ トして縮 小 し1頁 に収 まるよ うに した。表 側項 目が省略 されたよ うに見え るが,

Lotusl-2-3の セル幅 を広 げると前掲別表1の 表側の よ うになる。参考表の掲載順 は,最 初

に印刷版,次 にFD版 の ファイル順 に並べ,左 上 にフ ァイル名を入れた。

第1表 は(全 世帯)と(勤 労者 世帯)に 分けてある。 印刷版第1表 の(全 世帯)は,表 顕

に世帯数 分布 ・集計世帯数 ・世帯人員 ・有業人員 ・世帯主 の年齢(こ こまでの5項 目は収録

してあ る各表 とも皆 同 じであ る)・ 消費支出 ・支 出費 目と横 に並び,98～111頁 までの見開

きの表である。FD版 で は表頭 ・表側が印刷版 と逆の表章形式である。収録年次について は,

年報 は昭和47～63年 までの17年 間であ るが,FD版 は38～63年 までの26年 間で9年 間長 く収

録 してある。

表側は印刷版で は実数が年次系列 ・昭和63年 四半期別 と月次系列,年 次系列の対前年名 目

増加率 ・対前年実質増 加率が一 覧で見ることがで きるが,FD版 で は表頭に年次等31項 目,

表側に世帯数分布 ・集 計世帯数 ・世帯人員 ・有業人員 ・世帯主の年齢 ・消費支出 ・支 出費 目

147行 と並んでお り逆 の表章形式に作成 されてい る。 また,対 前年名 目増加 率 ・対前年実質

増加率が,そ れぞれ別 の ファイルに してある。(前 掲別表1参 照)

第1表(勤 労者世帯)の 表頭 は,収 入項 目を収録 してあ るために真数 も多 くな って いる。

FD版 の表顕 は(全 世帯)と 同 じであるが,表 側 は収入項 目を収録 してあ るために217行 と

大 きな表にな って いる。表側 にっいては,前 掲別表2の ○ 印部分を参照 され たい。データ と

して収録 されて いる ものであ る。
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(全世帯)ヶ月間の収入と支出世帯あた り年平均
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第1表 (全世 帯,月 次系列)

収支項目: 1月 2月 3月 4月 5月

世帯数分布10000

集計世帯数7946
調整集計世9SC63

世帯人員(3.65

有業人員(L59

世帯主の年 租

年間収入(万 円)

驚

米
パ
め
穀
輪
生
塩
魚
他
醐
生
加
柳
牛
乳
卵
縣
生
乾
大
他
期
生
果
櫨
袖
網
轟

主
他
鯛
茶
コ
他
酬
建

学
据

消

f

㎜
曙

濡

瑠
怨

霊

鋤
鍋
㌫

㍑

品
㎜
認

…
鵠

㌫

㍑

器

㍑
鷲

姐
鍋
ぴ
…
晒
㎜

2

10000

7990

997鮪

3.64

1.59

48

㎜璽

竃

羅

麗

麗

晒翼

翼

翼

翼

灘
㎜㎜

10000

7肥7

99769

3.62

1.59

48.3

㎜
㎜
認

…
罐

…
鋼
聡

㍑

鵠

漂

欝

蜘
棚
㍑

撒

㍑

胱
㎜
認

器

認

識

㎜
蒜

㎜
ぴ
四

3

1

1

1

10000

7986
99B85

3.62

1.61

48.4

㌫

…
鵠

㎜
曇

榴

㎜
㍑

㌶

㎜
彊

蜘
卵
㍑

㎜
㎜
棚
品

㌶

霊

…
器

㍑

議

㎝
脚
㎜

2

10000

eOOl
99976

3.63

1.62
48.3

㎜
竃

欝

欝

翼

翼

㎜翼

剛
躁

顕
㎜
曇

難

羅

謂

竃

㎜
㎜

6月

10000

7993

99990

3.61
1.63

48.4

㎜
竃

㍑

欝

灘

竃

㎜
墨

斑
灘

墾

㎜
器
冤

捌
㎜
議

遺

品

7月

10000

7992

99891

3.62
1.62

48.4

㎜蜘
翼

翼

翻

棚
曇

既
墾

蜘
竃

㎜
湖
難

㎜
曇

霞

認
識

㎜
綴

8月

10000

7979

99758
3.63

1.62

48.5

=㎜翼

驚

藷

竃

㎜濃
鑛

認
諾

捌姻㎜議

晒
醐

9月

10000
7987

99846

3.64

1.62

48.4

認

霊

㎜
耀

㎜
器

皿
謂

器

皿
㎜
彊

㎜
酬
溜

温

習

㎜
謡

㎜
認

瀦

㍑

裟

㎜
㎜
晒
㎜

只
U
7

2

1

1

TOIZ-M.WJ2

10月11月12月

10000

7971

抽544

3.随

1.62

48.3

㎜
耀

幾
㎜
品

㎜
㍑
㎜
漂

㌫

漂
㌶

眼
間

温

溜

㎜
㌫

鵠

…
㍑

提

㍑
鵠

㎜
㎜

10000

7974
99658

3.65

1.62

48.1

認
識

㎜
晋

漂

㍑
㎜
㎜
㎜
器

漂
鑑

刷
毘

器

翌

翌

蕊
鵠

袈

裟

㎜
漂
㎜
胸
脚

2

1

1

10000

7988

99777

3.M

1.62
48.2

器
晒
器
㍑

膿

…
㎜
提

㎜
蒜

㎜
㍑

脚
㎜
盤

認

㎜
謡

謬

錯
㎜
認

諾

㎜
蒜

㎜
㎜
㎜

-

1

り
6

3



一
曽

収支項目

第1表(勤 労世帯,年 次系列,実 数)

註:項(項 種)1=実 数,2=対 前年名目増加率,3=対 前年実質増加率,0=そ の他

接(接 続)*=註 参照
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第4表 は,年 間収入階級別表であるが,年 報で は,全 世帯 ・勤労者世帯 と もに,表 頭に年

間収入階級別,表 側 に世帯数分布 ・集計世帯数 ・世帯人員 ・有業人員 ・世帯主の年齢 ・年 間

収入 ・消費支出項 目と全世帯が4頁,勤 労者世帯が収入総額 ・消費支 出を含めた支出総額で

6頁 にわた って いる。FD版 も印刷版 と同 じ表章形式であ る。

第5表 は,表 頭が年間収入五 分位 ・十分位階級別,表 側 に世帯数分布 ・集計世帯数 ・世帯

人員 ・有業人員 ・世帯主の年齢 ・年間収入 ・消費支出項 目の順で,(勤 労者世帯)は,収 入

項 目が収録 されている。FD版 も同 じ表章形式であ る。

第7表 は,(全 世帯)・(勤 労者世帯)と もに,表 頭 に世帯 人員別 ・世帯 主の年齢階級別,

表側が中分類の消費支 出であ る。FD版 は印刷版 と同 じ表章形式 であるが世帯人員別 と世帯

主の年齢階級別 に分 けてあ る。

印刷版の第16表 は(全 世帯 ・勤労者世帯)を 一緒 に して,表 頭 に世帯数分布 ・集計世帯数

・世帯人員 ・有業人員:世 帯主 の年齢 ・消費支 出等 で
,表 側 に昭和41～63年 の年次別 ・63年

の月次別 ・年間収入五分位別(全 世帯 ・勤労者世帯)・ 世帯主の年齢別を見開 き一覧表 に し

て14頁 の構成 であ る。FD版 は(全 世帯)に っ いて表頭 ・表側を逆 に し,印 刷版表側の年次

別 ・月次別 ・年間収入五分位別 ・世帯主の年齢階級別 に表を分け,さ らに金額 ・数量 ・平均

価格表に分 けてある。(勤 労者世帯)は,年 間収入五分位階級別表だけであ る。(全 世帯)

の年次別 は昭和38～63年 で印刷 版よ り3年 前 か ら収録 して ある。

第18表 は特殊分類表で,表 頭 に財 ・サー ビス項 目,表 側 に(全 世帯 ・勤労者世帯)別 の昭

9日47～63年 までの年 次系列 ・昭和63年 の月次系列 ・年 間収入五分位階級別 を一覧表 にまとめ

てあるが,FD版 は,印 刷版の表側 をそれぞれ分 けて表頭 に し,表 側に財 ・サ ー ビス項 目と

して いる。

Lotusl-2-3は 縦8,192× 横256と 広大な ワー クシー トで あるが年報 と同 じように全部が

一覧で きるようにするにはパ ソコンの メモ リーが不足 し動か な くな る可能性があ るか ら実数

と増加率を分けたことは良 い方法であ ると思 う。

3.FD版 による統計 データ提供 の今後の課 題

「家計調査年報」は,家 計収入 との関連で用途分類表か ら消 費者の行動,品 目分類表でそ

れぞれの品 目の消費動 向の分析 に用い られ る。 また,消 費者物価指数の ウエイ トの基礎資料

一122一



(全世帯)か月間の収入と支出
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第4表 (全世帯, 年間収入階級別)
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第4表 (勤労世帯,年 間収入階級別)
To4K .WJ2
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第5表 (全世帯,年 間収入五分位/十 分位階級別)
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第16表(全 世帯,年 次系列,金 額)
Tl6Z-Y1.WJ2註
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第16表 (全世帯,月 次系列,金 額)
T16Z-M1.WJ2

註1項 種1=金 額のみ 、2=金 額 、数量あ り、3=金 額 、数量、平均価格あり、0=そ の他

品目分類=項 種: 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
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第16表 (全世帯,年 間収入五分位階級,金 額) T16Z-51 .WJ2

註:項 種 1=金 額のみ、2=金 額、数量あり、3=金 額、数量 、平均価格あ り、0=そ の他

品目分類:項 種: 平均: 1
年間収入五分位階級
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第16表 (勤労世帯,年 間収入五分位階級,金 額) T16K-51 .WJ2

註:項 種 1=金 額 のみ、2=金 額、数量 あり、3=金 額 、数量 、平均価格あ り、0ニ その他

品目分類:項 種: 平均: 1
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第18表 (全世 帯, 年次系列, 金額)
T18Z-Y .WJ2
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第18表 (全世帯,月 次系列,金 額)
T18Z-M .WJ2

特殊分類(45) 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
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第18表 (全世帯,年 間収入五分位階級,金 額)

T18Z-5

特殊分類(45) 平均 1 II III IV
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として,生 活水準 の指標 と して も利用 されてお り,家 計調査で見 る消費支 出の動向 は総需要

の動向を見 る上 で欠かせないものであ る。

筆者 は数年前 に 「電話料」にっ いて,五 分位階級 ・十分位階級別 に20年 位の時系列表 を作

成す るためにLotusl-2-3の ワークシー トに印刷版の各年報か らデータを入 力 し加工計算を

行 い比較検討 した ことがあ る。各年報か らデー タを入力す るの は大変 な手 間と労 力を必要 と

し,読 み違 いによ る入力間違 い等が発生す る可能性があ る。従 って,こ の よ うなFD版 が提

供 され ることは大 い に結構な ことであ る。

FD版 の 「家計調査年報」を作成す るにあた って,印 刷版 「家計調査年報」のMTか らデ

ー タを フロッピーに落 とし
,落 と したデータをLotusl-2-3に 読 み込み,表 頭 ・表側 を付 け

たとい うことであ るか ら,手 作 りのデータフ ァイルで ある。 このFD版 は平成 元年12月 か ら

現在 まで に大学 ・研究機関 ・企業 ・個入合せて約40セ ッ トが売れた とい うことで ある。 いさ

さか利用者 の数 が少 な いよ うである。 これはFD版 での提供を知 らない人が多 いので はない

か と思 う。 これ だけのデータがフ ァイル化 され,2HDフ ロ ッピー4枚1組 で2万 円は安 い

と思 う。(第3者 提供 は3倍 の6万 円)も っと宣伝 し普及すべ きであ る。

筆者 も次頁の 「フ ロッピーディス ク提供開始 」 とい う案 内が郵送 されて きて初めて知 った

わ けであ るが,こ の 「お知 らせ」は,B5版 の黄色 い紙の表 に収録 デー タの内容 と編成 ・購

入 申込書が,裏 にはデー タファイルの利用約款が 印刷 されてい る。 どの位の数 が郵送 された

かわか らないが,日 本統計協会の会員に送 られた とす るとそれほど多 い数ではないので はな

いだろ うか。 この よ うに書 くと日本統計協会よ りお叱 りを受 けるか も知れないが ,あ らゆる

機会を通 じて,も っと宣伝すべ きではないか と思 う。

このFD版 は,印 刷版 の 「家計調査年報 」を使 いなれた人が利用 し,研 究 目的 に応 じて表

の編成替え や加工計算 を行 うには非常に便利で あ る。数値統計データベ ースを利 用す る人 は
,

印刷版の統計を利用 して いる人が ほとん どであ るか ら,当 然の ことか も知れない。 しか し,

数値統計 にそれ ほど馴 染みがない人やLotusl-2-3に 慣 れていない人 にとって はち ょっと利

用 しに くいのではないか という印象 を受 けた。 それは 「データファイル説明書」 に原因があ

ると思 う。説明書の内容 は前掲 したようにほとん どが フロッピーに収録 されてい る ものであ

るか ら,こ れ ら以外 の 「家計調査」の説明,す なわち,調 査の概要 ・用語の説 明等 が必要で

はないだろ うか。

今後,他 の表 を必要 とす るユーザ もいるか ら,今 回提供 されなか った表 にっ いて も何 らか
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参考1-1

口 お知らせ[コ

フ ロ ッ ピー デ ィ ス ク提 供 開 始

(家計調査年報データ)

◇ パ ソ コ ン を駆 使 して の 家 計 分 析 ・需 要 分 析 等 に最 適 な 資 料 ◇

この た び,家 計 調 査 年 報 デ ー タ の ラ ロ ッ ピー デ ィ ス ク に よ る提 供 を開 始 した の で ・ ご 案 内 い た

し ます 。 デ ー タ は.ロ ー タ ス1-2-3で その ま ま使 え る よ うに編 成 され て い ます の で,パ ソ コ ンで

手 軽 に利 用 す る こ とが で き ます。

☆昭 和63年 家 計 調 査 年 報

【収 録 デ ー タ】

〔用 途 分 類 一1世 帯 当 た り年 平 均1か 月 間 の 収 入 と支 出 〕

第1表'長 期 時 系 列 一 発 世帯 ・勤 労 者llt帯 一 全 国(昭 和38年 ～63年)

第4表 年 間 収 入 階 級 別 一 命世 帯 ・勤 労 者 世 帯 一 全 国

第5表 年 間 収 入 五 分 位 ・十 分 位 階 級 別 一 全 世 帯 ・勤 労 者llt帯 一 全 国

第7表 世 帯 人 員 ・世 帯 主 の年 齢 階 級 別 一 全 世 帯 ・勤 労 者 世 帯 一 全 国

〔品 目分 類 一1世 帯 当た り年 間 の 品 目別 支 出 金額,購 入 数 量 及 び 平 均 価 格 〕

第16表 長期 時 系 列 一 全世 帯 一 全 国(昭 和38年 一一63年)

年 間 収 入 五 分 位 階 級 別 一 全 世 帯 ・勤 労 者 世 帯 一 全 国

世帯 主 の 年 齢 階 級 別 一 命世 帯 一 全 国

〔品 目 分類 一1世 帯 当 た り年 平 均1か 月 間 の 財 ・サ ー ビ ス区 分 別 支 出 金 額 〕

第18表 長期 時 系 列 一 合11ヒ帯 ・勤 労 者1‖:帯一 全 国(昭 和46年 一一63SF)

年 間 収 入五 分 位 階 級 別 一 全 世 帯 ・勤 労 者 世 帯 一 全 国

【フ ロ ッ ピー デ ィ ス ク の 編 成 】

フ ロ ッ ピー デ ィ ス クは4枚 に編 成 さ れ て い ます 。(3.5ま た は5イ ンチ,21・ID)

#1… 第1表,第4表,第5表,策7表

#2… 第16表 の 一 部

#3… 第16表 の 一 部

#4… 第16表 の 一 部,第18表,利 川 上 の 注 意

【適用 機 種 及 び ソ フ ト】

この フ ロ ッ ピー デ ィ ス ク を使 うた め に は,次 の ハ ー ドウエ ア と ソフ トウエ ア が 必 要 で す 。

NECの パ ソ コ ン若 し くは これ と互 換 性 の あ るパ ソ コ ン(記 憶 容 量 が640Kバ イ ト以 上)

ロー タ ス1-2-3バ ー ジ ョン2.1J以 上

【提 供 価 格 】

4那(1ホH20,0001U(第 三 者 』是f共{1‖i↑各{よ60,0001il)

キ … リ… ト… リ … セ … ン

家 計 調 査 デ ー タ フ ロ ッ ピー デ ィ スク購 入 申込 書

昭和63年 家計調査年報FD セ ッ ト

利 川 目的 ア 一般利用

イ 第三者提供利用 〔提供の方法及び範囲: 〕

(財)日 本統計協会データファイル利用約款 を承諾の うえ上記の とお り申 し込みます。

平成 年 月 日

111込者 事業所名

所 在 地

代 表 者

電 話 会員番号

1ー〔

(財)日本統計協会理事長殿
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参考1-2

(財)日 本統計協会 データ ファイル利用約款

1一般利用者用】

利 用者(以 下 「甲」 とい う。)は,財 団法 人 日本統 計 協 会(以 下 「乙 」 とい う。)か ら購 入 す る磁 気 テー プ等 コ ン ピ

ュ ー タ可 読 型 媒 体 に収 録 さ れた統 計 デ ー タ フ ァ イル(以 下 「デ ー タフ ァ イル」 とい う。)に つ い て,こ れ を以 下 に よ り
利 用 します 。

(購 入 の 申 込)

第1条 甲 は,デ ー タ フ ァ イル 購 入 申込 書 に必 要 な事 項 を記入 の上,こ れ を乙 に提 出 し,デ ー タ フ ァ イル を購 入 す る も

の とし ます。

(利 用 形 態)

第2条 甲 は,デ ー タ フ ァ イル を内 部利 用 に限 り利 用 で き る もの と し,第 三 者 に対 して は,デ ー タ フ ァ イル に収 録 され

た統 計 デ ー タ を譲 渡,貸 与又 は その 他の 方 法 に よ り利 用 さ せ るこ とは で きな い もの と します 。

2前 項に定め る 「内部利fi]」とは,甲 が法人であ る場合は当該法人,個 人(個 人企 業等 を含む。)で ある場合は当該

個 人に限ってデー タファイル を内部で利用す ることをいい ます。

3甲 は.デ ータファイル を利用 して,同 ファイルに係 る統計 データを印刷物等 により出版す ることはで きない もの と

します。 ただ し,乙 が許諾 した場合には,こ の限 りではあ りません。

(作業委託}

第3条 叩は,デ ー タファイルを利用す るにあたって必要な作業 を受託棄老等 に行bせ る場合には,当 該受 託業者等 を

充分監督 し,作 業終了後,速 やかにデー タファイル及び その派生物 を返納又は消去 させなければな らない もの としま

す。

(欠陥及び障害等)

第4条 乙は,デ ー タファイルの統計デー タ及び付随 ドキュメン トの内容的欠陥 につ いて,甲 に対 し責任を負 わない も

の とします。

2甲 は,デ ータファイル受領後直 ちにその物理的障害の有無 について検査 を行 う もの とし,検 査の結果,読 み取 りエ

ラー等の物理的障害又は付随 ドキュメン トの乱丁及び落丁等 を発見 した ときは,前 項 の規定 にかかわらず,デ ータフ

ァ イル受 領後14日 以内 に.乙 に対 してデータ ファイル等の交 換を要求す るこ とがで きるもの とします。

(その他)

第5条 甲が本約款 に違反 した場合には,乙 は甲に対 し,デ ー タファイルの利用 を禁止する措置を執 るこ とがで きる も
の とします。

2甲 と乙は,本 約款に定めの ない事項及 び本約款 に定め る条項の解釈 について疑義又は紛争が生 じた ときは,信 義誠

実の原則の下 に協議の上,こ れを解決す る・もの とします。

【第三者提供利用者用】

上 記 の うち,第2条 を下 記 第2条 及 び 第3条 の とお り と し,第3条,第4条 及 び第5条 を それ ぞれ 第4条,第5条 及

び 第7条 とし,第5条 の次 に下 記 の 第6条 を挿 入 す るb

(利 用形 態)

第2条 甲 は,購 入 した デ ー タ フ ァ イル につ い て内 部利 用 の ほ か.乙 の 許 諾 を受 け て第 三者 提 供 を行 うこ とが で き る も

の と し ます。

2甲 は,デ ー タ フ ァ イル を利 用 して,同 フ ァ イル に係 る統 計 デ ー タの 単 純 な 複 製物 又 は こ れ に準 ず る もの を印 刷物 等

に よ り出 版 す る こ とは で きな い もの と します。 た だ し,乙 が 許諾 した 場 合 に は,こ の 限 りで はあ りません 。

(定鋤

簾3条 前 条 第1項 に定 め る 「内 部 利用 」 及 び 「第 三者 提 供 」 の 定義 は 次 の 各 号 の とお りと します。

(1}「 内 部利 川 」 とは,甲 が 法 人 で あ る場 合 は 当該法 人,個 人(個 人企 業 を 含 む。)で あ る場 合 は 当該 個 人 に限 っ て

デ ー タ フ ァ イル を内 部で 利 川 す るこ とをい い ます。

(2}「 第三 者提 供」 とは,デ ー タ フ ァ イル に収 録 さ れ た統 計 デ ー タを編 集 ・加 工 した もの につ い て,こ れ を第 三 者に

対 し,譲 渡 若 し くは 貸与 す る こ と又 は その他 の 方法 に よ り利 用 させ るこ とを いい ます。 た だ し,提 供 を受 けたデ ー

タ フ ァ イル 又 は その 単純 な複 製物 若 し くは こ れに準 ず る もの を第 三 者 に譲 渡 若 し くは貸 与 又 は その 他の 利 川 方法{二

よ っ て提 供 す る こ とはで き ませ ん。

(利 川 状 況 の 調 査 】

第6条 甲 は,乙 が 定期 的 に行 うデ ー タ フ ァ イル の 利 用状 況 に関 す る調 査 に対 し,購 入 したデ ー タ フ ァ イル の 利 川状 況

に つ い て回 答 す る もの と します。

蕊 醗羅 煕灘 曇=↓胸 当
,__1

財 団 法 人 日 本 統 計 協 会 東京都新宿区新宿7-2-1学 友社ビノレ2階

統 計 デ ー タ サ ー ビ ス セ ン タ ーTEL(03)202-1493(代)FAX(03)202-1942
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の方法で提供 される ことを希望す る。 また,一 度FDで 提供 され ると新 しいデータをどのよ

うに して追加 して い くのかとい う問題が生 じる。1年 や2年 位のデー タな らばユーザ 自身が

印刷版 か ら入力す ることもで きるが何年分 もとなるとち ょっと大変であ る。 この点 にっいて

も考慮 され るよ う願 いたい。

アメ リカで はフロ ッピーでのデータ提供が数多 くあ り,サ ンプル版が提供 されてお り,カ

タログ等で宣伝 している。 わが国で もフロッピーに落 とせ る各種統計か らFD版 を作成 し提

供 され ること強 く希望す る。 フロッピー版で提供す ることによ って数値統計 データベースの

利用が広ま ってい くと信 じている。

Lotus1-2-3は,日 本語版 を発売以来約30万 セ ッ ト売れてい るとい うことであ る。隠れユ

ーザをいれ ると約100～150万 人のユ ーザがい ると思われ る
。従 って,Lotusの データファ

イル と して作成 されたのか も知れないが,拡 張子 がWJ2で あ るか ら,R2.1J或 いは,最 近バ

ー ジ ョンア ップされたR2 .2Jを 持 って いなけれ ば利用す ることがで きな い。 もっとも,Lotus

1-2-3の 正規 ユーザが対象 ということであれば別で あるが,必 ず しも全正規ユーザがバー ジ

ョンア ップ しているとは限 らない。 また,最 近のMultiplanVer.4.1やExcel,Success等

はLotusの データフ ァイルを読 み込む ことがで きるか ら,こ れ らの ソフ トで利用す ることも

可能 である。 「家計調査年報」はデー タと して利用す る機会の多い統計であ るか ら,ど のパ

ソコンで も利用で きるよ うにデータファイルはテキス トスタイルのフ ァイルでの提供が良 い

ので はないかと思 う。 テキ ス トファイルであれば表計算 ソフ トが無 くともデータを読む こと

がで き,パ ソコンの機種が違 って もほ とん ど読み取 ることがで きるか ら統計 データの扱 いに

なれて いな くとも利用で きるよ うにな るので はな いか と思 う。今後 どのよ うな数値統計 デー

タが フロッピーで提供 され るか期待 したい。

参 考 資 料

[1]総 務庁統計局,「 家計調査年報」昭和63年,平 成元年6月 。

[2](財)日 本統計協会,統 計 デー タサー ビスセ ンター,「 家計調査年報 」FDセ ッ ト。

平成元年12月 。
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皿.米 国 商 務 省 デ ー タ ベ ー ス 情 報 と わ が 国 官 庁 統 計 情 報

米国の データベー スは1950年 代後半,政 府内部利用 目的で構築 され たのが始 まりであ る。

その10年 位後 に民 間の業者が このデ ータベースを利用 して販売 したのが商用 データベースの

始 まりであ る。

わが 国では株価 ・企 業財務等の"MT"が 発売 されたのが1970年 ,オ ンライ ン ・サー ビス

の商用 データベー スが始 め られたの は1974年 であるか ら20年 を経 た ことにな り
,米 国 とは約

10年 の差があ る。

わが国の統計 は世界の中で最 も進んでいると言われてい るが ,デ ー タベースの歴 史が米国

よりは浅 い とはいえ,数 値統計データベ ー スの利用 は,こ の数年 間に若干進んだかと,い う

程度で はないか と思 う。パ ソコンや ワー クステー ション等の普及が進み ,企 業での文献情報

・特許情報等 はオ ンライ ン ・CD -ROM・ テープでの利用が進んで いる中で
,わ が国の数

値統計 の利用 は欧米諸国 と比較す るとそれ程普及 してい るとはいえない。

データベ ース利用 の普及の度 合いの違 いは,所 在を示す情報にあるので はないか という気

がす る。 そ こで,米 国商務省`BureauoftheCensus'発 行の"CensusCatalog&Guide

1989"と わが国の官庁統計デー タベ ースに関す る情報 との比較 を試み ることに したい
。

1.℃ensusCatalog&Guide1989"の 内 容

こ の カ タ ロ グ の 内 容 はA4判412頁 で,表1"CensusCatalog&Guidel989"の 目 次 の

よ う に"HowtoUseThisCatalog"に 始 ま り ,"lntroduction"で こ の カ タ ロ グ と セ ジ

サス局のサー ビス内容並 びに分野別にそれぞれの報告書 ・データフ ァイル等 の説明で構成 さ

れてい る。全部 を要約す ることは大変 な時間 と労力を必要 とす るので ・"Introduction"を 要

約 し内容眺めてみたい。 なお,こ の カタ ログは数値統計 だけて はな くあ らゆるデータベース

に関す る情 報である。

表2は"Introduction"の 目次を翻訳 した ものである。 これを見て もわか るよ うに,こ の

カ タログの特色 ・最新情報 ・注文の方法 ・デー タ等の入手先 ・調査記録 の機密性 ・個人記録

一147一



表1
"CensusCatalog&Guide1989"の 目 次

Contents

HowtoUseThisCatalog-insidefrontcover

Introduction-P.1

ProductOvervieW-p.7

GeneralandReference-p.25

Agriculture-p.47

Business-TradeandServices-p.55

ConstructionandHousing-p.79

ForeignTrade-p.95 、

Geography-p.113

Governments-p.119

1nternational-p.133

ManufacturingandMineralIndustries-p.145

Population-P.189

Transportation-p.225

SpecialSection

1980CensusofPopulationandHousing-p.229

DataProductsIssuedJuly・December1988-p.293

Appendixes

A.SubscriptionInfbrmation-p.299

B.SourcesofAssistance-p.305

C.FactfindersonDataResources-p.343

TitleIndex-p.379

SubjectIndex-P.393

0rderingProducts-p.411

0rderForms-f()llowingp.412
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のサー ビス ・特別サー ビスの方針 ・特別セ ンサ スと細 か く記 されて いる。 これ らの内容を順

に見て い きた い。

表2
"1ntrodu

ction"の 目 次

本書の特色

最新情報か ら遅れないために

注文の方法

セ ンサスデータフ ァイル ・報告書 とサー ビス,そ の他の入手先

寄託図書館

国勢調査統計区域委員会

商務 省 ・国際 貿 易 局

セ ンサ ス ・ビ ュー ロー

セ ンサ ス ・ビュ ー ロー

調査記録の機密性

一 各地域 にあ る情報サ ー ビスセ ンター

国勢調査の個人記録サー ビス

特別 サー ビスを行 うにあた っての方針

仕事の優先順位

特別サービス提供の条件

特別 セ ンサ ス
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(1)本 書 の特 色

本"CensusCatalogandGuide:1989"(第44版)は,セ ンサ ス ・ビュー ローで 提 供 して

い るプ ログラ ムや るサ ー ビスす べ て につ いて ま とめ た要 覧 で,詳 しい利 用 案 内 も掲 載 して あ

り,1980年1月 ～88年6月 まで に発 行 され た フ ァイ ル ・報 告 書(報 告 書,機 械 読 み 取 り フ ァ

イ ル,マ イ クロ ・コ ン ピュー タ ー用 デ ィ ス ク,マ イ クロ フ ィ ッシ ュ及 び地 図)が 説 明 されて

い る。 ただ し,1977年 の経 済 セ ンサ ス及 び政 府 セ ンサ ス と1978年 の農 業 セ ンサ ス は除 か れて

い る。 また,最 後 の 章 に は,1988年7月 か ら12月 に発 表 され た もの の リス トが あ る。("the

MonthlyProductAnnouncement"に 掲 載 され た もの にっ いて は,次 の 「最 新情 報 か ら遅 れ な

いた め に」 の項 で説 明 して い る。)

この カ タ ログ/ガ イ ドに は,マ イ クロ フ ィ ッシ ュか ら印 刷 され た報 告 書 や 地 図の 大 部 分 と

1980年 代 のす べ て の デー タ フ ァイ ルを 網 羅 して い る。 本 書 は,新 しい号 が 発 行 され る度 び に

新 た な情 報 を付 け加 え る方 法 を と って い るた め,こ の カ タ ロ グの最 新 号 が あ れ ば1980年 か ら

1988年 まで に発 行 され た もの を参 照 す る必 要 はな い 。

また,例 え ば,"ProductOverview"の 章 の一 連 の フ ァイル ・報 告書 につ いて の グ ラ フの

よ うに,利 用 の際 の案 内 も掲 載 して お り,さ らに,役 に立 つ と思 わ れ る多 くの 情報 源 を付録

につ けて い る。 その 章 の始 め に,"FactfinderfortheNation"シ リー ズの 掲 載論 文 か ら

の重 要 情 報 もあ わ せ て 載 せ て い る(GeneralandReferenceの 章 の 要 約76を 参 照 さ れ た

い。)

大 部 分の フ ァイ ル ・報 告 書 は,農 業 ・ビ ジネ ス ・対 外 貿 易 な ど の よ うに分類 して あ る。 た

だ し,"SpecialSection"に は,1980年 「人 口 ・住 宅調 査 」以 後 のす べ て の もの を載 せ て

い る。

カ タ ロ グ/ガ イ ドには,そ の 他,多 くの ユ ーザ に役 立 っ と思 わ れ るよ うな もの も含 め て い

る。 この号 よ り初 めて主 題 索 引 に加 え て,全 部 の題 目索 引 も付 した が,少 し小 規 模 な デ ー タ

フ ァイル の題 目索 引 は除 い て あ る。 また,1980年 以 前 に出 され た コ ンピ ュー ター ・テ ー プ も

除 いて あ る。

要 約 には索 引 を使 いや す くす るため に番 号が 付 い て い るが,こ の 番号 は号 が 変 わ って も多

くの場 合 同 じで あ る。 しか し,こ れ らの 番 号 はデ ー タ フ ァイ ル ・報 告書 を注 文 す る際 の 番号

で は な い。

題 目の 前 に付 して あ る印 は,デ ー タ ・フ ァイルか マ イ ク ロ フ ィ ッ シュで あ るか を示 して い

る。 コ ン ピュー ター ・テ ー プに は㊥ を,フ ロ ッピー ・デ ィス クに は■,読 み取 りの み の コ ン
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パ ク ト ・デ ィ ス ク(CD-ROM)は ◎,マ イ ク ロ フ ィ ッシ ュの形 で 発行 され た ものの 場 合 は■ で

示 して あ る。 印 刷 され た報告 書 の 場合 は,セ ンサ ス ・ビュー ロー で マ イ ク ロフ ィ ッ シュで 手

に入 る。 セ ンサ ス ・ビュ ー ローの オ ンラ イ ン情 報 サ ー ビスであ る"CENDATATM"を 供 給 して

い る民 間 企 業 を通 して オ ンライ ンで手 に入 るデ ー タ も記 して い る。

本 カ タ ログ/ガ イ ドで は,初 め て紹 介 す る もの も し くは,大 事 な新 しい情 報 につ いて は,

デ ー タ名 を大 文 字 で 書 いて あ る。 そ れ以 外 の デ ー タ名 は,"Citedinthe1988Catalog"

に続 けて 小 さな文 字 で 書 か れて い る。 力 夕 ロ グ/ガ イ ドで は,入 手可 能 な最 新 の もの につ い

て述 べ て い る。 古 いデ ー タ名 にっ いて は内 容 を説 明せ ず,デ ー タ名 を 引用す るに とどめ て い

る。 注 文 方 法 につ いて は,新 旧含 め てす べ て の もの につ いて掲 載 して あ る。

(2)最 新 情 報 か ら遅 れ な いた め に

カ タ ログ/ガ イ ドの 情 報 を最 新 の もの に して お くため に は,セ ンサ ス ・ビュー ローか らフ

ァイル ・報 告 書 等 が 発 行 され る と補 足 の 出 版 物 で あ る,"MonthlyProductAnnouncement

(MPA)"を 購 読 す る と よい。 以下 に,"MPA","CensusandYou"(以 前 は"Data

UserNeWs"と 題 され て いた月 刊 の ニ ュース レタ ー)と セ ンサ ス ・ビ ュー ロー か ら出 され て

い る他 の 情 報 源 を 簡 単 に説 明 して お く。

MPAは,セ ンサ ス ・ビュー ロ ーのす べ て の デ ー タ フ ァイル ・報告 書(大 部 分 が,出 版物,

デ ー タフ ァイ ル とマ イ ク ロ フ ィ ッシ ュで あ る)を 載 せ て お り,注 文 に関 す る情 報 も含 み,注

文書 も付 いて い る。 カ タ ロ グ/ガ イ ドと は違 って,す べ て の デ ー タ フ ァイル ・報 告 書 にっ い

て説 明 して い るわ けで は ないが,そ れ ぞれ の号 で1っ 或 いは2っ の新 しいデ ー タ フ ァイル ・

報告 書 にっ いて 記述 して い る。MPAに は30日 間 に渡 るデ ー タ フ ァ イル ・報 告書 を載 せ て い

るが,そ の 期 間 を 含 む 年 刊 の カ タ ロ グ/ガ イ ドが 発 行 され た時 には,MPAは 処 分 して 差 し

支 え な い。 例 え ば,カ タ ロ グ/ガ イ ドの この版 を使 用 して い る人 た ち は1989年2月 号 も し く

はそれ 以 前 の もの を 参 照 す る必 要 はな い。 この版 は,1988年12月 まで に出 され た デ ー タ フ ァ

イル ・報 告 書 を 含 ん で い るか らで あ る。

デ ー タユ ーザ ー は,下 記住 所 また は電 話番 号 にて カス タマ ーサ ー ビス に連 絡 を とれ ば,M

PAを 無 料 で受 け取 る こ とが で き る。(MPAの よ うな リス トは,ほ ぼ 毎 日改訂 され て い る

か ら,"CENDATバ を 利 用 して オ ンラ イ ンで 得 る こ とが で き る。"CENDATA"に っ いて は,次

項 の 「注 文 の 仕方 」 で説 明す る。)

"C
ensusandYou"は 月刊 の ニ ューズ レターで,1988年 の 春 まで は,"DataUserNews"
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と題 され て い た もの あ る。 セ ンサ ス ・ビュ ー ロ ーか ら発 行 され てお り,新 しい統 計 上 の 発 見,

新 しいセ ンサ ス ・ビュー ロー の デ ー タ フ ァイ ル ・報 告書,セ ンサ ス ・サ ーベ イ計 画,セ ンサ

ス ・ビュー ローや ス テ イ ト ・デー タ ・セ ンタ ーの 新 し くな った サ ー ビスや,ま た,デ ー タユ

ーザ ー に影 響 す るよ うな他 の プ ロ グ ラム の 進 展 につ いて情 報 を流 して い る。 ま た,他 の 連 邦

政 府 官 庁 か ら出 され て い るデ ー タや サ ー ビス につ いて の ニ ュース も含 ん で い る。

読 者 は"CensusandYou"を 年 刊12ド ル で"GovernmentPrintingOffice"(政 府 印 刷

局)を 通 して購 読 す る こ とが で きる。 購 読 の た め に は,"OrderingProductssection"で

入手 で き るrGPO注 文 書 」 を使 用 す る。(章 末 付 録参 照)

最 初 の セ ンサ スか ら1972年 までの セ ンサ ス ・ビュ ー ローの 出版 物 の 記 録 は,"theBureau

oftheCensusCatalogofPulbications1790-1972"に 収 録 され て い る。 この 本 は,前

に出 版 され た"CatalogofUnitedStatesCensusPublications,1790-1945"を"the

BureauoftheCensusCatalogofPublications1790-1972"と 合 本 した もの で あ る。 これ

は,カ ス タマ ーサ ー ビス か ら8ド ルで 入 手 す る ことが で き る。1970年 代 以 後 の 年 に つ いて は,

そ の年 に出 た もの だ け が掲 載 されて い る年 刊 の セ ンサ ス ・ビュー ロー ・カ タ ロ グが あ る。 こ

れ らは,絶 版 とな って い るが,マ イ ク ロフ ィ ッ シ ュの 形 で,も し くは マ イ クロ フ ィ ッシ ュか

ら作 った印 刷 物の 形 で カス タマ ー サ ー ビス か ら発 行 され て い る。 ま た,図 書 館 に よ って は こ

れ らの カ タ ロ グを参 考 に供 す るた め に所 蔵 して い る ところ もあ る。(下 記,"OtherSources

ofCensusProductsandServices"を 参 照 。)

セ ンサ ス ・ビュー ローか ら出 され て い るデ ー タ フ ァイル ・報 告書 や提 供 され て い るサ ー ビ

ス にっ いて さ らに詳 しい情 報 が 必 要 な 方 は,CustomerServices,BureauoftheCensus,

Washington,D.C.20233(電 話301/763-4100)に 問 い合 わ せ られ た い。

(3)注 文 方 法

この 項で は,セ ンサ ス ・ビュー ロー の デ ー タ フ ァイ ル ・報告 書 を どの よ うに注 文 す るか に

つ いて4つ の主 な形 で 説 明 す る。 主 な形 と は,印 刷 され た 報告 書,コ ン ピュー タ ー ・テ ー プ,

マ イ クロ フ ィ ッシ ュ とマ イ ク ロフ ィ ッシ ュか ら作 成 した印 刷物 で あ るが,こ の他 に,後 に紹

介 す る よ うに幾 つ かのr青報 は,オ ンラ イ ンで 入 手 で き,幾 つ かの デ ー タ フ ァイ ル は マ イ ク ロ

コ ン ピュー ター用 の デ ィス クや コ ンパ ク トデ ィ ス クで 入手 で きる。

通 常,出 版物 は"GPO"(政 府 印 刷 局)ま た は,本 屋(付 録Bを 参 照)に,デ ー タ フ ァ

イ ルや マイ ク ロフ ィ ッシ ュ ・印刷 物 は カ ス タ マ ーサ ー ビス に注文 す る。 例 外 に つ い て は,そ

一152一



れ それ の 要約 の 中 で記 して い る。

注 文 にっ いて もっ と詳 細 に知 りた い場 合 は,カ タ ログ/ガ イ ドの 巻 末 に っ いて い る"the

OrderingProduct"を 参 照 され た い。 注文 書 も何 枚 か付 けて あ る。GPOの 出版 物 や他 の

デ ー タ フ ァイル ・報 告 書 を注 文 した い時 は,GPOの 注文 書 を使 用 され た い。 また,セ ンサ

ス ・ビュ ー ローの 出版 物 を求 め る時 に は,カ ス タマ ーサ ー ビス の(出 版 物用)注 文 書 を使用

され た い。 コ ンピ ュー タ ー ・テ ー プ,コ ンパ ク トデ ィス ク,デ ィス ク,技 術 的 な書 類 マ イ

ク ロ フ ィ ッシュ,マ イ クロ フ ィ ッシュか ら印刷 され た もの に は,カ ス タマ ーサ ー ビスの(マ

イ ク ロ フ ィ ッシ ュ とデ ー タ ・フ ァイル 用)注 文書 を使 用 され た い。"theOrderingProduct"

で は,ま た,セ ンサ ス ・ビュー ローで 売 られ て い る地 図の 注 文 方 法 に っ いて も合 わ せ て説 明

して い る。

加 え て,一 般 に注 文 の 際 に は,支 払 い も一緒 に されね ば な らな いが,幾 つ かの 便 利 な方 法

に つ いて も"theOrderingProduct"で は,紹 介 して い る。 例 え ば,GPOで は,多 くの

シ リー ズ 物 の 出 版 物 に や"CensusCatalogandGuide"予 約 の た め の"standingorder

service"を 用 意 して い る。GPOで は,そ の 出版 物 が 印刷 され るとす ぐに 自動 的 に注 文 物

を 配 付 す る。 これ に よ って,多 くの場 合,購 入 者 は(注 文 して か ら出版物 を手 に い れ る まで

の)数 週 間 を節 約 で きる。 よ り詳 しくは,"theOrderingProduct"のGPOの"standing

orderservice"の 紹 介 を 参 照 され た い。

カ タ ロ グ/ガ イ ドに掲 載 され て い るデ ー タ フ ァイル ・報 告 書 す べ て の価 格 と残 部 の 有無 は,

1988年 後 半 に確認 され た もの で あ る。 そ の後,変 わ って い る ことが あ り うるの で,後 ろ表 紙

の 内 側 に掲 載 してあ る電 話番 号 でGPOか セ ンサ ス ・ビ ュー ロー に問 い合 わ せ た方 が よい で

あ ろ う。

セ ンサ ス ・ビ ュー ロー で は,1968年 以 後 に発 行 され た他 の物 に加 え て ,カ タ ログ/ガ イ ド

に 掲 載 され て い る大部 分 の 出版 物 の マ イ クロ フィ ッシュ(ま た は,マ イ クロ フ ィ ッシ ュか ら

作 成 した 印刷 物)を 販 売 して い る。 カ タ ロ グ/ガ イ ドで は,GPOで 販 売 され て い る時 か,

報 告 書 が絶 版 にな りマ イ ク ロフ ィ ッ シ ュで販 売 されて い る時の み マ イ ク ロ フ ィ ッシ ュにつ い

て述 べ て い る。他 の 出 版 物 の マ イ クロ フ ィ ッシ ュの有 無 に つ いて は,カ ス タ マー サ ー ビスに

問 い合 わ せ られ た い。 お お よその 目安 で,ほ とん どの場 合90頁 の 報 告 書 は1枚 の マ イ クロ フ

ィ ッ シュ に収 ま って しま う。"theOrderingProduct"の 項 に は価格 も載 せ て あ る。

購 読 す る こ との で き る シ リーズ もの の 出版 物 は,要 約 に記 して あ る他,付 録Aの 一 覧表 に

載 せ て あ る。
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幾 つ か のデ ー タと情 報 は セ ンサ ス ・ビ ュー ロー の オ ンラ イ ン ・デ ー タ ・システ ム ・で あ る,

"CENDATA-一 を通 して得 る こと もで き る
。 も し,あ るデ ー タ フ ァイル ・報 告 書が(全 部 も し

くは一 部)オ ンラ イ ンにの って い る時 に は,こ の章 末 の 図1に 載 せ て あ り,ま た要 約 に も記

して あ る。 情 報 サー ビス会 社 の"CompuServe"と"DIALOG"が 顧 客 に対 して"CENDATA"を

提 供 して い る。"CENDATA"の 内容 とオ ンラ イ ンサ ー ビスに つ いて も っと詳 しく知 りた い場

合 に は,下 記 に 問 い合 わ せ られ た い 。

CompuServe

800/848-8199

DIALOGInformationServices

800/334-2564

また,内 容 につ いて だ け の 問 い合 わ せ の 場合 に は,

DataAccessandUseStaff

DataUserServicesDivision

BureauoftheCensus

Washillgton,D,C,20233

301/763-2074

に問 い合 わせ られ た い。

セ ンサ ス ・ビュー ロー の デ ー タ フ ァイ ル ・報告 書 にっ いて 質 問 や意 見 が あ る場 合 に は セ ン

サ ス ・ビュー ロー に連 絡 を 頂 きた い。 カ タ ロ グ/ガ イ ドの 内 容 に 関 す る もの に つ いて は,

"th
eDataAccessandUseStaff"(上 記 参 照)に 書 状 も し くは301/763-1584に 電 話 に て

問 い合 わせ られ た い。 デ ー タ フ ァイル ・報告 書 の残 部 や販 売 関 連 の情 報 に つ いて は,カ ス タ

マ ー サ ー ビス,電 話301/763-4100に 問 い合 わせ られ た い。 ま た,デ ー タ フ ァイル ・報 告書 の

内 容 に つ いて は,適 当な専 門 家(付 録Bの"theCensusBureau-Wasllington"と い う リス ト

を参 照)ま た は,次 に紹 介 す る他 の役 に立 つ情 報 源 に連絡 され た い。

(4)セ ンサ スデ ー タ フ ァイル ・報 告 書 とサ ー ビスの 入 手 先

ユ ーザ は,全 国 いろ い ろの 場 所 で セ ンサ ス ・ビュー ローの デ ー タ フ ァイル ・報告 書 を購 入

した り,参 照 した り,ま た,専 門 家 と相 談す る こ とが で きる。 次 の項 で は,幾 つ か の役 立 っ

情 報 源 にっ いて簡 単 に説 明す る。 あ わ せ て,地 理 的 な統 計 区 域 を 定 め る重 要 な役 割 を 果 た し

て い る,各 地 方毎 の"censusstatisticalareacommittee",に つ い て も説 明 して あ る。
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付 録Bは,統 計 デ ー タフ ァイル ・報 告 書 また は サー ビスを提 供 して い る多 くの 団 体 の一 覧 で

あ る。"theAssociationofPublicDataUsers"よ り リス トの 提供 が あ った の で ,他 の連

邦政 府 の所 轄 官 庁 もそ の リス トに収 録 されて い る。

1)寄 託 図 書 館

セ ンサ ス ・ビュー ローの 資 料 に つ いて 知 る こ とので き る最 も貴 重 な情報 源 の1つ に
,数 年

前 に議 会 によ って 設 立 され た連 邦 寄 託 図 書館 が あ る。 指定 され た図 書館 はユ ーザ が必 要 とす

るで あ ろ う連 邦 政 府 出版 物 を(政 府 印刷 局 か ら)受 け取 る ことを 選ぶ ことが で き る
。 この シ

ステ ム は,現 在1,300以 上 もあ る図 書館 の うち,ほ とん どの 図書 館が 少 な くと も幾 つ か の セ

ンサ ス ・ビュー ロー の 出版 物 を 受 け取 って い る。 さ らに120の 寄 託 図 書 館 は
,参 考,研 究 用

に集 め られ た 出版 物 が便 利 な 場所 に置 か れ て い るよ う注 意 して い る
。

この2っ の寄 託 シス テ ム内 に あ る図 書 館 は付 録Bに 一 覧 表 に ま とめ て あ る
。連 邦 寄 託 図書

館 に は,セ ンサ ス ・ビュー ローの 出版 物 を ほ とん ど,も しくは,ま った く置 い て な い と ころ

もあ る の で,利 用 す る前 に確 認 す る こと を勧 め る。

この 他 に も,次 に説 明す る計画 や団 体 を通 して ,セ ンサ ス ・ビュー ローの 出版 物,マ イ ク

ロフ ィ ッシ ュや コ ン ピ ュー ター ・テ ー プを購 入 した り,参 照 した りす る こ とが で き る。

2)StateDataCenterProgram(州 デ ー タセ ンタ ー計 画)

セ ンサ ス ・ビュー ロー は,統 計 情 報 が 一般 の 人 に もっ と簡 単 に利用 で きる よ うに1978年 に

"theStat
eDataCenterProgram"を 開始 した。 この計 画 に は,現 在 ,す べ て の州,コ

ロ ン ビア地 区,プ エ ル トリコ とヴ ァー ジ ン諸 島 が入 って い る。 セ ンサ ス ・ビュー ロ ーは,デ

ー タ フ ァイ ル ・報 告 書 を 供給 し
,デ ー タ ・ア クセ スや使 用 の た めの 訓 練,ま た技 術 的 な援 助

を 行 い,州 に対 し相 談 も行 って い る。 代 わ りに州 は,州 内 の コ ミュニ テ ィーの 指 導者 ,計 画

担 当者,企 業 家 や その 他 の 人 々 に対 しデー タフ ァイル ・報 告 書 や 援 助 の 供与 を 行 う。

それ ぞ れ の"StateDataCenter"(SDC)の 組織 は,州 毎 に い ろ い ろで あ るが ,主

要 州立 大 学 か州 立 図書 館 も しくは そ の両 方 と,州 の 公立 図 書 館,商 工 会 議所 や地 域 の計 画 担

当 の役 所 の よ うな幾 つ かの 関連 団 体 とと もに,主 要 な州 の行 政 ・計 画 担 当官 庁 が 含 まれ る。

SDCに 属 す る団 体 や 関 連 団体(全 体 で1,300を 超 え る)を 州 毎 に一一－eeに した ものが 付 録B

にあ る。 ま た,"CensusandYou"に は,時 々改訂 され るSDCの 主 要 官 庁 の最 新 の リス ト

が掲 載 され て い る。

セ ンサ ス ・ビュー ロ ーで は,1988年2月 に"theBusiness/IndustryDataCenter(BI

DC)PilotProject"と い う新 しい計画 を始 め た。27のSDCが ,デ ー タユ ー ザ ーを 援助

一155一



す る こ とを通 して,州 の 経 済 に利 す るた め に,そ の よ うな プ ログ ラ ムを い か に利 用す るか に

っ いて の計 画 を ま とめ た企 画 案 を提 出 した 。 その 中 の15の 企 画案 が 選 ば れ,そ の 企 画 を た て

た州 は このパ イ ロ ッ ト計 画 に属 して い る。 これ らの州 は,州 の経 済 開発 を一 層押 し進 め る援

助 をす るため に セ ンサ ス ・ビ ュー ロー と他 の連 邦 官 庁 か ら経 済 デ ー タや援 助 訓練 を受 け と

って い る。(参 加 官 庁 は,付 録BのSDCの リス トの 中 に記 載 され て い る。)も し,こ の パ

イ ロ ッ ト計画 が うま く行 けば,セ ンサ ス ・ビュー ロー はBIDC計 画 を拡 張 して 全州 を含 め

た い と考 え て い る。

3)NationalClearinghouse

"N
ationalClearinghouseforCensusDataServices"は,セ ンサ ス ・ビュー ローで

作 成 された統 計 デ ー タや 関連 デ ー タ フ ァイ ル ・報 告 書 を 入手 した り,使 用 した りす る時 に特

別 の 援 助を必 要 とす るユ ーザ の た めの 参 考 サ ー ビスで あ る。 この ク リア リ ングハ ウス と登 録

した団 体 は,セ ミナ ー や ワー クシ ョップの よ うな情 報 提 供 の サ ー ビスか らテ ー プ ・コー ピー

や 地理 的 な略 号 付 けな どの技 術 的 な サ ー ビス まで 行 って い る。 た だ し,こ れ らの 団体 は,セ

ンサ ス ・ビュー ロー に よ って,認 可 した り,設 立 した り,援 助 した り して い る もの で はな い 。

おの お のの 団 体が,そ れ ぞれ に運 営 の 方 法 や,価 格,サ ー ビス利 用 資 格 を定 めて い る。 付 録

Bに これ らの 団 体の リス トを載 せ て お い た。

4)CensusStatisticalAreasCommittees(調 査統 計 区 域 委員 会)

・`CensusStatisticalAreasCommittees"(ま ,"thecensusstatisticalareas

program"に 興 味 を持 って い る地 域 の デ ー タユ ー ザ ーで 構 成 されて い る。 これ らの 委員 会 は,

すべ て の大 都市 統 計 区域 と他 の 幾 つか の郡 に所 在 して い る。 委 員 は,計 画 担 当者 経 営者 代

表,政 府官 庁,報 道 機 関,マ イ ノ リテ ィ団体 と関 連 団 体 を含 み,そ の コ ミュニ テ ィ内 の デ ー

タユ ー ザを代 表 す る。 各地 域 の"CensusStatisticalAreasCommittees"は,地 理 的 な

統 計 区 画を定 め るた め に重 要 な役 割 を 果 た して い る。 委 員 会 は,統 計 の 報 告単 位 の境 界 を推

薦 した り認 可 した りす る。 これ らの地 理 的 な統計 単 位 に は,調 査 区画,調 査指 定 場 所 そ し

て調 査 対象 郡 内の 区 画 が あ る。

そ れぞ れ の地域 の委 員 会 は,調 査 統計 区 域 の キ ーパ ー ソ ンを調 査 担 当局 と これ らの計 画 担

当の 委員 会 の 間の連 絡 係 と して選 ぶ 。 キ ーパ ー ソ ンを知 るた め に は,近 くの セ ンサ ス ・ビ ュ

ー ロ ー支部 に問 い合 わせ られ た い。(付 録Bの 地 域 情 報 サ ー ビスの リス ト参 照)

5)DepartmentofComlnerce,InternationalTradeAdministration(商 務 省,国 際 貿

易 局)
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商務 省 は多 くの大 都 市 に支 所 を も って い る。 主 に経 営 者 の ため の サ ー ビスを 行 って い るが,

これ らの 支所 は,セ ンサ ス ・ビュ ー ローの 出版 物 も取 り扱 う参 考 図 書 館 を持 って い る。 付 録

Bに 住 所 と電 話番 号 が 載 って い る。

6)セ ンサ ス ・ビ ュー ロー 一 地 域 情報 サ ー ビス ー

セ ンサ ス ・ビュー ロ ーの 支 部 で は,教 育 サ ー ビス ,質 問,参 考 サ ー ビスを 連邦,州,地 方

政 府 官庁 や,マ イ ノ リテ ィ団 体,経 営 者,図 書 館,教 育 施 設,コ ミュニ テ ィサ ー ビス団 体

報 道機 関,そ して 一 般 人 に対 して提 供 して い る。12の 支部 の情 報 サ ー ビス専 門 家 が 全 国 の デ

ー タユ ーザ を助 けて い る
。専 門家 た ち は,セ ンサ ス ・ビ ュー ロー の報 告書 や テー プ ・フ ァイ

ル に っ いて の情 報 を持 って お り,ワ ー ク シ ョ ップや 会議 で 講演 を す る。 これ らの 支部 の 住 所

と電 話 番 号 は付録Bに 載 って い る。

7)セ ンサ ス ・ビ ュー ロー 一 在 ワ シ ン トン ー

訓 練 活動 一 本 部 の職 員 は,定 期 的 に ワ シ ン トンや 他 の都 市 で,い ろ いろ なセ ミナ ー や

ワー ク シ ョップを行 って い る。 これ らは,半 日の もの か ら4日 に わ た る もの まで あ り ,わ ず

か で は あ るが料 金 が 必 要 で あ る。 最 近 の コース に は次 の ものが あ る。

図書 館 司書 や 情 報 専 門 家 の た めの統 計 ソー ス:入 門

CD-ROM入 門

TIGERSystemの 理 解 と使用 の た め に

CENDATA:セ ンサ ス ・ビュー ローの オ ンラ イ ン情 報 サ ー ビス

不 定 期 に セ ンサ ス ・ビ ュー ロー で は また,人 口予 測 ・推 定 や特 別 の話 題 につ いて の訓 練 も

行 って い る。"CensusandYou"で は,定 期 的 に この よ うな訓 練 の機 会 に っ いて 発 表 して い

る。

訓 練 に加 えて,ワ シ ン トンか ら来 たセ ンサ ス ・ビュー ロー職 員 は,時 々10年 毎 の セ ンサ ス ,

経 済 セ ンサ スや 他 の主 要 な統 計 に関 す る計 画 につ いての 会 議 に参 加 す る。 例 え ば,1987年 と

1990年 の経 済 セ ンサ ス にっ いて の 公 的会 議 は1989年 と1990年 に 開催 され る。

セ ンサ ス ・ビュー ロ ーで は,ま た,大 学 教 師 が調 査 の概 念 方 法 ,デ ー タフ ァイル ・報告

書 に っ いて 教 え るの を助 け るた め に作 られ た,"CensusCurriculumSupportProject"を

行 って い る。 セ ンサ ス ・ビュー ローで は,教 師用 ガ イ ドや,応 用 練 習 材 料,参 考 文 献 視 聴

覚 材 料 の よ うな もの も作 成 して い る。

詳 しい情 報 を 得 る に は,theUserTrainingBranch,DataUserServicesDivision,

BureauoftheCensus,Washington,D.C.20233(301/763-1510)に 問 い合 わせ て頂 きた い。
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電 話 によ る相 談 一 セ ンサ ス ・ビュ ー ローが 担 当 して い るす べ て の 領域 の 主題 に関 す る

専 門 家 に電 話 で 相談 す る こ とが で き る。 付 録Bの"CensusBureau-Washington"の リス トの

中 に それ らの専 門家 の 名前 と電 話 番 号 が 載 って い る。

上 記 の情 報 源 によ って,セ ンサ ス ・ビュー ローの デ ー タ フ ァイル ・報 告書 やサ ー ビス にっ

い ての 情 報 を得 る ことが 出来 なか った 場 合 は,CustomerServices,BureauoftheCensus,

Washington,D.C.20233(301/763-4100)に 問 い 合わ せ られ た い。

(5)セ ンサス記録の機密性

セ ンサス ・ビュー ローに よって,個 人 ・世帯 または事業所か ら集め られた情報 は,か た

く非公 開とされてお り,統 計上 の目的 にのみ使用 され得 る。法律(Title13,U.S.Code)

によって,セ ンサス ・ビュー ローは個 々人の返答の コピーを置いてお いた り,情 報を提供 し

たのが誰かわか るような形で,ま たは,情 報その ものを公開 して しま うよ うな統計を発行す

る ことはで きない。機密の保護 は,名 前 や住所 に も当て はまり,従 って,セ ンサス ・ビュー

ローで は,情 報を提供 した個人や事業所 の リス トを渡す ことはで きない。

(6)PersonalCensusRecordsService

セ ンサ ス ・ビュー ロー で は,カ ンサ ス州 ピ ッツバ ー グに保 存 され て い る1990年 以 後 の 連邦

人 口 調査 を検 索 し,有 料 で他 の 出生 記 録 や 市民 権 の 記 録 の な い人 々 に,こ れ らの記 録 か ら取

った 個人 デー タの公 的 な証 明書 を発 行 して い る。 政 府官 庁 や雇 用 者 は多 くの場 合,こ れ らの

証 明書 を雇 用 ・社 会保 険 ・高齢 者 補 助 ・パ ス ポー ト ・帰 化 の ため の 書 類,も しくは 出生 証 明

を 得 るた めや 他の 目的 の た め に,年 齢 ・出生 地 を証 明 す る もの と して 認 め て い る。 セ ンサ ス

・ビュー ロー の守 秘義 務 の た め に これ らの セ ンサ ス に記録 され た個 人 情 報 は,本 人 も しくは

彼 の また は彼 女 の法定 代 理 人 の書 面 に よ る要 請 が あ った 場 合 のみ 渡 され る。

検 索 と得 られ た結 果の 証 明 は,15ド ル の料 金 で 行 われ る。追 加 の 証 明 書 はそれ ぞ れ2ド ル

で あ る。 本人 にっ いて記 録 され た他 の情 報 が わか る完 全 な 調査 項 目は,特 定 の セ ンサ スに示

され て い る特 定 の項 目い かん に よ って,1人 づ き,4ド ル か そ れ以 上 で 提 供 され る。

も っ と詳 細 な 説 明 が 付 い て い る 申 請 用 紙 は,thePersonalCensusServiceBranch,

BureauoftheCensus,Pittsburg,Kansas66762,電 話316/231-7100も しくは,theCensus

HistoryStaff,DataUserServicesDivision,BureauoftheCensus,Washington,D.C.

20233,電 話301/763-7936で 手 に入 る。
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(7)特 別 のサ ー ビスを行 うにあたっての方 針

テープ ・ファイルの コピー,マ イ クロフィ ッシュ等や既述 した他のデー タフ ァイル ・報告

書 を供給す る他 にセ ンサス ・ビューローで は,費 用の払戻 し条件 に特別のサー ビス も提供で

きる。 これ らのサー ビスは,(1)関 連法規に従 っていること,(2)割 り当て られた政府支出

金 によ って認可 されたセ ンサス ・ビュー ローの仕事上,必 要な ことの邪魔 にな らないこと,

(3)請 求者が派生 した費用のすべてをセ ンサス ・ビューローに対 し支払 う限 りにおいて供 さ

れ る。特別のセ ンサス(次 項参照)に 加 えて,セ ンサス ・ビュー ローではサ ンプル調査(郵

便でのデ ータ収集 や フィール ドでの集計 を含む)の 設計,遂 行,ま た,人 口推計や予測,調

査やサーベ イで集 め られたデータの特別 な計算処理や他の技術的な補助 を行 うとい ったサー

ビス も提 供 してい る。

特別 サー ビスに関す る問い合わせ ば,theDirector,BureauoftheCensus,Washington,

D,C.20233宛,行 っていただ きたい。

1)特 別サー ビスの費用

私 的な団体 や個人に対す る特別の サー ビスの費用を一般の人 々に負担 させないために,

(特 別サ ー ビスを)請 求 した人 はそのよ うなサー ビスの実費負担 を しなけ らばな らない。政

府官庁 も実費負担 で特 別のサー ビスを供 され る。

特別サ ー ビスの費用の決定 は,計 画のための費用,間 接費のみな らず,請 求 されたデー タ

の量,そ のデ ータを用意す るの に必要 な仕事量,請 求 されたデータの特定条件の複雑 さ,人

的 ・物的費用,ま たデータを供す るに必要 な媒体(複 写,コ ンピュータ ・テープ等)な どの

よ うな要 因を基 にす る。特別のサー ビス料金 には,特 別の質 問が購入者の請求で,質 問項 目

に加 え られた場 合や,サ ーベ イ全体が後援団体のために行われた場合 を除 き,デ ータ収集の

費用 は含 め られて いな い。

2)仕 事 の優先順位

代価の払 われ る仕事 の場合は,国 益にかかわる緊急の仕事,他 の連邦政府官庁のための仕

事 と州や地方政府のための仕事が優先 され る。 その他の仕事 は,請 求 され た順 にな され る。

よ り高 い優先順位 を持 った仕事 を行わねばな らないために,計 画が拒否 され た り,改 めて予

定をたて なおす ことが必要になることがあるか もしれない。

3)特 別のサー ビス提供の条件

データの特別 の計算処理 や書替え 一 セ ンサス ・ビュー ローの ファイルのデータの特別

な計算処理 や書替え は,セ ンサ ス ・ビューローがで きる限 り,費 用 に基づ いて行われ る。特
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別の計算処理を請求す る人は,デ ータは公的資金で賄われ た調査 に基づ いてお り,公 的資産

であ るとい うことを理解 してお くべ きであ る。特別の計算処理 を求め る目的 は,公 共の利益

に反 したり,い かなる人や グループに対 し不 公正 な商業的 または,他 の利益を与 えるために

使用 されてはな らない。

セ ンサス ・ビュー ローによ って供 され る,特 別に作 られ たまたは,出 版 されないデータは

すべて,可 能な限 りデータ使用 に関する制限が付 されてい る。 データの状態 いかん で,セ ン

サス ・ビューローは,そ の資料は購入者の情報 のためにのみ使用 され,出 版 されてはな らな

いとか,資 料のいかなる出版 も事前にセ ンサス ・ビュー ローか ら許可を得ねばな らない と指

定す るかもしれない。

連邦或 いは州や地方で も,政 府組織のためにな された特別 の計算処理は,も し,セ ンサス

・ビューローがその情報 は一般の利益になると判断 したな ら,複 写 の費用 だけで供 され るか

も しれない。

非政府団体によって支払われ る特別の計算処理 は以下の条件の もとで行 われ る。

1.も し,セ ンサ ス ・ビューローが,そ の資料が一般の利益 にな ると判断す るな らば,そ

の後,セ ンサス ・ビューローが 出版 し,そ して 出版の ための実費のみで一般 に供す るか もし

れない。 もし,そ の よ うな行動が契約書 に指定 して ある期 間,通 常6ヵ 月の うちに取 られ る

時 は,セ ンサス ・ビューローは,す べての購入者 に対 して,そ の計算処理を出版す るという

決定を知 らせ る。

2.セ ンサス ・ビューローはいかな る時 も,連 邦政 府官庁 に対 し,内 部使用のために特別

の計算処理を供す る。 その官庁 は,そ のデータの使用 に関 し,セ ンサス ・ビュー ロー と購入

者の間で結ばれた契約 を尊重 しなければな らない。

3.政 府官庁以外 の使用者によ って,他 の購入者 のために既 になされた計算処理 が求 め ら

れ,そ の情報が まだセ ンサス ・ビューローによって出版 されていない場合,通 常次の方法 で

処理 される。

a.も し,そ の仕事が まだ完成 されていない時,費 用 は適当 に分割 し,結 果は両者 に渡 され

る。

b.あ る商業団体,も しくは私的立場の個人に対 して与え られた情報が,最 初の契約 に記 さ

れた期間内に,別 の商業団体や個人によって請求 され た場合,後 者は,そ の情報 を得 るのに

前者が支払 った額 と同等の料金を徴収 され る。通常,こ の条件 は,第 一購入者へ(情 報が)

手 渡 された日か ら6ヵ 月間適用 され る。 もし,後 の購入者へ情報を渡す費用が第一購入者か
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ら徴収 され た料金 より大幅 に少な く,そ の情報が上記 に述べた ように合意 された期 間以内 に

提供 された場合 には,全 費用 は,セ ンサス ・ビューローによって決 め られた公正 な方法で,

購入者 らに割 り当て られ,必 要な場 合には返金 も行われ る。ただ し,返 金 は25ド ル以下の場

合 には行われな い。一 定期 間が経過 した後,同 じ計算処理の請求 は,新 たに派生 した費用分

を徴収す るだけで行われ,以 前の購入者 らに対す る返金 は行われない。

c.も し,な ん らかの理由で,セ ンサス ・ビュー ローが,特 別の計算処理の購入者 がその与

え られた情報を不公正 にもしくは不適 当に使用 していると判断 した場合,公 共の利益 を守 る

ため に適当 と思われ る行動 をとることがあ り得 る。

データを得 るための特 別の調査 一 データの収集か ら行わねばな らないプロジェク トは,

費用を徴収 して,次 の条件 が満た され る時行 う。

1.セ ンサス ・ビューローが,そ の結 果が公共 の利益になると決定 した とき。ただ し,調 査

が セ ンサス ・ビューローによ って始め られ る前 に,"theFederalReportsAct"に 従 い,

"th
eOfficeofManagementandBudget"に よる認可を必要 とす る。

2.正 確 さや質の一定 の基準の維持 が図 られ,セ ンサス ・ビューロー と公共の利益 が守 られ

る ことを確実 にす る制限または,セ ンサス ・ビューローの名を出版物等 に入れ るよ う顧客 と

セ ンサス ・ビューロー との間に,出 版 やデータの 他の使用の計画について理解が形成 されて

いる。

3.購 入者 とセ ンサス ・ビューロー との間で,調 査対象者 によって与え られた情報 の機密性

に関 して,理 解が形成 されていなければな らない。その よ うな調査か ら個人が返送 して きた

もの は,セ ンサ ス ・ビュー ローの所 有 となる。 そのデータに対す る特別の計算処理 は,通 常

のセ ンサス ・ビューローの記録 に対 してと同 じ条件の もとで,公 的 もしくは私的団体に対 し

てな され るか もしれない。個 々人の調査返答内容 は,セ ンサ ス ・ビューローの他 の同様 な調

査 と同 じく,他 に洩 らされ ない。 つ まり,特 別 な書面 による許可がなければ,誰 で あるとか

どの団体であ るとかがわか るような情報 は公開 されない。ただ し,セ ンサス ・ビュー ローが,

他 の政府官庁(連 邦,州,も しくは地方)の ために,デ ー タの収集担当 と して働 く場合,情

報 や出版権の秘密性 はデータが収集 され る条件 によって決定 され るのであ るが唯一 の例外 と

な る。

他 の特別な仕事 をす る場合 一 セ ンサス ・ビューローは,特 別 な統計上 の問題 にっいて,

他 の団体に対 し,コ ンサル タ ン トと して,も しくは代理 人 と して行動 してよい。 データを得

るための特別調査の項で述べた公共の利益 と同 じ条件が,可 能 な時,適 用 され る。
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(8)特 別 センサス

セ ンサス ・ビュー ローは,請 求が ある時,最 新の数字が必要 な郡 ・市 町村 ・学 区の特別 の

人口調査を行 う。調査を請求 した政府がすべての費用を負担 しなければな らない。

特別調査で は通常,全 体の人口数 ・世帯の属柄 ・人種 ・スペ イ ン系出 自 ・年齢 ・性別,住

居戸数 ・1建 造物内の住居数 ・空 き数 ・契約期間にっいての データを収集す る。

セ ンサス ・ビュー ローは,有 料で,そ の調査 に要す るで あろ う費用 と時 間を推定す る。推

定費用 は次の通 りである。1)推 定人 口50,000人 以下の市,町 や幾つかま とめた地区の場合 に

は35ド ル,2)郡 ・郡 に類似 した もの ・学区の場合,60ド ル,3)人 口が50,000以 上の地域 の場

合,75ド ル。

推定が受 け入れ られた時,地 方政府 はセ ンサ ス ・ビュー ローと正式 な契約関係 に入 る。特

別のセ ンサスは,適 当な州や地方政府の認可があ った時のみ,と り行われ る。例えば,郡 全

体を対象 とす る調査 は,郡 の担 当部署の承認がなければな らない。ただ し,州 もしくは郡 は,

管轄地域全体を対象 としな い調査 にっ いて は契約す ることがで きる。10年 ごとに行われ る国

勢調査 と重 なるため,だ いた い1989年11月 か ら1990年12月 まで は特別セ ンサスは行わない。

特別セ ンサス調査 にっいて もっと詳 しい情報が必要な時,地 方の正式の担 当官は,Special

CensusStaff,DemographicSurveysDivision,BureauoftheCensus,Washington,D.C.

20233,電 話301/763-7854ま で,現 在の おおよその人 口数,住 居数 と,特 別 に必要な条件 を

こち らへ知 らせた うえ,問 い合わせ られ たい。

以上 が"Introduction"の 要約である。"ProductOverview"で は,次 のように記 されて

いる。

セ ンサ スビューローで は,数 千 の報告書 ・データを提供 しているため,こ れ らすべてを ま

とめ ることは容易な ことで はない。 ここで は"products"の 簡単 な紹介に とどめ,次 の表3

に,そ れぞれの シ リーズの プロダクツにつ いての概要 とア ブス トラ ク トをど こで見つ けるこ

とがで きるかの説明を掲載 した。 しか し,こ れ らは概要であ るか ら,或 るデータ ・プロダク

トに必要 とす るデ ータが含 まれているか ど うかアブス トラク トで必ず確認 して もらいたい。

デー タの出版形式

下記 に使用 されている記号 は表3に も使われている。それぞれのプロダクツの注文 につ い

て は注文方法の項を参照 され たい。

印刷物 ☆

セ ンサ スやサーベ イデー タの多 くは印刷物 と して出版 されて い る。"StatisticalAb－
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stractoftheUnitedStates"は,セ ンサ スや サ ーベ イデ ー タの 重要 な もの を ま とめ た も

ので あ る。

マ イ ク ロフ ィ ッシ ュ 囲

1790年 代 以降 の セ ンサ ス報 告書 は,マ イ クロ フィ ッシ ュで発 行 され て い る。 セ ンサ ス ビュ

ー ローで は ,1968年 以 降 に出版 され た報 告 書 の大 部 分 と印刷 され て いな い もの を マ イ ク ロ フ

ィ ッ シュで販 売 して い る。 ま た,マ イ ク ロフィ ッシ ュか ら コ ピー した 印刷物 も発 行 して い る。

コ ン ピュー タ ・テ ー プ ④

サ マ リー テー プ に は,印 刷 物 で発 行 され て い る報 告 書 と同 じ内容 が フ ァ イル され て い る
。

さ らに,別 の デ ー タを加 工 した フ ァイル を 含ん で い るテ ー プ もあ る。例 え ば ,人 口 ・住 宅 セ

ンサ ス に は印刷 物 よ り も詳 しい情 報 が フ ァ イル され て い る。

PubIic-usemicrodatafiIesは,ユ ー ザが必 要 なデ ー タを加 工 しやす い よ うな形 で フ ァイ

ル され て い る。

Geographicreferencefilesは,ユ ーザが 地 理 コー ドを 付 けて コ ン ピュー タに よ りマ ッピ

ング しやす い形 で フ ァ イル され て い る。

オ ンラ イ ン ・ア クセ ス 星

"CENDATA"に ア クセ スす るこ とに よ
って,ほ とん どの 報 告書 を オ ンラ イ ンで 見 る こ とが

で きる。 詳 しくは"CENDATA"の 項 を参 照 され た い。

デ ィ スケ ッ ト ■

報告 書 の 一部 とテ ー プで 発 行 され て い る もの は,IBMPC用 の5イ ンチ デ ィ スケ ッ ト

で も発 行 して い る。 テ ー プで提 供 され て い るデ ー タ フ ァ イル はPC-DOSVer .2.0ま た は,

そ れ以 後 の バ ー ジ ョンを 使用 して デ ィ ス クに 落 とす ことが で きる。dBASE皿 或 い はIV ,

そ の他 の ア プ リケ ー シ ョン ・プ ロ グ ラム も使 用 で きる。

コ ンパ ク ト・デ ィ ス ク ◎

セ ンサ ス ビュー ロー で は,幾 つ か の デ ー タ フ ァイル を試 験 的 にCD-ROMで 提 供 して い

る。CD-ROMで の提 供 の結 果 が よ けれ ば将 来 は もっ と大 きなデ ー タフ ァイル を提 供 す る

こ とにな るであ ろ う。

地 図 田

セ ンサ ス ビュー ロ ーで は ,"outhnemaps"と"statisticalmaps"も 提 供 して い る。 前

者 はそれ ぞ れの 地 域 の 名前 と境 界 が,後 者 は実 際の デ ー タを表 して い る。

以 上 が"ProductOverview"の 要 約 で あ る。 報 告 書 の場 合 は印刷 物 か マ イク ロフ ィ ッ シュ ,
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デ ー タの場 合 はフ ロ ッピーデ ィス クかMT, ま た, CD-ROMと い うよ うには っきり区別

で きるよう印が付 け られ検索がたやす くで きるよ うに工夫 されてお り,報 告書かデー タか或

い は プ ログ ラム(ア プ リケ ー シ ョン ・ソフ トや収 録 され.てい るデ ータ利 用 の た め の ソフ ト)

かわか るよ うに分野別に収録 してある。

表3
"PROGRAMSANDPRODUCTS"の 表 の 抜粋
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SovietUnion)

AnalysesoftrendsandchangesinPOPulation,economy,andlabor

force;輌nputっutputandgross・valuedalafbrChina(PRC)andthe

SovietUnion;integrationofsci6n㏄andtechnology

Urbm加druraldatabycountry,refugeenows,andothcrtopics

StandardannualsumrnaryofU.S.social,pOlitical,andeconomic

statistics,withr㏄enltimeseries.Someintetnationaldata.lncludes

guidctosources.ContactCustomerScrvices(301/7634100)for

informationonmostrecentcdition

Monthlysummaryofkeysocialandeconomicindicators.Appears
inCensusandYou(seeabstractno.6.7)andonCENDATA

AStatisticalAbstractsupplement;datafrommostrecentcensuses
andfromotheragenciesandprivatesources.ContactCustomer
Services(301/7634100)forinformationonmostrecentedition

AStatisticalAbstractsupPlement;varietyofdatEfromcensuses

andabout600thergovernmentagenciesandprivatesources

SociOdemographicdatafrornthe19SOcensus,c町renlsurvcys,and

the1970census

Sc!ecteddatafromthecensusesofPopulationnndHousing,Agri・

culturc,Manufactures,andRelailTrade

SociOdemogr叩hicdatafrom19SOcensusandcurrentsurvcys,

withcomparativcfigutesfrom1970

Householdincomebdbreandaftertaxes,旦nddiscretionary

income,byvarioussociocconomicch酊acteristicsofhousehold3.

(Revisedcditi卯availablefreefromPopu1飢ionDivision,Bureau

orthc(≧nsus)

Annualandcompar飢ivedataond6mographic,social.andecΦ

nomict「ends

Economicdataforw。men,includinginc。me.n。ncashbenefits,

retirementaccounts,poverty,EndlaborIbrceparticipation.Also

coverschangesinlcgisLationandgovernmentpOlicy

Reportscontainingsummarydataonspecificissuesofpublic

policy

●

Geographicareas

covered

Countricsandworld

「egtons

Countriesandworld

reglons

Countries

Countryand/or

worldarea

Countries息nd!or

sub_nationalareas

Countries

Countries

MostlyuS.;some

dat魯fbrregions,

States,SMSA's,

selectedcities,and

f()reigncountries

U.S.

Regions,divisions,

States,SMSA's,

counljes.,ncorpo・

ratedplEceswith

2S.〔XX}◇population

Regions,divisions,

States,SMSA'⑨,

SMSAcountiesand

centralcities

U.S.,States.selccted

citics

U.S.

U.S.

U.S.

U.S.,someStatedata

U.S.

U.S,

Frequcncy

o「yea「

PeriOdic

Annual

andperi-

odic

PeriOdic

Periodic

PeriOdic

PeriOdic

lrregular

Annual

Monthly

PeriOdic

Periodic

PeriOdic

lrregular

PeriOdic

Periodic

Annual

PeriOdic

PeriOdic
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参考資料 表3に 対 応 す る デ ー タ ・プ ロダ クツ ・リス トの抜 粋

23

DataProductsIssued

July・December1988

Thefollowingdataproductswere

issueddurmgthesecondhalfor1988.

AbStractS「brsomeapPearinthesuヒ)ject

matterchaptersofthispublication;

generally,though,theywerepublished

toolatefbrinclusionthe爬.Unles5noted

o出eNise,theym8ybeorderedfromtbe

Go▼emmentprintingomce(GPO)using

theGPOSt㏄kNumberorCot810g

Nnmbe「pro▼lded.

Thislistexcludesindividualissuesof

periodicals(Le.,reportsissuedmoreoften

th!monceayear).Periodicalsare

describedinthesubjectmatterchapters

andlisted拍appendiXA.Productsother

thanprintedreportsareidentifiedw"h

thesamesymbolsthatappearmother

chapters.Thesespecialsymbolsbefbrea

titlemarkdatamesormicrofiche:f()ra

oomputertape,a●;f()radiske"e(i.e.,
"n・PPydi・k・)

,・ 凸;f…c・mp、ctdi、k

δh"readonlymemory"(CD・ROM),a

らfbraproducteriginallyissuedin

microfiche,a■.

ReportscarriedonCENDATA,our

onlineinformationservice,areidentified

bytheword`℃ENDATA"andan

alphabeticcodeinbracketsattheendof

血erepor"is加g.Thecodeiden晰eshow

muchofthereportislistedon

CENDATA:A-allofdatainthereport

liStedonCENDATA;B-substantia1

託lection⑨;C-limitedexcerpt8.

Formorerece疸nformation,subscribe

totheC七 九susσ"ロr}「ouorrequestatno

chargeasubscriptiontotheノ しlonthl)ノ

加 ゴμc'Announce〃1ε 刀£(Seeabstract3

numbered6.7and44intheGeneraland

Refξrencechapterf()rdescriptionsof

theseperiOdicals.)ForfurtherinforTnation

o"nyproduct,contactCustomer

Services,BureauoftheCensus,・

Washington,DC20233(telephone301/

7634100).

(2000)

GENERALANDREFERENCE

BureauoftheCensus-FourthAn皿aI

ResearchCon「e陀ncePro¢eedings(March

20・23,1988).724pp.$29.GPOStockNo.

OO3-《)24-06853-2.

County品dCityD8t8Book:1988(A

StEtisticaＬlAbstractSupplement).972pp.

$36.GPOStockNo.OO3-024K)6709・9.

占C・untyandCityD。'。B。 。k,1988_

Pricesshownarecorrectforasingle

setorder.Ifmorethanonelilesetis

ordered,figurethepriceusingthetotal

numberofdiskettesintheorder.The

pricef()rthefirstdiskeuewouldbe$60.
Thepricefbreachadditionaldiskette

wouldbe$12,ThesamplerUTILITY2

disketteismcludedwitheachorderatno

additionalcharge.Allfilesareavailable

fromCustomerServices.

Fnesetl.Counties.18diskettes.$264.

Fileset2.Cities.4diskettes.$96.

Fileset3.Places,3diskette⑨.$84.

Fileset4.State⑨(Summaries).1diskette.

$60.

Filesets1,2,3,and4combinedon8

highdensity(1.2MB)51/4inch

diske"es.$144.

Fileset5.Division⑨(7subsets)1

∧「ortheas'R字 σπ(CT,RI,MA,VT,NH,

ME,NJ,NY,PA).3diskettes.$84.

MiゴWε ∫'Regわn.'

EastNorthCentralDivision(IL,IN,MI,

OH,WI).4diske"es.$96.

WestNorthCentralDivision(IA,MN,

MO,KS,NE,ND,SD).4diskettes.$96.・ ,

5b口 ∫丹Rθ9`α1.'

SouthAtlanticDMsion(FL,DE,MD,

DC,WV,VA,NC,SC,GA).4diskettes.

$96.

EastSouthCentralDivision(KY,TN,

MS,AL).3diske"es.$84.

WestSouthCentralDivision(AR,LA,

OK,TX).3diskettes.$84.

蜘R⑳oη(CA,AK,HI,W,OR,WA,

ID,MT,UT,CO,WY,NM,AZ).4

diskettes.$96.

Fileset6.Sp㏄ialSubject(2subset⑨)=

1)emegrOjワhicsubset.9diskette⑨.$156.

Etonomicsubset.11diskettes.$180.

1987EconomicCensuse8

EC・R,ReferenceSeri田

1.GeographicReferenceMa刑a1.332pp.

$12.Availablef「omCustomerServlce8、

NOTE-Theonlyreportinseries.

We,TheA8i田1額dP8c栢cI81飢der

Amerlcan8(No.5).18pp.$L25.GPO

StockNo.003式)24-06869-9.

(2001)

AGRICULTURE

1987CensusofAgricul伽lre

AC87・A・(A).Ad▼8nceSt8teandCounty

Relrorts【CENDATA・q

9(A):Connecticut(Stateand8counties).

18pp.$2.GPOStockNo.803'03SK)0008-

3.

10(A).Delaware(Stateand3comtieg).8

pp.$L25.GPOStockNo.803-{}35K〕0009・

1.'

23(A).Maine(Revised)(Stateand16

counties).34pp.$2.50.GPOSt㏄kNo.

80303S-OOO202.NOTE-WaldoCounty

wasrevised.

24(A).Maryland(Stateand23counties).

50pp.$225.GPOStockNo.803K)35-

0002L1.

33(A).NewHampshire(StateandlO

counties).22PP.$2.GPOStockNo.803.

035・00030-0.

44(A).RhodeIsland(Stateand5

counties).14pp.$150.GPOStockNo.

803」035{X)04《 〕_7.
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2.わ が国の統計 データベース情報 について

わが国の官庁統計のすべてにっ いて は,総 務庁統計局統計基準部よ り 「統計調査総 覧」の

形で毎年12月 に560ペ ージ位の ガイ ドが発行 されてお り,わ が国で実施 されて いる指定統計

調査 ・承認統計調査 ・届出統計調査すべて にっ いて分野別 に統計調査名 ・実施機関 ・目的 ・

沿革 ・調査の構成 ・集計 ・公表 と詳細 に説明 してあ る(表4,表5参 照)。 しか し,こ の中

にはMTで の提供 とか デー タベース化 されてい るとい うような記述 はない。すべて印刷物 と

して扱われて いる。

一方,わ が国の官庁数値統計 データが,MTで 提供 され るよ うにな ってか ら数年 にな るが,

提供 されて い る数値統 計デ ータベ ースの所在情 報 は,同 じく総務庁統計局統 計基準部 よ り

「磁気テープ等 によ り民間 に提供 され る統計デ ータの概要 」のタイ トルで各省庁で作成 して

いる統計名 と提供内容 提供サー ビス機関名等 を記 したガイ ドが発行 されているが市販 され

ていない。従 って,一 般のユーザは入手す る ことがで きない。 この概要の内容 について は表

6の よ うな凡例が最初に掲 げてあ り簡単 に記述 して ある。提供 されて いるそれぞれの内容は,

表7の ように収録 データの概要 ・提供窓 口 ・提供価格 ・所管官庁 ・提供条件等 が記述 されて

い る。

わが国でのデータベース情報 は商用 デー タベ ースの所在情報や案内が民間か ら発行 され市

販 されているにす ぎない。折角,MTベ ースで数値統計 データが提供 され るよ うにな り,第

三者提供 も認め られて いることであ るか ら広 く一般 ユーザにわか るよ うに宣伝 しな ければ,

ただで さえ利用の少 ない数値統計デー タベースは一部 の特定ユーザに限 られて しまうことに

なり,わ が国での数値統計データベ ース は発展 しな いまま終わるのではないか とい う懸念が

ある。

地方 自治体 のデー タベ ース もだんだん と増えつつあ るが,そ の自治体が必要 とす る地域住

民 のためのデータベースが多 く,数 値統計 データベ ースを揃えているところは少 な く,数 値

統計 データベースを所有 して いて も,そ れ はその 自治体が行政のために必要 とす るデータフ

ァイルであ って,地 域住民 に対す るデー タのサー ビス用ではない。 サー ビスを開始 す るまで

にはかなりの時間を要す ると思われる。

国民の税金 で作成 された統計であ るか ら,一 部 のユーザだけの もの としないために もあ ら

ゆる機会を通 じて宣伝 し,或 いは米国の よ うにフロ ッピーでのサ ンプル版 を提供す るな どの

対策 を早急 に講 じる必要が あるので はないだろ うか。
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表4-1 「統計調査総覧」の凡例

凡 例

1.本 書 は本 編,索 引 及 び 付 録 か らな る。

2.本 編に収録 した統計調査の種類は次のとおりである。

(1)指 定統計調査(統 計法第2条 の規定に基づき総務庁長官(昭 和59年6月30日 までは行政管理庁長

官,以 下同 じ)が 指定し,そ の旨を公示した統計を作成するための調査)

(2)承 認統計調査(統 計報告調整法第4条 の規定に基づき,総 務庁長官の承認を受けて行う統計報告の徴

集)

(3)届 出統計調査(指 定統計調査,承 認統計調査以外の統計調査で統計法第8条 の規定に基づき,総 務庁

長官に届け出た統計調査)

なお,統 計法,統 計報告調整法及び届出を要する統計調査の範囲に関する政令を付録に掲載 した。

3.本 編に収録した統計調査の範囲は,昭 和58年1月1日 から昭和62年12月31日 までの閥に実施,

承認又は届出の受理されたものであるが,定 期的に実施される統計調査については,実 施された最新の時

点の調査を収録した。

4.本 編は,国 の行政機関等が実施する統計調査と地方公共団体(都 道府県 ・市)が 実施する統計調査とを

区分 し,そ れぞれの分野別統計調査目次のもとに分けて収録した。

5.本 編 は,各 統 計 調 査 を主 要 分 野別 に下 記の15種 類 に分類 す る とと もに,い くつか の もの は,利 用 の 便

に供 す る ため,さ らに細 分類 を 設 け た。 同 じ分類 内 で は,原 則 と して指 定 統 計調 査,承 認 統 計 調査,届 出

統 計 調査 の順 に配 列 し,各 統 計 調査 の 中 は実 施機 関順 と した。

なお,実 施 機 関順 は,国 の 行政 機 関 につ いて は総 務 庁行 政管 理局 編 「行 政 機 構 図 」(昭 和61年 版),ま

た,地 方 公共 団 体(都 道 府 県 ・市)に つ いて は総 務庁 統 計局 統 計 基準 部 編 「統 計 に 用 い る標 準地 域 コー ド」

(昭 和62年5月1日 現 在)に よ った。

主 要分 野 名:人 口,労 働 ・賃金,農 林水 産,鉱 工業,建 設 ・土 地,商 業 ・サ ー ビス業 ・貿 易,運 輸 ・通

信,資 源 ・エ ネル ギ ー,企 業 ・経 営,金 融 ・財政,家 計 ・物価,生 活 ・環 境,福 祉 ・衛生,

教育 ・文 化 ・科 学,そ の他

6.地 方公共団体(都 道府県 ・市)が 行う統計調査については,統 計調査名,実 施機関,調 査の構成,調 査

対象地域,調 査単位,調 査対象選定の方法,客 体数,調 査票配布 ・収集の万法,記 入万法,は あく時,調

査の周期について掲載した。

なお,調 査票が複数あるものについては,紙 面上の制約により 「調査の構成」中の最初の票(A)の み

を掲載した。

7.索 引には,本 編に収録 した統計調査について,実 施機関別(国 の行政機関等別及び地方公共団体(都 道

府県 ・市)別)索 引及び五十音別(国 の行政機関等及び地方公共団体(都 道府県 ・市))索 引を掲載し,

利用の便を図 った。

8.掲 載項 目及 び 掲載 要 領 は,次 の とお りで あ る。

〔統計調査単位で掲載 してある項目〕

{1)統 計調 査 名

{2}実 施 機 関

統計作成を目的として実施される調査であって,総 務庁長官の指定,承 認を受け,

又は総務庁長官に届出のあったものの名称である。ただし,調 査によっては,検 索の便

を考慮して調査名に付された実施年(又 は年度)や 調査地域を省略 している。

また,調 査客体,調 査票,調 査期日等が異なるものでも同一の調査名のもとに実施

されるものは一つの調査とした。

なお,指 定統計,承 認統計,届 出統計の別を統計調査名のあとに括弧書きで示し,
'指定統計についてはさらに指定番号を掲載 した。

当該統計調査の実施機関又は統計報告の徴集機関については,そ の部課名まで掲載
した。部課等の名称は,原 則として 「行政機構図」(上 掲5.)に よった。

ただ し,組 織改正(昭 和59年7月1日)前 に1回 限りとして実施された統計調査

については,実 施時期の組織名称を掲載した。

また,日 本専売公社は,昭 和60年4月1日 をもって民営に移行 し,こ の時点で統
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計法の対象から除外されることとなったが,こ れにっいては組織名称 も含め旧来の形

で収録した。

{3)目 的 統計調査を実施する[]的又は実施機関における当該統計の利川目的を掲げた。

{4}沿 革 調査開始年月,そ の後の調査実施状況,調 査事項,調 査方法等の主な変更状況を,

原則として指定統計調査及び承認統計調査について掲げた。

{引 調査の構成 当該調査で徴集する調査票が2種 以上ある場合,以 下の記述のために,A,B,C
・の符号を用いて各調査票を区別 した。

ただ し,定 期的に実施される調査であって,最 新の時点で実施された調査において

使用されていない調査票については,原 則としてそれを 〔 〕書きとした。

{6}集 計 ・公表 集

公

表

計 調査結果の集計が中央機関で行われるか,地 方機関で行われるかの

別,民 間委託の有無及び集計手段が機械(電 子計算機)か 人手かの別

を示 した。

表 集計結果が公表される刊行物の名称を掲載し,そ の発行時期等を示

した。

なお,結 果の公表を予定しているが刊行物の名称が確定していない

ものについては,単 に,調 査結果報告書とした。

章 調査実施者の確定結果公表の地域的表章単位を示した。

(7}備 考 本項は必要に応じて設け,参 考事項を示した。

〔踊査票単位で掲載してある項目〕

{8)調 査対 象 地 域

工
属 性
抽 出 枠

調査対象となり得るものの属する地域的範囲であり,標 本調査の場

合は母集団の地域的範囲を示した。

調査対象の観察単位(調 査単位)を 記載 した。

調査対象となるものの地域を除く属性を示した。

調査客体の抽出に使用した母集団のフレーム名を示した。

{9)調 査 方 法 選 定 調査対象の選定方法を全数,無 作為抽出,有 意抽出の別によって示

した。

客 体 数 客体数又は標本数のほか,抽 出調査の場合は可能な限り母集団の大

きさ(/母 と表示)も 示 した。

配布 ・収集 調査票の配布 ・収集が調査員によるか,郵 送によるか,両 者の併用

によるかの別を示 した。

記 入 調査票への記入が報告者によって行われるものを 「自計」,調 査員

によって行われるものを 「他計」,両 者によって行われるものを 「併

用」と示 した。

は あ く 時 調査事項の把握時点又は把握期間を示 した。

系 統 調査実施機関から報告者に至るまでの調査の系統と関係機関を示し
た。

なお,本 項中の調査実施機関の名称は,原 則として調査が実施され

た時点の名称を用いており,そ の後に組織改正等があった場合は,前

記8.{2)にいう実施機関の名称とは必ず しも一致しない。

(10周 期 ・期 日 周

実施 期 日

期 調査の実施又は報告の徴集が1回 限 りのものであるか,月,四 半期,

年などの間隔で繰り返 して行われるかを示 した。

なお,承 認統計調査については,申 請時に周期が1回 限りとされて

いて も,実 態として毎年あるいは隔年等一定の周期で行われている場

合には,可 能な限りその旨を沿革又は備考に掲載するようにした。

報告者の調査票提出期日又は調査員の面接期日を記載 した。

{11)隅 査 事 項 調査票によって調査対象に申告又は報告を求める事項を掲載した。
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㊦分野別統計調査目次

国 の行政機関等

表4-2

総

「統計調査総覧」の目次

目 次

地方公共団体(都 道府 県 ・市)

㊦本 編

人 口

労 働 ・賃金

農 林 水 産

鉱 工 業

建設 ・土地

商 業 ・サ ー ビ ス 業 ・貿 易

運 輸 ・通 信

資 源 ・エ ネ ル ギ ー

企 業 ・経 営

金 融 ・財 政

家 計 ・物 価

生 活 ・環 境

福 祉 ・衛 生

教育 ・文化 ・科 学

そ の 他

o索 引

実施機関別統計調査名索引

国の行政機関等別統計調査名索引

地方公共 団体(都 道府 県 ・市)別 統計調査名乗 引

五十音別統計調査名索引

国の行政機関等の統計調査名索引

地方公共団体(都 道府県 ・市)の 統計調査名索 引

㊦ 付 録

指定統計 一覧

主要指数一覧

主要統計刊 行物一覧

指定統計調査省庁等別年次別実施件数

承認統計調査省庁別年次別承認件数

届出統計調査実施機関別年次別受理件数

統計関係法令

関係機関電話 番号一覧
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表5 「統計調査総覧」の内容の抜粋

人 口1

人 目

国勢調査(指定統計第1号)

実 施 機 関 総務庁統計局統計調査部国勢統計課

目 的 国内の人 口の状況 をはあ くし,各 種行政

施策 その他の基i礎資料 とす る。

沿 革 昭和60年 国勢調査 は,第1回 調査 か ら数

えて,第14回 目に当 たる。

国 勢調 査 は,第1回(大 正9年)か ら第5回 調 査(昭

和15年)ま では「国勢調 査に関す る法律」に基 づ いて,

5年 ごとに実 施 され て きたが,第6回 調 査(本 来 は,

昭和20年 が調査年であ ったが終戦直後であ ったため中

止 され,臨 時 に昭和22年 に実施 された。)以降 は,現 在

の「統計法」に基づ き,大 規模調査 を10年 ごと,そ の中

間の5年 目には簡 易調 査 を行 うこととな り,昭 和60年

には簡易調査が実施 され た。

大 規模調査 と簡 易調査の帽違は,調 査事項の多 少であ

って,昭 和60年 調査は前回昭和55年 調査(大 規模調 査)

に比 べ,「教育 」「現住居入居時期」「前任地」「家 計の

収 入の種類 」及 び「従来地区又 は通学地 までの利 用交通

手段 」の5調 査事項が減 じられて いる。

第1回 から第6回 調査 まで は,現 在地主義 に よって

いたが,第7回 調 査(昭和25年)以 降 は,配 給 制度その

他,結 果利用の面 を考慮 して常住地主義 に改 め られ,

現在 もこの扱 いによって いる。

集計 ・公表 集計 中央集計(機 械集計)公 表 次

報 告 書 等 の 名 称

最終報告書 日本の人 口

速報 シ リーズ

1,全 国都道 府県 市区町村別人口(要 計表 による人 口)

2,抽 出速報集計結果(1%抽 出集計 結果)

その1全 国 網

その2都 道府県編

摘要 データシリーズ

1.く通勤 ・通学 人口及び昼間人{:1

2.大 都 市圏の人口

3.市 町村 ・人口集d】地区の人口階級別集計結果

4.高 齢人1]

5,高 齢 者世帯

解脱 シ リーズ

L我 が国人口の概観

2.都 道府県の人口(47分 冊)

日本人ロ地図シ リーズ

展示用(4・6全 判)
・市区町村別 人口密度等値4主 題

地図帳(A3判)
・市区町村別特性図31主 題

・大都市(人 口30万 以上の市 一60市)へ の通 勤 ・通学 人1]

隔査区関係資料 シリーズ

1.調 査区関係資料 利用の手引

2.国 勢統計区別資料

その1境 界 図

その2資 料 編

表 の とお り。

報 告 書 等 の 名 称

昭和60年 国勢調査報告

第1巻 人口総数

第2巻 第1次 基本集計結果
一人目 ・世帯の基本属性

その1全 国 編

その2都 道府県 ・市区町村編(47分 冊)

第3巻 第2次 基本Ψ馴結果
一産業構成

その1全 国 編

その2都 通府県 ・市区町村編(47分 冊)

第4巻 第3次 基本集計結果
一職業 構成,特 定世帯 の状況

その1

その2

第5巻 抽出詳細集計結果

その1

その2

第6巻

その1

その2

その3

全 国 編

都道府県 ・ヨi区田∫村編(47う}肛 ‖)

全 国 編(3分 冊)

都道府県編(47分 冊)

従業地 ・通学地集計結果

従業地 ・通学地による人 ロ
ー男女,年 齢,産 業(大 分 頴)

従業地 ・通学地による人ロ
ー職業(大 分類)

従業地 ・通学地による人ロ
ー産業,職 業(中 分類)

第7巻 特別集計結果

別 巻 我が国の人口集【P地区

A－ 国 勢調 査調 査票

調 査対 象 地域 全国 単位 世帯及び個人 属性

本邦に居住する者

調査 方 法 選定 全数 配布 ・収集 調査員 記入

自計,他 計 はあ く時 昭和60年10月1日 現在 系統

周期 ・期 日 周期5年

調 査 事 項

続 き柄,

総理府統 計局→都道府県→市区町村→調 査員→報告者

実施期 日 昭 和60年10月

① 世帯員全 員 について(氏 名及 び性 別,

出生年月,配 偶者の有無,国 籍,就 業状況),

②就 業者 ・通学 者 につ いて(従 業地 又 は通 学地,勤 め

・自営 の別,勤 め先 ・業主 などの名称 及び事業の種類,

本 人の仕 事の種類),③ 世帯 に?い て(世帯 人員数,住

居 の種 類,居 住室数,居 住室の畳数 の合 計)

人口動態調査(指定統計第5号)

実 施 機 関

課

厚生省大臣官房統計情報部人口動態統計
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鉱工業97

鉱 工 業

1.鉱 工 業 一 般

通商産業省生産動態統計調査(指定統計第11号)

実 施 機 関 通商 産業 大臣官房調査統計部統 計管理官

(鉄鋼化学統計調査室),通 商産業大臣官房調 査統計 部

統計管理官(機 械統計調 査室),通 商産 業大臣官房調 査

統計部統計管理官(繊 維 雑貨統計調 査室),通 商産業 大

臣官 房調 査統計部統計管 理官(資 源エネルギー統計調

目 的 鉱工 業生産 の動 態を明 らかにす る。

沿 革 生産動態統 計調 査は,昭 和23年 に連 合軍

総 司令部の要請 によって,経 済 統制上 の資料 として利

用す ることを目的 と して始め られた。昭和25年 まで は

経済民主 化政 策に よる民間事業者団体の解散 によ り,

調査 の範囲 が拡 大 したが,そ の後経済統制の解除 とと

もに,調 査品 目分類,調 査項 目の簡素化がはか られ特

に昭和28年 の大幅 改正 によ り,生 産段階における経 済

動向 をつ かむ ことに重点が置 きかえられ,(1)調 査 対

象 を従来の業種指 定か ら品 目別指定に改め,調 査品 目

を原則 と して基礎物資,輸 出入物資及びその関連重要

物資 に限定 し,(2)従 来 の事 業所単位調査 のほか,企

業単位の調査が加 えられた。 その後 も一方 で流通関係

統計の整備が はか られ るとともに生産動態統計 を物資

割当のための資料 から経 済統計 とす るために,調 査内

容の体系化,簡 素化が進 め られ,毎 年若干の改正が行

われて きた。最近で は,昭 和47年1月 から一部品 目に

ついて調 査対象の下限規 模の切 り上 げ,昭 和48年 以降,

ほぼ毎年生 産活動の変化 等に伴 う調査品 目の変更,調

査項 目の簡 素化等が行 われて い る。昭和56年 には商鉱

工業 エネル ギー消費統 計調査(指 定統計第115号)が 同

年1月 か ら開 始 され るこ とになったため,本 統計調 査

のエ ネルギー関連 項 目が大幅 に簡素化 された。

調査の構成 この調 査の対象 となる品 目は,日 本標準

産業分類の2桁 業種 毎に,ほ ぼ85%の カパ レッジを確

保す るよ う生産金額 の大 きい順 に選定 されている。 そ

の他,調 査技術上 あるいは分類 体系上必要 とされ る も

のや,地 場産 業的 な もの を追 加 して,約3,100品 目に

ついて調査す る。調査票 はそれ ぞれの品 目に応 じた様

式(約150月 報)で 定め られている。

各調 査票の内容 は,ほ ぼ同 じなので,調 査票単位の

収録 は一般的 な内容 を記載 して お く。

集計 ・公 表 里重± 中央 集計 機械集計 公 塾i「 通

産統 計 」「紙 ・バル ブ統 計 月報 」「紙流 通統 計月報 」

1雑 貨統 計 月報」「化学工 業統計 月報」「窯業 ・建材統

訓'月報」「ゴム製品統計 月報」「プラスチ ック製品統計

月報」「資源統計月報 」「エネルギ ー生産,需 給統計月

報(石 油 ・石炭)」(以 上,毎 月25日,通 商産業調 査会

発行),「 鉄鋼 統計 月報」(毎 月25日,通 産統計 協会 発

行),「 機械統 計月報 」(毎 月25日,通 商産 業調 査会発

行),「 繊 維統 計月報」(毎 月25日,日 本繊 維協議 会発

行),「 生 産 ・出荷 ・在庫 統計速 報」(毎 月25日,通 産

統計協会発行)表 革 全国

A-OO(品 目名)月 報

調 査 対 象 地 域 全 国 単位 事 業 所(一 部,企

業)属 性 指 定 された鉱産物 及び工業品 を生産(加

工を含 む)す る事 業所 又は企業

調 査 方 法 選 定 全 数(又 は一定規 模以上 につ き全

数)客 体数3万6000配 布 ・収集 調 査員又は郵

送 記入 自計 はあ く時 毎月末 日,月 間 系統

通商産業省→通商産業局 ・都道府 県一調 査員→報告 者,

通商産 業省→通 商産業局→報告者,又 は通 商産業省 →

報告書

周期 ・期 日 周期 月 実施期 日 毎月5日 ～15日

調 査 事 項 生 産高,出 荷高,在 庫高(品 目に よって

は,こ のほか原 材料,燃 料,動 力,従 業 者,機 械 ・設

備が調査 され る。)

工業実態基本調査(指定統計第93号)

実 施 機 関 通 商産業 大臣官房調 査統計部工業統計課

目 的 工業の経営 の実 態を明 らかに し,中 小企

業施策の基礎資料 とす る。

沿 革 この調査 は,中 小企 業対策 を確立す るた

めの基礎資料 を得 るこ とを目的 として,昭 和32年 から

「中小 企業総 合基本調査」と して開始 された。 この調査

はほぼ5年 に1回 行われ,第2回 が昭 和37年,第3回

が昭和41年,第4回 は名称 を「工業実態 基本調 査」に改

め昭和46年 に実 施 され,第5回 が昭和51年,第6回 が

昭 和56年,第7回 が昭 和62年 に行われて い る。 各回の

調査 と も全製造業 の企 業を業種別,規 模別 にサ ンプル

抽出 して いる。結 果は第1回 は184業 種,第2回 は186

業種,第3回 は171業 種,第4回 は172業 種,第5回 一

策7回 は176業 種 にそれ ぞれ分類 され てい る。 また調

査 事項 も基本項 目以外 は毎回変 更があ る。

集計 ・公 表 塩 江 中 央集 計(機 械 集 計)公 表

「工業実 態基本調 査報告 書(速 報)」(昭 和58年3月),

「工業実 態基本 調査報告書(確 報)」(昭 和59年2月)

表章 都道府県

A－ 工業実態 基本調 査票

鯛 査 対 象1哩 全国lg1/'tz企 業 凶 変 製造 業

に属す る企業 抽出枠 工業統 計調 査(昭 和58年)

調 査 方 法 遊 無作 為抽 出 客 体数106,045/
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表6-1 「磁気 テープ等 によ り民間に提供 され る統計デ ータの概要」の凡 例

(凡 例)

1.本 書 に収 録 した デ 一一タ フ ァイ ル の デー タは 、 原則 と して 統計 法 及 び 統 計 報 告

調整 法 に基 づ き実 施 され た統 計 調 査 の 結 果 で あ り、 印刷 刊行 物 等 に よ り公表 さ

れ た 内容 で ある。

2.本 編 は、L既 に 提供 され て い る デ ー タ ファ イ ル とll.今 後 提供 が予 定 さ れ るデ

ー タ フ ァ イルか らな る。

3.本 書 に収 録 した内容 は、 平 成 元 年6月1日 現在 の もの で あ る。

4.掲 載項 目及び 掲 載要 領 は、 次 の と お りで あ る。

(1)デ ー タ フ ァ イ ル 名

② 収録デ ー タの概要

ロ

格

窓

価

供

供

提

提

　

　

O
O

力
任

(5)所 管省庁担当部課名

⑥ 提 供 条 件 等

(7)そ の 他

原 則 と して、 統 計 調査 を単 位 と してい るが、 調 査 年

次、 集 計 段 階 及 び 集計 内 容 が 異 なる もの に つ い ては 、

で きる 限 り別 業 と して収 録 。

主要 デ ー タ項 目名 あ るい は フ ァイ ル の 種類 、 表 章単

位 、 デ ー タ提 供 可能 年 次 等 を収 録 。

組 織 名 、 住 所 、電 話 番号 、FAX番 号 を収 録。

提 供 価格 を収録 。 第 三者 提 供 価 格 が設 定 され てい る

場 合 は 同 価 格 も収 録 。

囲 第 三 者 提 供 価 格 とは、 デ ー タフ ァ イル に収 録

され た デ ー タを編 集 ・加 工 した もの を第 三 者 に

譲 渡 、 貸 与 又 は送 信 す る こ とを前 提 と して、 提

供 を行 う場 合 の価 格 をい う。

当 該 デ ー タに係 る統 計調 査 の実 施 部 局 又 は デ ー タの

加 工 を行 っ てい る省 庁 の担 当部 局 名 を収 録 。

提 供 に 当 た って 必要 とされ る 手続 、 デー タ フ ァイル

の 提 供時 期 等 を収録 。

フ ロ ッピ ー デ ィス クに よる場 合 は 、 「FDの 種類 」

「FDフ ァイル 形 式 」を収 録 。
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表6-2 「磁気 テープ等 によ り民間に提供 される統計 データの概要」の目次抜粋

(目 次)

1既 に提 供 され てい るデ ータ フ ァイ ル

(総 務 庁)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

昭和55年 産業連関表

昭和60年 産業連関表

昭和60年 国勢調査抽出速報集計(全 国編)

昭和60年 国勢調査第1次 基本集計(全 国編 ・都道府県編)

昭和60年 国勢調査第2次 基本集計(全 国編 ・都道府県編)

昭和60年 国勢調査第3次 基本集計(全 国編 ・都道府県編)

昭和60年 国勢調査調査区別集計(そ の1編 ・その2編)

昭和60年 国勢調査調査区別集計(産 業、職業小分類クロス集計)

昭 和60年 国 勢調 査 従 業 地 ・通 学 地 集計(そ の1)

昭 和45年 国 勢調 査 に関 す る地 域 メ ッシ ュ統計

昭 和50年 国 勢 調査 に関 す る地 域 メ ッシ=統 計

昭 和55年 国 勢 調 査 に関 す る地 域 メ ッシ=統 計

昭 和60年 国 勢 調 査 に 関す る地 域 メ ッシ ュ統 計

昭和56年 事業所統計調査(全 国編 ・都道府県編)

昭和56年 事業所統計調査(会 社企業編 ・サービス業編)

昭和61年 事業所統計調査(全 国編 ・都道府県編)

昭和61年 事業所統計調査(会 社企業編その1、 サービス業編)

昭和61年 事業所統計調査(会 社企業編その2)

昭和50年 事業所統計調査に関する地域メタシ=統 計

昭和53年 事業所統計調査に関する地域メッシュ統計

昭和56年 事業所統計調査に関する地域メッシュ統計

昭和59年 全国消費実態調査

家計 調査(月 次 系列 テ ー プ ・各 月テ ー プ)

消費 者物 価 指数(月 次 系 列テ ー プ ・各 月テ ープ)

労 働 力 調査(月 次 系列 テ ー プ ・各 月テ ー プ)

昭和61年 社会生活基本調査

統計情報総索引

3

4

5

7

m
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鴉

肪
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田
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(経 済企画庁)

1

2

3

4

5

6

国民経済計算(SNA)及 び四半期別国民所得統計速報(QE)

民間 企業 資 本 ス トック

機械受注統計

法人企業動向調査

消費動向調査

景気動向指数

9

2

3

4

7

8

5

nb

6

(0

(0

(b

(大 蔵 省)

1大 蔵省貿易統計 月(年)別 品 国集 約(輸 出、 輸入) 69

(文 部 省)

1学 校基本調査(昭 和50年 度～昭和62年 度) 70

厚

1

2

3

4

5

( 生 省)

昭和61年 国民生活基礎調査

昭 和61年 医 師 ・歯科 医 師 ・薬 剤師 調 査

9召禾061年 人 口動 態統 言卜総 覧

昭和62年 人 口動態統計

昭和62年 社会福祉施設調査

71

72

73

74

75

(農 林水産省)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

01

畜産物生産 費調査(肥 育豚生産費調査結果表)

畜産物生産費調査(牛 乳生産費調査結果表)

農村物価統計調査(農 村物価指数)

農家経済調査(月 次)(農 家経済収支)

米生産費統計調査(米 生産費統計調査結果表)

生産農業所得統計(生 産農業所得部門別粗生産額結果表)

農業動態言周査(農 業言周査結果表)

農林業センサス農家調査

農林業 セン サ ス

農林業センサス林業コ1業休調査

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

7

7

7

7

8

8

8

8

8

8
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表7「 磁気 テープ等によ り民 間に提供 される統計デ ータの概要 」の抜粋

総務庁一4

デ ー タ フ ァ イ ル 名 昭和60年 国勢調査第1次 基本集計(全 国編 ・都道府県編)

収 録 デ ー タの概 要

〈全 国 編 〉

全 国 計 、全 国市 部 計 ・郡 部 計 、全 国人 口集 中地 区 計 、都 道府 県 計 の デ ー タ を収 録

〈都道 府 県 編 〉

都 道 府 県 計 、市 部 計 ・郡部 計 、 都道 府 県人 口集 中地 区計 、人 口50万 以 上の 市(21市)、 市 区

町 村、 市 区 町村 人 口集 中地 区の デ ー タを収 録

1.総 人 口 ・総 世 帯数

一 男女 別
、 世 帯 の種 類 別世 帯 数 な ど

2.男 女 ・年 齢 ・配 偶 関係

一年 齢 階 級 別 、 男 女別 人 口 な ど

3.国 籍

一 国 鑑別 、 年 齢 階 級別 、 男 女 別外 国人 数 な ど

4.世 帯 の種 類 ・世 帯 数 ・世 帯 人員

一 世 帯人 員 別一 般 世 帯 数及 び一 般 世 帯人 員 な ど(普 通 世 帯特 掲)

5.世 帯 員 の 男 女 ・年 齢 ・配偶 関 係

一世 帯 主 との 続 柄別 、 配偶 関 係 別、 年 齢階 級 別、 男 女別2人 以 上 の一 般 世帯 人 員ftど

6.世 帯の 家 族 類 型

一世帯の家族類型別一般世帯数、一般世帯人員及び親族人員など(6歳 未満 ・18歳 未満の親

族世帯特掲)

7.住 居の状態

一住居の種類別、住宅の所有関係別一般世帯数、一般世帯人員、1世 帯当たり室数及び1世 帯

当た り畳数など

8.高 齢者親族世帯

一世帯の家族類型別、65歳 以上の親族のいる一般世帯数、一般世帯人員及び親族人員など

9.単 身高齢者世帯

一高齢者の年齢階級別、男女別単身高齢者世帯数など

10.高 齢老夫婦世帯

一夫の年齢階級別、妻の年齢階級別高齢老夫婦世帯数など
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総 務庁 一4

財 団法 人

〒160

TEL

[1木 統 計協 会 統 剖 デ ー タサ ー ビス セ ン ター

東 京 都新 宿区 新 宿7-2-1学 友 社 ビル2F

O3-202-1493FAXO3-202-1942

① 一般 提 供価 格(別 紙1)

(第 三者 提 供価 格 は上 記 価 格 の3倍)

会員 価 格(別 紙1の 価 格 の2割 引)

(第 三 者提 供価 格 は 上記 価 格 の3倍)

囲 提 供体 制 の安定 を図 るた め 、 日本 統 計 協 会 では デ ー タフ ァイ ル提 供 の趣 旨 に賛 同 す る団 休又 は

個人 を対 象 と して 、会 員 制度 に よ る提 供 を行 って お り、会 員 とな った場 合、 提 供価 格 が一般 提供

価 格 の2割 引 とな るな どの特 典 が あ る。(入 会 費20万 円、年 会 費20万 円)

・ま た
、 都 道lrl県別 に縦}1Eさ れ たデ ー タ フ ァイル につ い ては、 一 括 購 入割 引 制 度 が あ り、5兄 分

以 上一 括 購 入 す る場 合の 提 供価 格 は、 各 県 の一 般 提 供価 格 の1割 引 、全 都 道 府 県 分 を一 括 購 入 す

る場 合 の提 供価 格は 、一 般 提 供価 格 の 合計額 の2割 引 とな る。

提供条件専
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(別紙)

昭和60年 国勢調査第1次 基本集計(全 国編 ・都道府県編)

(単 位:円)

都道府県名 提 供 価 格 都道府県名 提 供 価 格

全 国 編 50,000 23愛 知 45,000

都 道 府 県 計 1,950,000 24三 重 40,000

一 括 割 引 1,560,000 25滋 賀 40,000

01北 海 道 45,000 26京 都 40,000

02青 森 40,000 27大 阪 45,000

03岩 手 40,000 28兵 庫 45,000

04宮 城 401000 29奈 良 40,000

05秋 田 40,000 30和 歌 山 40,000

06山 形 40,000 31鳥 取 40,000

07福 島 40,000 32島 根 40,000

08茨 城 45,000 33岡 山 40,000

09栃 木 40,000 34広 島 45,000

10群 馬 40,000 35山 口 40,000

11埼 玉 45,000 36徳 島 40,000

12千 葉 45,000 37香 川 40,000

13東 京 45,000 38愛 媛 40,000

14神 奈 川 45,000 39高 知 40,000

15新 潟 45,000 40福 岡 45,000

16富 山 40,000 41佐 賀 40,000

17石 川 40,000 42長 崎 40,000

18福 井 40,000 43熊 本 40,000

19山 梨 40,000 44大 分 40,000

20長 野 45,000 45宮 崎 40,000

21岐 阜 40,000 46鹿 児 島 40,000

22静 岡 45,000 47沖 縄 40,000
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通商産業省一1

デ ー タ フ ァ イ ル 名 通商産業省生産動態統計

収 録 デ ー タの概要

1.磁 気テ ー プの種 類:月 例 テ ー プ、 年 間 補正 済 デー タ

2フ ァイル の種類:鉄 綱 、機 械、 繊 維 ・雑 貨、 化学 、 資 源 エネル ギ ー

囲3フ ァイル まで1本 分、4フ ァ イル以 上 は2本 分 扱 い

3、 各 フ ァイル の収 録 デ ー タは 、下 記 の公 表 刊 行(月 報)に 掲 載 さ れて い る 公 表 デ ー タ

公 表 デ ー タ

(1)鉄 鋼 鉄綱 統計 月報

(2)機 械 機 械 統計 月報

(3)繊 維 ・雑 貨 繊 維 統計 月報 、 紙 ・パ ル プ統 計 月報 、 雑貨 統 計 月報

(4)化 学 化 学 工 業 統計 月報 、 ゴ ム製 品 統 計 月報 、 プ ラス チ ック製 品 統計 月報 、

窯 業 ・建 材 統 計 月報

(5)資 源エネル ← 資 源 統計 月報 、 エネ ル ギ ー生産 ・需給 統 計 月報

4封 磁気 テ ー プ1～2本/月

デ ー タ提 供時 期 毎 月16～17日 頃

データ提供時期の出版物 との差 月報によって異なるが約7日 位早い

提供データのデータ補正の方法と時期 毎年5月 の3月 確報時に前年1月 ～当年2月 に遡及し補正する

取扱機関 財団法人 通商産業調査会 経済統計情報センター

〒104東 京都中央区銀座2丁 目8番9号(木 挽館銀座 ビル)

TELO3-535-5348FAXO3-535-4887

提 供価 格 囲 提 供価 格 は、 配送 費 込 み、 消 費税 別

① 一 般提 供 価 格70,000円

(第 三 者 提供 価 格 は 上記 価 格 の3倍)

② 会 員価 格50,000円

(第 三 者提 供価 格 は 上記 価 格 の3倍)

囲1.年 会 費一 口25万 円 で会員 に な る と、 会 員割 引 制 度(7万 円 を5万 円 に割 引)の 恩 典 を受

け るこ とが で き る。(会 費 は、 消費 税 別)

2.年 間 契約 の場 合、3割 引 とな る。

所管省庁担当部局課名 通商産業大臣官房調査統計部調査統計企画室

提 供条 件等 統 計 デ ー タ ファ イル の利用 につ いて の合 意書 等 を提 出 す る。
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3.数 値統計 データを利用 しやす くす るため に

米国の カタログ/ガ イ ドでは,報 告書 やデータファイル等の種類 ・内容 を紹介 し,セ ンサ

ス局のサ ー ビスや地域情報サー ビスにっいて も色 々考慮 され,セ ミナーや ワー クショップを

開催 し,専 門家や初心者 のための訓練が行 われてお り,教 師用ガイ ドや応用練習教材 ・参考

文献等 も作成 して いる。各地域 にある支部 では教育サー ビス ・質問 ・参考 サー ビス等 も行 っ

てい る。 また,デ ータベース利用 のための所在情報 ・教育 ・セ ンサ スデー タの機密性 ・特別

サー ビスの方針等が説明 されてい る。なお,こ のカタログでわか らない場合の問い合わせ先

も住所 ・電話番号等細か く配慮 されている。

この他 に も商務省の"NationalTechnicalInformationService"(NTIS)か ら,"U.S.

GovernmentSoftwareforMicrocomputers"や"Products&Services"と い うよ うなカタ

ログを発行 してお り,計 画 ・農業 ・エネルギー ・コンピュータ等 の分野別 にソフ トウエアー

・データ ・解説書等がIBM-PC用 とか,Apple]Ic/IIe用 というよ うに案内 されて いる。次

頁 に内容の一部を表の形 にまとめたので参照 されたい。

欧米諸国で は,政 治的交渉 や企業の交渉の場合,色 々なデー タを利用 して シミュ レーシ ョ

ンや計測 を行 い,そ の結果を用 いて折衝 に当 り,1っ の結果で交渉が進 まない場合は次の結

果 を出す。その結果が相手国や企業の事情 にあわないことがわか って も次か ら次 とデータを

出 して交渉 にあた るが,わ が国の場合は,政 策的な ものがあるとはいえ,数 値統計データを

分析或 いは予測 しての交渉 は少 ないのではないだ ろうか。数値統計デ タを利用 して シ ミュレ

ー シ ョンや予測,分 析 をす るのは限 られた一部の人達であ る。

この違 いは国民性 による もの と思われ るが,学 校での統計教育 に も問題 があ るので はない

か と思われ る。

わが国で は コンピュータが導入 され るまでは,ジ ャパニーズ ・カ リキュ レ一 夕といわれ る

そろばん を用 いて長い間計算を行 って きた。官庁統計の集計 もそろばんを主 に して集計 し,

加工計算 を行 って きた。 その他 に手回 しの計算機 も使用 していた。1960年 代に入 り電動計算

機で加工計算が行われ るよ うにな ったが,高 価 なためやはりそろばんが主流であ った。欧米

では多 くの人達が タイプライターを使 いキーボー ドに慣れていた とい う違 いや集計計算 に電

動計算機 を使用 して いたとい う長い歴史があ る。わが国で は今 日のよ うに コンピュータが普

及 して きて も,キ ーボー ドに不慣 れのため一部 の人達が使 うにす ぎない。パ ソコ ンの普及率

を見て も大 きな差があ り,米 国で はIBM-PCAT/AXかAppleIに 仕様 が統一 されてお りIBM－
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商 務 省 国立 技 術 情報 サ ー ビス で提 供 して いる 製 品 とサ ー ビス例一 覧

(U.S.Dept.ofCommerce,NationalTechnicallnformationService)

製品 ・サービス名称 内 容 媒 体 価 格 そ の 他

DATAPLOTTH グラフ作成。モデルの構築や 磁気テープ $1,925 FORTMN使 用

データの分析もできる。 $3,850(国 外)

ExporttoΨin 輸出マーケッティングのため ディスク $60 言言

の教育 ソフト $1,200(国 外)

GratefulMED 医学関係のデータベースを簡 ディスク $29.95 PL1使 用

単に使えるようにする補助ソ
フ ト

BoardofGovernors FDICの 資産と負債についての テープ 問い合わせ
oftheFederal データファイル ReserveSystem

EnergyDatafiles エネルギー生産者と消費者に 問い合わせ
つ い て のサ ーベ イ ・デ ー タ

EconomicBulletin 経済統計数値の最新版を提供 オンライン $25(1年)+

Board す る 。 $.10(1分)

Financia1 経営の際の仮定状況において ディスク $80 ロー タス

SensiUvity の収益,費 用の分析を行 うソ $160(国 外 〉 シンフォニーを使用

Analysis フ ト

U.S.Industrial 米国産業の現況,業 績,将 来 舗 $27

Outlook,1990: 予測についてまとめた。 $54(国 外) Prospectsforover

3501ndustries

AcidPrecipitation 世界的な規模で酸性雨につい 月刊誌 $100(年 間)

ての情報をまとめた。 $200(国 外)

ForeignTechnology 海外における研究や新技術の 週刊 $135(年 間) ニ ュー ズ レ ター

AbstractNewsleUer 開発状況について知らせる。 $185(国 外)

ForeignBroadcast 過去2日 から3日 にわたって 日刊 $420 印 刷物Information

報道された情報を提供する。 $840(国 外) マイ知 フィッシュService

(週刊)

AGRICOLADatabase 農業に関する文献データベー オンライン 問い合わせ
ス

LibraryLiason 図書館関係の仕事をしている 問い合わせ
Network 人たちのネットワークを形成

Databasetraining デ ー タベ ー スの サ ーチ ャーの 問い合わせ
progra皿 ための訓練コース
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PCの 互換機 で もIBM-PCの ソフ トが利用 で きるが,わ が国で はNECの9800シ リーズが主流 で

EPSONのPC-286,386シ リーズが互換機 と して対抗 してい るだ けで,他 の メーカーは,ほ とん

どがIBM-PC互 換機 として発売 して いる。従 って,デ ータの互換 は或 る程度 とれ るが,ソ フ ト

に至 って はそれぞれの機種専用で なければな らない。同 じMS-DOSをOSと してい るのであ る

か ら,す べての ソフ トとは言わないが互換で きるよ うに,わ が国で も早急 に統一 して 欲 しい

ものであ る。

今後,数 値統計デー タを ますます利用をするように普及す るためには,米 国のカタ ログ/

ガイ ドと同 じよ うに とはいかな くとも,「 統計調査総覧」という立派なガイ ドがある。 これ

に政府 提供 のデータベース情報 やサ ー ビス情報を掲載すればまとまりのある良いガイ ドとな

るので はな いかと思 う。 デー タベース利用の普及を進め るため に も,提 供 について各省が ま

とま りユーザが利用 しやす いよ うなガ イ ドを作成 し配布す るか安 い価格で市販す ることが望

ま しい。 また,テ ープだけの提供で はな く,フ ロ ッピーデ ィスクでの提供が行われれ ば,一

般ユーザ も利用 しやす くなるか ら利用者 も増え るのではないだ ろ うか。

参 考 文 献

U.S.DepartmentofCo㎜erce,BureauoftheCensus,"CensusCatalog&Guide
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U.S.DepartmentofCo㎜erce,NationalTechnicalInformationService,"U.S.

GovernmentSoftwareforMicrocomputers"

U.S.DepartmentofCo㎜erce,NationalTechnicalInformationService,"Pro-

ducts&Services",1990,CATALOG.

総 務 庁 統 計 局 統 計 基 準 部 「統 計 調 査 総 覧 昭 和61・62年 」,昭 和63年12月 。

総 務 庁 統 計 局 統 計 基 準 部 「磁 気 テ ー プ 等 に よ り 民 間 に 提 供 さ れ る 統 計 デ ー タ の 概 要 」,

平 成 元 年6月 。

財 団 法 人 デ ー タ ベ ー ス 振 興 セ ン タ ー 編 「デ ー タ ベ ー ス1989白 書 」,平 成 元 年4月 。
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